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は じ め に

㈱ 日本情報処理 開発協会 産業情報化推進 セ ンター(以 下 、当セ ンター と略す)で は、昭和

60年 以来、 ビジネスプロ トコルの標準化 な どを通 じて、産業界へ のEDIの 普及推 進 を行 って き

た。昭和62年 には、㈱ 日本電子機械工 業会(EIAJ)と 共 同でEIAJシ ン タックスルー ルを開発

し、さらに平成3年 には、これを改良 したCIIシ ンタックスルール を開発 した。 これをベ ース と

す るCII標 準 は、平成4年 に実用化 したが、現在(平 成9年3月)17業 界 で業界標 準 として採用

されてお り、CII標 準 は我が 国の主要 なEDI標 準 となっている。平成10年 には、国際EDIへ の

応用実験が実施 されてお り、CII標準は既 に国内標準 か ら国際的標準 にな りつつ ある。 この よう

な発展がで きたのは、産 業界の協 力 と支援があ ったか らで、心か ら感謝す る。

さて当セ ンターでは、CII標 準 の充実 を足掛 か りに、さらに高度 な新 しいEDIの 確立 を目標 に、

各種 の調査研 究 開発 を行 っている。平成4年 か らは、受発注 か ら決済 まで の一貫 したEDIの 構

築 に関す る研 究開発 を開始 し、現在、取 引の最終段 階である請求支払EDIの 運用実験 を行 って

い る。平 成5年 か らは、中小企業へ のEDI導 入 を促 進す るため に、中小企 業向 けの安価 なEDI

システムの確 立 に関す る研 究 開発 も行 っている。 さらに、増大す るEDIへ の新 機能要求 に対応

したCIIシ ンタックスルールのバージ ョンア ップについて も検討 している。

本報告書 で は、21世 紀 に向け て整備 と拡張 が進 むCII標 準 ににつ いて、最近 の主 な動 向につ

いて報告す る。 この中での特記事項 は、海外 とのEDI(国 際EDIの 一種であ る)へCII標 準 を導

入す る試 みが、開始 された ことであ る。 これが成功す れば、CII標 準 をアジア地域 のEDIへ 応 用

す る足掛 か りとなる と考 え られ、期待 される試みであ る。

CII標 準 の実用化 によ り、わが国のEDI標 準化 のベースは確立 された と考 える。 しか し、現 段

階 では、 まだ まだプライベ ー ト ・フォーマ ッ トに よるEDIが 主流 を占めてお り、すべ ての業界

で 、標準EDIへ の移行努力 が さ らに活発 に行 われ なければな らない。標準EDIへ の移行 には、

少 な くない手 間 と費用が必要 になるため 、短期 間で実現する ことはなかなか困難 であ るが、将

来 の産 業界 の発展 の ため に、1日 も早 くな し遂げ られ ることを願 うものであ る。本報告書 がそ

れに寄与 で きれ ば幸いであ る。

最後 に、CII標 準 の確立 に多大 なるご協 力 とご支援 をいただい た関係 各位 に対 し、感 謝の意 を

表す る。

平 成12年3月

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー



-



第1部

第1章

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

資 料 一1

資 料 一2

資 料 一3

第2章

2.1

2.2

2.3

第ll部

第1章

1.1

!.2

1.3

1.4

1.5

第2章

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5

2.6

目 次

EDIの 軌跡 と動 向

1

1

3

4

5

6

7

17

17

21

23

31

31

33

34

35

36

37

37

38

39

40

43

49

CII標 準の 開発

目 的

EIAJ標 準 の開発

CII標 準 の開発

CII標 準 の普 及開始 とJIS化

CII標 準 の業 際EDIへ の導入

CII標 準 の海外展 開他

一1『CII標 準 －BP識 別子(BPID)平 成12年3月 現在』

-2『CIIデ ー タタグ番号枠の割当(平 成12年3月31日 現在)』

-3標 準企業 コー ド登録数推 移

最近のEDI標 準化動向

国内の動向

'

海外の動向

EDI標 準の動向

ED晦 外接続

背景 と目的

EDI標 準化 と普及の歴史

国内EDIか ら地域EDIへ

地域EDIの 可能性

当 プロジェク トの 目的

実施体制

平成9年 度10年 度の実施概要

運用実験の目的

実施概要

実施体制

海外接 続用標準 メ ッセー ジの開発 ・調整

実証実験の枠組み

実証実験における課題と対応

i

一



7

章

ユ

2

3

4

'
5

㊤

7

β

⑨

10

章

口

2

3

4

5

章

」

2

3

4

5

章

ユ

2

3

2

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

4

4

4

4

4

4

5

5

5

5

5

5

6

6

6

6

第

第

第

第

EDI海 外接続運用実験の成果

鉄鋼業界の実証実験(平 成11年 度)

背景 と目的

実証実験の概要

実証実験で交換す る情報 とBCC社 、BECC社 での活用方法

海外接 続用標準 メ ッセー ジの整備

CII標 準企業 コー ドの取得

システム環境整備

実証実験結果

データ交換運用規約内容の検討

実証実験システムの評価

ま と め

電子機器業界の国際EDI

背景 と目的

EIAJ-EDIセ ン ター と して の 取 り組 み

標準 メ ッセージ開発 の前提 条件

検討結果

今後の課題

CII標 準 の国際化 に向けて

CII標 準 国際化 の 目的

X12、UN/EDIFACTの 問題 点

ジ ェ ネ リ ック ・デ ー タエ レメ ン トとXML/EDI

CII標 準 の定義

国際化の ポイ ン ト

国際EDIの 普 及に向けて

デ ィレク トリーの国際化

XML/EDIを 活用 したCII標 準 の国際化

国際標準化への影響力の拡大

第 皿部

第1章

1.1

請求支払EDl

当 プロジェク トの 目的

平成元年(1988年)前 後 のEDIと 物流EDI

◆
-
◆
-

1

2

2

6

8

1

2

3

4

5

8

0

3

3

5

6

7

4

5

5

7

8

9

0

1

1

3

3

5

5

5

5

5

6

6

6

6

6

6

7

7

7

7

7

7

8

8

8

8

8

8

9

9

9

9

9

「
O

ロ
」

O
O

O
O



2

章

1

2

3

章

1

2

3

章

1

2

3

4

5

章

1

2

章

1

2

3

4

章

1

2

1

2

2

2

2

3

3

3

3

4

4

4

4

4

4

5

5

5

6

6

6

6

6

7

7

7

第

第

第

第

第

第

受発注から決済までのEDI

請求支払EDIの 位置付け

一般的な決済の態様

請求支払方式

請求支払EDIの 位 置付 けとイメージ

検討経過

平成7年 度の検討内容

平成8年 度 ・9年度の検討内容

平成10年 度 ・11年 度 の検討 内容

基本コンセプトの詳細

全体構想

請求支払EDI基 本モデル

基本 コンセプ トの特徴 と振込ID(マ ッチ ングキー)の 運用

全体運用 の標準化 とフ ォーマ ッ トの標準化

基本コンセプトの拡張応用

請求支払EDIト ライアル

電子機器業界の トライアル

物流業界の トライアル

請求支払EDIの 効果等

総合評価

業務上の効果

明確化した事項

その他の問題点

請求支払EDIと 標準化

請求支払EDIの グローバ ル化

デ ィレク トリーの標準 化

6

7

7

9

0

3

3

6

9

0

0

4

8

0

1

2

3

6

9

9

9

0

ユ

2

2

4

9

9

9

9

0

0

0

0

0

1

1

1

1

2

2

2

2

3

4

4

4

5

5

5

5

5

ー

ユ

ー

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

関係委員会名簿 159

附属 資料

CII標 準ベ ースXML/EDIマ ッピング規則 165

iii





EDIの 軌跡 と動 向第1部





第1章CII標 準 の 開 発

1.1目 的

本事業 は、ビジネスプロ トコルの標準化 を目的 として、昭和60年(1985年)か ら開始 さ

れた事業 である。

ビジネス プロ トコル とは、EDI(ElectronicDataInterchange:電 子 デー タ交換)を 行 うの

に必要 なプ ロ トコル(各 種取 決め)で あ る。EDIを2者 間(例 えば、特 定の発 注者 と特定

の受注柱 間で受発注 デ ー タを交換 す る場合 な ど)だ けで行 う場 合 には、その2著 聞だけ に

有効 な取決め を作 れ ば よいが 、n者 間でEDIを 行 う場合 には、そのn著 聞のすべ ての組 み合

わせ にについて、統一 的な取 決めが必要であ る。 この統 一的 な取決め を作 るこ とを、 ビジ

ネスプロ トコルの標準化 とい う。 も し、統一的 な取決めがない場合 には、相手先 ごとに異

なる取決 め とな り、相手先 ごとに専 用のシステムが必 要 とな り、膨大 なコス トが必 要 にな

る。EDIを 効率 的 に構 築す るために、統一的 な取決め、す なわち ビジネス プロ トコルの標

準化が是非 とも必要 であ る。 ビジネス プロ トコルの標準 は、EDI標 準 とも言 う。

具体 的な取決 めの内容 と して、 コー ド(デ ー タコー ド)/フ ォーマ ッ トが20年 以上前 か

ら取 り上 げ られ てお り、通常、 ビジネス プロ トコルの標 準化 とは、 コー ド/フ ォーマ ッ ト

の標準化 を意味す る。

我が 国では、昭和48年 か ら50年 にかけて、鉄鋼業界で最初 の コー ド/フ ォーマ ッ トの標

準化が行 われた。その後、銀行業界 で全銀標準 が開発 され、昭和55年 頃には、チ ェー ンス

トア業界 で標準 が開発 され、 いつ れ も実用化 している。

しか し、その他の業界 では標準 は開発 されるこ とな く、昭和60年 頃 には、標準 無 しでEDI

の普及が開始 したため、多端末現象 を始め とす る標準が無 いため に起 きる現象が多発す る

よ うにな っいた。 この ため、多 くの業界 でビジネス プロ トコルの標準化が要望 される よう

になった。 これ に応 えるべ く昭和60年(1985年)に 設立 されたのが、産業情報化推進 セ ン

ター(以 下、当セ ンター)で あ り、設立 と同時 に開始 されたのが本事業で ある。

本事業で は、 日本標準 の新 規開発 と広範 な普及 を目標 として、産業界 を結集 して業界検

討委員会 の新規設 立 な ど実行 組織 面の整備 を行 い、EDI方 式 と呼ばれ る新 しい技術 の導入

を行 ってCII標 準 を開発 し、15年 間 を要 して、 ビジネスプロ トコルの標準化 を達成 した。

この標準 は、JIS-X7012と してJIS化 も行 われた。その結果 、20を 越 える業界 で ビジネスプ
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ロ トコ ル の標 準 化 が 実施 され 、2000年3月 現 在 で 、CII標 準 を約7,000社 に普 及 させ た。

以 下 に、 そ の 軌跡 を述 べ る 。
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1.2EIAJ標 準 の 開 発

昭和60年(1985年)頃 、電 子機i器業界(電 子 部 品の マー ケ ッ ト)で は、大 手組 立 メ ー

カーのEDI導 入 が活 発化 し、EDI標 準がないため に、多端末現 象の発生が心配 されていた。

そ こで、昭和62年(1987年)に 、 この業界の ためのEDI標 準の 開発 を目標 として、㈱ 日

本電子 機械工業会 の中 に、情報化対応運営委員会が新 た に設置 され、新標 準開発 を開始 し

た。 この 開発 で は、新技 術(EDI方 式)を 導入す る ことにな り、 昭和63年(!988年)3月

まで に、産業情報化推進 セ ンター と共 同で、EIAJシ ンタ ックスルール を新 開発 し、これ を

ベ ース に したEIAJ標 準 メ ッセ ージを開発 した。 これ らをEIAJ標 準 と呼ぶ。

昭和63年(1988年)7月 には、EIAJ標 準 の普及 を行 うため に、EDIセ ンター 、(EIAJ-EDI

セ ンター)が 新 たに設置 され、実用化試験が行 われた後、平成元年(1989年)か ら実用 普

及 を開始 した。

EIAJ標 準 は、画期 的 な標準 であ った。 それまでの標準 は、

① デー タ ・フ ォーマ ッ ト(レ コー ド ・レイア ウ ト)

② デー タコー ド

で構成 されていた もの を、EIAJ標 準 は、

① シ ンタ ックスル ール(EIAJシ ンタ ックスルール)

② 標準 メ ッセー ジ

③ デー タ項 目定義(メ タデー タ)

④ デー タコー ド

で構成す る ようにな った。

こうす る ことによ り、標準 自体 の メンテナ ンス性 の向上及 びデー タ項 目やメ ッセージの

意味解釈 の曖昧性排 除 に成功 した。

メ ンテ ナ ンス性 が 向上 したため に、業務 の変化 に合 わせ て常 に改造 す る こ とが 可能 に

なったため、以後、12年 を経 た今 日も、実用標準 として機能 している。 また、意味解釈 上

の曖昧性 を排 除 したため に、12年 を経 た今 日も相互運用性 の低 下 は最小 限であ る。

EIAJ標 準 は、平成5年(1993年)以 後、シンタックスルールをEIAJシ ンタ ックスルール

か ら機 能拡 張版のCIIシ ンタックスルールに変更 し、CII標 準の仲 間になっている。平成12

年3月 現在 、電子機器業 界 を中心 に5,000社 以上の企業で利用 されてお り、世界有数 のEDI

標準 になってい る。
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1.3Cll標 準 の 開 発

平成元年(1989年)以 後のEIAJ標 準 の成果 を見た電子機器 以外 の製造 業界 では、急速 に

EDI標 準化 の機運が盛 り上が り、EIAJ標 準 の応用が様 々な業界 で検討 され た。しか し、EIAJ

標準のベ ースになっているEIAJシ ンタックスルールは、電子機 器業界で使 えれ ば十分 とい

う前提で、可能 な限 りの簡素化 が行 われて いた。そのため、他 業界 への応用 には、 い くつ

かの大 きな問題があ った。主 な問題点 は、以下であ る。

① タグ番号(デ ー タタグ番号)

電子機器業界 で必 要 なデ ー タ項 目(メ タデー タ)は239種 類で十分 との分 析か ら、

EIAJシ ン タックスルー ルで は、最大 で も239種 類 の デー タ項 目 しか使 えない ように

なってい た。

しか し、電子 機器業界以外 の業界へ応用 しようとすれ ば、当然 、デー タ項 目が不足

す る ことになる。

② 文字 コー ド

EIAJシ ンタックスルールでは、文字 コー ドは原則JISコ ー ド(JIS-XO201)と い う規

定 になっていた。 したが って、JISコ ー ドで な くて も許 される ようになっていた。

そ こで、 これ らの問題点 を解決 し、かつ機 能 を拡張 したシ ンタ ックス ルールを作 る構想

が検討 された。

平成2年 末(1990年 末)に 、我が 国の主要 な製造業界 の標準化担 当者が集 ま り、EIAJシ

ンタ ックスルール を拡 張 したCIIシ ンタックスルールの開発 を決 め、当セ ンターが 開発す る

こ とになった。

開発 はただちに開始 され、平 成3年(1991年)3月 に、CIIシ ンタックス ルール試作仕様

が完成 した。 さらに、主要 なコン ピュー タベ ンダーをメ ンバ ー とす る 「シンタックスルー

ル検討委員会」を設置 し、当セ ンターが開発 した試作 仕様 の見 直 しを行 って、CIIシ ンタッ

クスルール1.11及 び1.51を 完成 させ た。

さらに、CIIシ ンタ ックス ルー ル を使 用 す るの に必 要 な基 本 ツ ールであ るCIIト ラ ンス

レー ターの開発 を行 い、平成4年(1992年)4月 まで に、実用 普及の準 備が整 った。並行 し

て、電力業界、石油化学業界、建 設業界 な ど多数の業界が、CIIシ ンタ ックスルールをベ ー

ス とす る標準 メッセー ジ(デ ー タ項 目)の 開発 を行 った。
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1.4Cll標 準 の普 及 開始 とJIS化

平 成4年(1992年)7月 、石油化 学業界 に属 す る2企 業 間で、CII標 準 は最初 の稼働 を開

始 した。EIAJ標 準 の経験 や1年 以上 にわたる準備 もあ り、特 に大 きな トラブル もな く順調

に稼働 開始 した。そ して、平 成5年(1993年)以 後、前 述 した よ うにEIAJ標 準 も、 シ ン

タ ックスルール をEIAJシ ンタックス ルールか らCIIシ ンタ ックスルールへ変 更 してCII標

準の仲 間 に加 わ り、CII標 準 が名実 ともに、 日本のEDI標 準へ と成長 した。

CII標 準で は、シンタ ックスルールだけが全業界共通 であ り、標準 メ ッセー ジは業界 ごと

に標準 化 され ている。 したが って、電子機器業界 はEIAJ標 準 、石油化学業界 は石化標準 、

電力業界 は電力標準 な どの ように、各業界 ご との標準 は業界名 を付 けた標準名 を用 い、全

体 を総称す る ときCII標 準 と呼ぶ。

CII標 準 は、平成10年(1996年)に は15以 上 の業界 の業界標準 として正式採 用 され、我

が 国のEDIデ フ ァク ト標準 に成長 した。 それにつれてCII標 準導 入企業数 も増加 した。 こ

の増加具合 は、第2編 の標 準企業 コー ド登録数 の推移 と、ほぼ一致 している。標準企業 コー

ドは、CII標 準 を使用 す る とき必須 になる企業 コー ドで、通常 は、CII標 準 を使 わ ない限 り

登録 されないか らであ る。ただ し最近は、Web-EDIで も標準企業 コー ドが使 われ る ように

なったため、やや精度 が落 ちてい ることは考慮 されたい。

この ように普 及が進 んで くると、CII標準 をデ ファク ト標準 ではな く公 的標準 にすべ きだ

とい う意 見 も多 くなった。 そこで、平成7年(1995)か らのJIS化 予備調査 の後 、平 成9年

(1997年)か らJIS化 作業 を本格的 に実施 し、平成11年(1999年)4月 に、JIS-X7012と し

て、正式 にJIS化 された。JIS化 されたのは、CIIシ ンタ ックスルールで、1998年3月 に開発

され たCIIシ ンタ ックス ルー ル3.00で ある。CIIシ ンタ ックスル ール をベー ス とす る標準

メ ッセー ジ(デ ー タ項 目)は 、業界 ご とに固有であ り、 また、業務 の変化(ビ ジネス の変

化)に 伴 って頻繁 に改定 される とい う性質 を持 つため、JIS化 の対象外 となった。

CII標 準 は、平成12年(2000年)3月 現在 で、製造業界 を中心 に、約7,000社 に普及す る

まで にな った。現在、 国際的 に見 て も、導入企業数が多 い とい う点で、世界 有数の標準 に

なってい る。

尚、本 章末 に、平成12年(2000年)3月 現在 のCII標 準導 入業界及 び、標準企業 コー ド登

録 数の推 移 を掲 載 してあるので、参照 されたい。

一5一



1.5Cll標 準 の業 際EDIへ の導 入

EDIは 、当初 、受発注処理 に適用 された。 しか し、取引 は受発注 に始 ま り決済で終 わる

のが普通 である。 そのため、CII標 準 は、開発 当初 か ら受発 注処 理だけで な く、納 品処理や

決済処 理 にも適用 で きるよ うに設計 されていた。 しか し、最初 は受発注処理 に適用 されて

実用性 が確認 され、納 品処理や決済処理 で も実用 的か どうか は未知数であ った。

そ こで、平成4年(1992年)か ら納 品処理や決済処理への導入試験が行われ るこ とになっ

た。納 品処理 では、発注者/受 注者 の他 に物流業者が関係 して くるので、業際EDIと い う。

決済処理 も同様 に発注者/受 注者 の他 に銀行が 関係す るので、業際EDIと い う。

最初 に、平成4年(1992年)か ら平成6年(1994年)か けて、納品処理への導入実験(物

流業際EDI)が 行 われ、CII標 準が適用可 能である ことを実証 した。 この結果 、物流業界が

CII標 準 を正式採用 し、今 日では物流EDIと して普及が推進 されてい る。現在物 流EDIの 導

入 は、物流合理化 の決め手 として、物流業界 の最 も重要 な課題 になってい る。

さ らに、平成7年(1995年)か らは、決済処理 へ の導入試験(請 求支払EDI)が 実施 さ

れ、CII標 準 は決済処理で も有効 に機能す るこ とが実証 され た。現在、電子機器業界 が業界

内での普及推進 を行 っている。 ただ し、銀行業界 には、以前 に開発 された全銀標準 が広 く

普及 しているため、CII標 準 は発 注者/受 注者間の処理 に適用 され、銀行が 関係 す る処理 で

は、全銀標 準の改 良版が使用 された。

この ように、既 に広 く普及 してい る標準 が存在 する場合 、必 ず しも新標準 を導入す るこ

とが妥当でない こともある。標準 は法律 では ないので、強制 す ることはで きない し、導入

す るか どうか は、その合理性 をを最優先 して決め なければ ならない。合理性 を判定す るた

めには、技術 的優位性 だけで な く、導入 コス トや導入期間 な ど多 くの要素 を考慮 しなけれ

ばな らない。請 求支払EDIで は、既存 の標準 に代 えてCII標 準 を導入す るのが合理 的 とは

言 えない部分、銀行 関係 について は、CII標 準 を導入 しなかった訳 であ る。

請求支払EDIは 、初期の 目的 を達成 して平成12年(2000年)3月 に完了 し、CII標 準 によ り、

受発注 か ら決 済 までの シーム レスなEDIを 実現 で きる ことが実証 した。この経 緯 につ いて

は、第3部 を参照 されたい。これは、国際的 に見 て も大 きな成果で あ り、電子機 器業界 に続

いて小型 コ ンピュー タ業界(パ ソコンのハ ー ド/ソ フ トの流通)で も導 入が始 まってい る。

また、多 くの業界が以上述べ た成果 を踏 まえ、受発注 か ら決済 まで カバ ーする標 準 メ ッ

セージ を開発 してい る。
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1.6Cll標 準 の 海 外 展 開他

平 成9年(1997年)、JIS化 が 目前 に迫 ったCII標 準 を、国際EDIに 適用 で きるか どうか を

確認 す る実験 が 開始 された。

具体 的 には、鉄鋼業 界で鋼材輸 出 に係 わるEDIにCII標 準 を導入 してで実証 試験 を行 うと

ともに、電子機 器業界 で、CIIシ ンタックスル ール・ベ ースの国際EDI用 の標準 メ ッセージ

を試作 した。

この結 果、CII標 準 を国際EDIに 適用す るこ とが可能であ り、その評価が 高い こ とも確認

した。 この経 緯 につ いては、第2部 を参照 されたい。

こう して、CII標 準 はあ らゆるEDIに 適用可能 な20世 紀最大 の成 果 の一 つ にな ったが 、

実際 は、ここまで順調 に成長 したので はない。昭和63年(1988年)3月 のEIAJ標 準 開発以

来、様 々 な紆余 曲折 を経 て、今 日のCII標 準が成立 した。 その裏話 につ いて は、校 を改 め

て述べ る機会 を期待 す るこ ととして、その影 に、数 え切れ ない程の関係者 の努力 があ った

こ とを言 っておかな ければならない。その数 は余 りに多 く、既 に、関係 者全員 を把握 す る

の は困難 な状況 にな ってい る。それ らの協力 に対 し、 この紙面 を借 りて感 謝の意 を表 す。

CII標 準 の成長 に、常 に付 きまとった問題 の一つは、 国際標準UN/EDIFACTと の 関係 で

あ る。既存の標準 とも、常 に、摩擦 を伴 った。今E|、CII標 準 が製造業界 中心 に普及 してい

て、流通 業界 にほ とん ど普 及 していないの は、 この問題 が大 き く影響 してい る。

新技術 との関係 も微妙 である。現在、Web-EDIが 大流行 してい るが、CII標 準 とWeb-EDI

は、あ ま り相性 が良い とは言 えない。ただ、CII標 準はXML/EDIと は相性 が極 め て良い と

い うのは、一つの救 い である。米国標準 であ るX12やUN/EDIFACTがXML/EDIと 相性 が

悪 い とい うの に比べ て、CII標 準 は有利であ る。

CII標 準 と言 え ど も、完全 な ものでは ない。 しか し総合 的 に判 断 して も、今後10年 以上

にわたって使 える安定 した標準 として評価 で きるだろ う。CII標 準が 、我が 国の経 済効率 の

向上 に寄与す る ことを願 うものであ る。

CII標 準 の開発 は、 これで完 了である。今後 はメンテナ ンス ・フェーズ に移 る。CII標 準

の 開発 完了 と同時 に、産業情報化推 進セ ンターは業務 完了 し、CII標 準 のメ ンテナ ンスは、

新組織で ある電子商取 引推 進セ ンター(平 成12年(2000年)4月 に設置 され る)に 委 ね ら

れ る。今 後 とも確実 な メンテナ ンスが行 われて、CII標 準が末永 く使 われる ことを望 む。
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資料 一1『Cll標 準－BP識 別子(BPID)平 成12年3月 現 在 』

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

θ日本電子機械工業会EDI推 進センター(電 子機器業界)

石油化学工業協会(石 油化学業界)

㈲建設業振興基金 建設産業情報化推進センター(CI-NET)

働住宅産業情報サービス(HIISNET)

囲鋼材倶楽部(鉄 鋼業界)

θ 日本電機工業会(重 電業界)

電気事業連合会(電 力業界)

聞 日本電線工業会

食品業界企業間情報システム研究会(自 動販売機業界)

日本 ドゥ ・イット・ユアセルフ協会

物流EDI推 進機椿

聞 日本ガス協会

中小企業総合事業団

θ日本新聞協会広告委員会

物流EDI推 進委員会

闇 日本自動車工業会

通信資材EDI推 進部会

θ 日本広告業協会

小型 コンピュータ業界EDI取 引委員会

闇 日本アル ミニウム協会

石 油 連 盟

θ 日本航空宇宙工業会

θ電信電話工事協会

『EIAJ』

『JPCA』

『CINT』

『HIIS』

『JISI』

『JEMA』

『FEPC』

『JCMA』

『VMDI』

『JDIY』

『TRPT』

『JGAS』

『TIRA』

『NEWS』

『JTRN』

『JAMA』

『CPSD』

『WAVE』

『HWSW』

『JALF』

『PAJE』

『SJAC』

『TFCA』

BPIDは 、CIIシ ン タ ッ クス ル ー ル を用 い て標 準 化 を行 うた め、 業 界 標 準 メ ッセ ー ジ を 開発 し

て い る機 関 、 グル ー プ等 にユ ニ ー ク に付 与 す る記 号 で あ る。

CIIシ ン タ ック ス ルー ル に よ るEDIメ ッセ ー ジの メ ッセ ー ジ グル ー プ ・ヘ ッ ダー に セ ッ トして

使 用 す る。 メ ール ボ ックス の フ ァ イル 名 の 一 部 と して用 い る こ と もで きる 。
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資料一2

『Cllデ ー タ タ グ番 号 枠 の割 当(平 成12年3月31日 現 在)』 一 その1

タグ番 号 割 り 当 て 備 考

00000 リザーブ(使 用 禁止)

0000・1

～

00999

θ 日本電子機械工業 会

(EDIセ ンター)

01000 リザー ブ(使 用禁止

01001

～

01999

建 設業(CIネ ッ ト)

02000 リザー ブ(使 用禁止)

02001

～

02999

住宅産業ネット

03000 リザー ブ(使 用 禁止)

03001

～

03999

石油化学(総 合商社)

04000 リザーブ(使 用禁止)

04001

～

04999

建設業、住宅産業予備エリア 当面使用禁止

05000 リザーブ(使 用禁止)

05001

～

05999

電気4団 体共通使用域

06000 リザーブ(使 用禁止)

06001

～

06999

電気4団 体予備エリア 当面使用禁止

07000 リザーブ(使 用禁止)

07001

～

07999

㈱鋼材倶楽部

08000 リザ ーブ(使 用禁止)

08001

～

08999

θ鋼材倶楽部

09000 リザ ーブ(使 用禁止)

09001

～

09999

㈱鋼材倶楽部

一9一



『Cllデータタグ番号枠の割当(平 成12年3月31日 現在)』 一その2

タグ番 号 割 り 当 て 備 考

10000 リザ ーブ(使 用禁止)

10001

～

10999

自動販売機

11000 リザ ーブ(使 用禁止)

11001

～

11999

θ 日本 アル ミニウム協 会

12000 リザ ーブ(使 用禁止)

12001

～

12999

石油連盟

13000 リザーブ(使 用禁止)

13001

～

13999

リザーブ(使 用禁止) 製造関係予備

14000 リザーブ(使 用禁止)

14001

～

14999

リザーブ(使 用 禁止) 製造関係予備

15000 リザーブ(使 用 禁止)

15001

～

15999

θ 日本ガス協会

16000 リザ ーブ(使 用禁止)

16001

～

16999

リザ ーブ(使 用禁止) 製造関係予備

17000 リザ ーブ(使 用禁止)

17001

～

17999

リザーブ(使 用禁止) 製造関係予備

18000 リザーブ(使 用禁止)

18001

～

18999

㈱ 日本電子機械工業会

(EDIセ ンター)

19000

1

リザーブ(使 用禁止)

19001

～

19999

リザーブ(使 用 禁止) 製造関係予備
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『Cllデータタグ番号枠の割当(平 成12年3月3t日 現在)』 一 その3

タ グ番 号 割 り 当 て 備 考

20000 リザーブ(使 用 禁止)

20001

～

20999

リザーブ(使 用 禁止) 当面使用禁止

21000 リザーブ(使 用禁止)

21001

～

21999

中小企業総合事業団

22000 リザー ブ(使 用 禁止)

22001

～

22999

中小企業総合事業団

23000 リザーブ(使 用禁止)

23001

～

23999

中小企業総合事業団

24000 リザーブ(使 用 禁止)

24001

～

24999

リザ ーブ(使 用 禁止) 流通関係:当 面使用禁止

25000 リザ ーブ(使 用禁止)

25001

～

25999

日本 ドゥ ・イ ッ ト ・ユ アセ ル

フ協 会

26000 リザ ーブ(使 用 禁止)

26001

～

26999

リザーブ(使 用禁止) 流通関係:当 面使用禁止

27000 リザ ーブ(使 用禁止)

27001

～

27999

小型 コンピュー タ業界EDI取

引委員会

28000 リザ ーブ(使 用禁止)

28001

～

28999

小型 コンピュー タ業界EDI取

引委員会

29000 リザ ーブ(使 用禁止)

29001

～

29999

リザー ブ(使 用禁止) 流通関係:当 面使用禁止
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『Cllデータタ グ番 号枠の割当(平 成12年3月31日 現在)』 一 その4

タ グ番 号 割 り 当 て 備 考

30000 リザ ーブ(使 用 禁止)

30001

～

30999

物流EDI推 進委員会

31000 リザ ーブ(使 用 禁止)

31001

～

31999

物流EDI推 進機構

32000 リザ ーブ(使 用 禁止)

32001

～

32999

物流EDI推 進委員会

33000 リザーブ(使 用禁止)

33001

～

33999

リザーブ(使 用禁止) 物流関係:当 面使用禁止

34000 リザー ブ(使 用禁止)

34001

～

34999

リザー ブ(使 用禁止) 物流関係:当 面使用禁止

35000 リザ ーブ(使 用禁止)

35001

～

35999

リザ ーブ(使 用禁止) 当面使用禁止

36000 リザ ーブ(使 用禁止)

36001

～

36999

リザ ーブ(使 用禁止) 当面使用禁止

37000 リザ ーブ(使 用 禁止)

37001

～

37999

リザーブ(使 用 禁止) 当面使用禁止

38000 リザーブ(使 用 禁止)

38001

～

38999

リザ ーブ(使 用禁止) 当面使用禁止

39000 リザ ーブ(使 用禁止)

39001

～

39999

リザ ーブ(使 用禁止) 当面使用禁止
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『Cllデータタ グ番号枠 の割 当(平 成12年3月31日 現在)』 一 その5

タ グ番 号 割 り 当 て 備 考

40000 リザ ーブ(使 用禁止)

40001

～

40999

θ日本新聞協会広告委員会

41000 リザ ーブ(使 用禁止)

41001

～

41999

㈱日本広告業協会 1997.7.1登 録 承 認

42000 リザー ブ(使 用禁止)

42001

～

42999

リザー ブ(使 用禁止) サ ービス関係(予 定)

43000 リザーブ(使 用禁止)

43001

～

43999

リザーブ(使 用 禁止) サ ービス関係(予 定)

44000 リザーブ(使 用 禁止)

44001

～

44999

リザーブ(使 用 禁止) サ ービス関係(予 定)

45000 リザーブ(使 用 禁止)

45001

～

45999

通信資材推進部会 当面使用禁止

46000 リザ ーブ(使 用禁止)

46001

～

46999

リザーブ(使 用禁止) サー ビス関係(予 定)

47000 リザ ーブ(使 用禁止)

47001

～

47999

㈹電信電話工事協会

48000 リザー ブ(使 用禁止)

48001

～

48999

リザー ブ(使 用禁止) サー ビス関係(予 定)

49000 リザー ブ(使 用禁止)

49001

～

49999

リザーブ(使 用禁止) サービス関係(予 定)
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『Cllデータタグ番号枠 の割当(平 成12年3月31日 現在)』 一 その6

タ グ番 号 割 り 当 て 備 考

50000 リザ ーブ(使 用禁止)

50001

～

50999

㈹ 日本自動車工業会

51000 リザー ブ(使 用禁止)

51001

～

51999

θ 日本自動車工業会

52000 リザ ーブ(使 用禁止)

52001

～

52999

㈱ 日本自動車工業会

53000 リザ ーブ(使 用禁止)

53001

～

53999

㈲ 日本自動車工業会

54000 リザーブ(使 用 禁止)

54001

～

54999

㈱ 日本 自動車工業会

55000 リザーブ(使 用禁止)

55001

～

55999

θ日本 自動車工業会

56000 リザーブ(使 用禁止)

56001

～

56999

囲 日本自動車工業会

57000 リザ ーブ(使 用禁止)

57001

～

57999

θ 日本自動車工業会

58000 リザーブ(使 用 禁止)

58001

～

58999

リザーブ(使 用 禁止) 当面使用禁止

59000 リザーブ(使 用 禁止)

59001

～

59999

θ日本航空宇宙工業会
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『Cllデータタグ番号枠 の割当(平 成12年3月31日 現在)』 一 その7

タ グ番 号 割 り 当 て 備 考

60000 リザー ブ(使 用禁止)

60001
～ リザー ブ(使 用禁止) 当面使用禁止

60999

61000 リザー ブ(使 用禁止)

61001
～ 全業界共通項目 当面使用禁止

61183

61184
～ 設計画像EDI用 共通項目 シ ンタックスルール規格書参照

61199

61200
～ 全業界共通項目 当面使用禁止

61439

61440 CIIシ ン タ ッ ク ス ル ー ル上 の
～

65535 使用 禁止 デー タタグ
シ ンタックスルール規格書参照

65536

～ 全業界共通項目 当面使用禁止
65999

66000 リザー ブ(使 用禁止)

66001
～ リザー ブ(使 用禁止) 当面使用禁止

66999

67000 リザー ブ(使 用禁止)

67001
～ リザー ブ(使 用禁止) 当面使用禁止

67999

68000 リザー ブ(使 用禁止)

68001
～ リザー ブ(使 用禁止) 当面使用禁止

68999

69000 リザー ブ(使 用禁止)

69001
～ リザー ブ(使 用禁止) 当面使用禁止

69999

注)タ グ番 号65536以 後 は 、CIIシ ン タ ックス ル ー ル3.00対 応 。
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第2章 最 近 のEDI標 準化 動 向

現 在、国際的 に 「大手企業の95%がEDIを 導入 しているが、中小企業 の98%はEDIを 導入 し

てい ない。」 とい うことが言 われてい る。 この傾 向は、我が 国国内で も同 じであ り、 中小 企業

への普及 をいか に進め るか とい う点 で、各業界 ・各企業 とも苦慮 している。

2.1国 内 の 動 向

我が国で は、 こ こ数 年の景気後退の影響 を受 けて、産業界の情報化投資 が抑制 されEDI

化 の停 滞が見 られ たが 、 ようや く、合理化 を目的 としたEDI化 投資 が回復 して きた。 この

まま景気 回復 基調が続 けば、今後、各業界 と も、EDI導 入 が急速 に進 む もの と思 われ る。

(1)製 造業界

電子機器 業界のEDI(EIAJ標 準)普 及 は、さらに進 み、大手企業 では、EDI化 率100%

を目指 してい る。 中小企業 向けのWeb-EDIの 導入が盛 んにな り、この こ とが、一部で新

しい問題 を引 き起 こ してい る。

新 た に、アル ミ業界、石油(元 売 り)業 界及 び航空宇宙業界でEDI標 準化 が開始 され、

自動車業界 を除 く製造業界 のほ とんどが、EDI標 準化 を推進 している。

(2)流 通業界

新 た に、パ ソコ ン(ハ ー ド/ソ フ ト)流 通 に関わるEDI標 準(HWSW標 準)が 開発 さ

れ、実用普 及 を開始 した。

スーパ ー/チ ェー ンス トアを中心 とす る業界では、JEDICOS標 準が少 しつづ 普及 して

いる。 しか し、 この業界 の大半 は、 まだ、JCAフ ォーマ ッ トな どの古 い標準 を使 ってい

る。 尚、JEDICOS標 準 第2版 が 開発 され た。

ホームセ ンターで は、業界標準 を開発 した ものの普及 には至 っていない。現在 、急 速

に売 り上 げ を延ば している ドラ ッグ ・ス トアの業界 で もEDI標 準化 の動 きはあるが、具

体化 に至 っていない。

(3)物 流業界

倉庫 業務 な どを含 め た国内物流全般 にわた るEDI標 準の開発 を完了 し、普及 が積極 的

に推 進 されているが、普及速度 は遅い。 中小 業者が多 く、XML/EDIな どの安価 な方式 の

検討 が続 け られてい る。
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国際物流 について は、港湾や税関 な どでEDI化 が進 め られ ている。 しか し、物流業者

自身のEDI化 につ いて は、 まだ、 その基本方 向を検討 している段階であ る。

(4)サ ー ビス業

広告業界 でのEDI化 が進展 してい る。広告代理店 と新 聞社 、放送局 間のEDIで 、広告

依頼業務が対象 になってい る。新 聞広告 については、一部 で、広告 の中身の交換 も実施

されている。

(5)そ の他の業界

EDI化 は着実 に進 んでい るが、 目立 った動 きはない。

(6)国 際EDI

鉄 鋼業界 で は、CII標 準 に よる国際EDIを 構 築 した。具体 的 には、 日本一タイ国間 の

EDIで 、鋼材輸 出 に伴 う現 品デ ー タの交換 を行 っている。今後 、 アジア全体へ の拡大が

期待 されてい る。

(7)課 題

我が 国で は、EDIが 普 及 し始 めてか ら20年 弱 を経 過 した。既 に、普及率 について は世

界有数 の国 になっている。 しか し、国際 的評価 はあ ま り芳 しい ものでは ない。我が国の

状況 を記述 した英文の資 料が非常 に少 な く、我が国の実態が海外 に知 られ てい ないこ と

が、主 な理 由であ る。 このた め、国際標 準化 の分野 で、苦 戦 を強い られ る こ とが多 く

な っている。 また、標準化 の進 め方 につ いて も、見直す時期 に きた と考 え られる。

① 国 際 化

我が国 には以前 か ら、 国際化 とは国際標準 を使 うことだ、 とい う誤解 があ る。 この

結果、海外 か らは、 日本 は国際標準 にた だ乗 りす るだけで貢献 しない と、 よ く言 われ

る。 国際会議で は、我 が国は遅れてい るので提案 は見送 りとい うことが よくあ るが、

海外 の関係者が たまた ま日本 を訪問 した時 に、思 いの他EDI化 が進 んでい るの を見て、

び っ くりす るこ とが多い。 そ こで、 日本 は 自国の状況 を隠 して海外 か ら情報 をただ取

りして、EDI化 を進 めてい る と誤解 するのである。

こんな誤解 は、我が 国の状 況やEDI規 格 に関す る英文資料 を海外へ大量 に発信 すれ

ば、す ぐ解 ける ことであるが、 これが なか なか実行で きない。

本来国際化 とは、海外へ対 して情報 を公 開す る とともに海外 の情報 も取 り入 れ、相

互理解 を深め、 自国 も含 めたすべ ての国 のアイデ ンテ ィテ ィを認め るこ とである。 し

か し我が 国で は、米国か欧州 の規格 に合 わす ことが 国際化 だ と思 っている。 もっと も、
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これ は建前 で、多 くの企業 は、 やむを得 ない場合 を除いて、米 国や欧州 の規格 は使 わ

ない。 この ような、建前 と本音 の使い分 けは早 く止 めない と、国際標準化 の場 では、

益 々、苦 しい立場 に追 い込 まれる。使 いた くない規格(あ るいは使 えない規格)に つ

いて は、 どうどうと断れば よい。 もちろん、国際的妥協 は必 要であるが、最 初か ら一

方的 に欧米 に合 わせ る(従 う)と い う方針で は、何 をや って も国際的評価 は高 まらな

い 。

国際標準化 の場 で、 アジアの リー ダーシ ップをとろう とす るのであれば、早 く我が

国独 自の方針 を固め、国際の場 で主張す る必要があ る。

② 標 準 化

古 くはJCA標 準、全銀協標準 、そ して最近のCII標 準 やJEDICOS標 準 など、国際 的

に見 て も決 して見劣 りしないEDI標 準 を開発 し、そ して、 これ また国際的見劣 りしな

い普及 を実現 し、 業務 の効率化 を達成 して きた。 これ らは、標 準化推 進者達の汗 と努

力の結 晶である。

初期 の多 くの標準化推進者 は、新 しい仕事への転 身や仕事その ものの引退 な どで、

代 替 わ りが進 んで い る。そ して、規格書のみが継承 され理念が欠落す る ようにな って

きたが 、本来、規格書 の確実 なメ ンテナ ンス によ り標準 をさらに磨 き上 げる ことで、

広 く普及す る ものであ る。標準化 の推進 はボ ランテ ィア ・ベースで進 め るのが普通で 、

高い理念が なければ メンテナ ンスの継続 な どで きる もので はない。その ため、最近、

標 準化 の歪 みが 目立 つ ようになって きた。

一つ の標準化 に含 まれ る情報 は膨大であ る
。それ をこ とこ とぐ文書化す るの は、不

可能 に近 い。強引 に文 章化 した として も、今度は、その膨大 な文書 を読 んで くれ ない

であ ろ う。 これか ら、標準化 の内容 をどの ように して正 しく継承 してい くのか、最大

の課題で ある。標準化 の内容が正 し く継承 され ない と、次 の ようなこ とが起 きる。

EDIの 高度化 のため に、絶 え間ない新技術の導入 は不可 欠である。Web-EDIの 導入

も、中小企業対 策の一つ として、歓迎すべ き ものであ る。 しか し、Web-EDIの ような

新技 術 には標準 は存 在 しない。 したが って、自由なEDIを 構築 して よい とい う理屈が

まか り通 り、 プラ イベー トEDI構 築の競争 が発生す るとい うこ とになると、新技術 を

排 除 した くなる。 コンピュー タ ・ベ ンダーな どは、 プ ライベー トEDI構 築 を煽 ってい

る。

インターネ ッ トの大成功が標準化(法 律 で はな く自主規制)の 徹 底だ ったこ とを思
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い起 こせ ば、自主規制 を無視 した暴走が悪 い結果 を もた らす こ とは明 白であ る。 この

事実 を受 け止 め、標準化の原 点 に立 ち返 った活動の活発化が望 まれる。

表2-1CII標 準 の普及状況(平 成12年3月 現在)

西 暦

(和暦)

1993年

(5年)

1994年

(6年)

1995年

(7年)

1996年

(8年)

1997年

(9年)

1998年

(10年)

1999年

(11年)
備考

電 子 機 器

石 油 化 学

鉄 鋼

ア ル ミ 業 界

建 設

住 宅 産 業

電 力

ガ ス

電 線

電 機 機 器

総 合 商 社

自 動 車

石 油

航 空 機 部 品

電 話 工 事

新 聞 広 告

一 般 広 告

繊 維

パ ソ コ ン販 売

そ の 他 流 通

物 流

そ の 他 業 際

注2

注2

.一 ー ー ー ー 一

一 一

一 ■ 一.… 卓

注1)一 … ・・一一検 討 中(検 討)、

注2)1992年 ま で はEIAJ標 準

トラ イ ア ル 、
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2.2海 外 の 動 向

2.2.1米 国

(1)政 府 調 達

米 国 政 府 は 、1995年 に米 国 の 民 間EDI標 準 が 、事 実 上ANSIX12ベ ー ス に な る こ とが

明確 化 す る と、X12ベ ー ス 政府 調 達EDIを 着 々 と開発 し、2000年3月 現 在 、ほ ぼ完 成 の域

に達 して い る 。 この仕 様 は 、Webで 公 開 され て い るの で 、 だ れ で も見 る こ とが で きる 。

しか し、 同 じ政府 調 達 で も、 国 防省 の調 達 手 続 仕様 は、公 開 され て い ない 。

米 国 政 府 のEDI調 達 で は 、 調 達 内容 の公 開 と納 入 希 望 者 の 募 集 は イ ン タ ー ネ ッ ト と

Webサ ー バ ー で行 い 、納 入 者 決 定後 の発 注 か ら決 済 まで は 、従 来 のVANを 使 うの が特 徴

で あ る。

2000年3月 現 在 で 、 どの 程 度 の実 用 稼働 に入 ってい る の か は、 不 明 で あ る 。

〔米 国政 府 関係 のURL〕

米 国連 邦 政 府 のEDIhttp://www.antd.nist.gov/fededi/

米 国 国 防 総省 のEDIhttp://www.antd.nist.gov/fededi/DoD/edi-main.html

米 国 医療 保 険 のEDIhttp://www.hcfa.gov/medicare/edi/edi.htm

〔XML/EDI関 係 のURL〕

欧州CENhttp://forum.afnor.fr/afnor/WORK/AFNOR/GPN2/XMLEDI/PUBLIC/

XML/EDIグ ル ー プhttp://www.geocities.com/WallStreet/Floor/5815/

ebXMLイ ニ シ アチ ブhttp://www.ebxml.org/

マ イ クロ ソ フ トBizTalk

http://www.asia.microsoft.com/japan/partners/industry/biztalk/default.htm

注)2000年3月 現 在

(2)民 間 の動 き

民 間業 界 のEDI化 は 着 実 に進 ん で い る と思 われ るが 、特 に大 き な話 題 は な い 。

医療 業 界 で は 、 医 療 機 関 が 保 険料 金 の 請 求 を行 う と きは 、2002年 以 後 は、ANSIXI2

(医 療 業 界 サ ブセ ッ ト)を 使 わ な い と、 罰 金 を とる こ とが 決 定 され た。

米 国 で も、 中小 企 業 へ のEDI導 入 は悩 み の種 にな っ てお り、 は か ば か し く進 ん で い な

い。 これ を打 開 す る もの と して 、Web-EDIやXML/EDIが 注 目 され て い る 。 しか し、我

が 国 で騒 が れ て い る程 、Web-EDIが 普 及 して い るわ け で は な い。 ほ とん どの 企 業 は 、 イ
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ン ター ネ ッ トで は な くVANを 使 用 した固 定 フ ォー マ ッ トやANSIX12な どの、 伝 統 的 な

EDIを 運 用 して い る。

2.2.2欧 州

欧州 では、1992年 の市場統 合 と同期 して、UN/EDIFACTの 普及啓蒙 が活発 に行 われ た

が、EDIの 普及 はそれほ ど進 んでいない。業界 別 に見 る と、製造業の電子機器業界 な ど

では千社程 度(欧 州全体)で あ る。流通業 は もっと普及 しているが、想像 されるほ ど多

くは ない。

EDIの 普及が進 まない主要 な原 因は、中小企 業 に普及 しないか らである。UN/EDIFA-

CTは 複雑 な体 系で、その ままでは中小企 業 に普及 させ ることがで きない とい うことが、

1995年 頃か ら認 識 され るようにな り、「シ ンプルEDI」 や 「ライ トEDI」 な ど、単純化 さ

れたEDIの 研 究が盛 んに行 われ た。

しか し、それ らの研 究 は、大 きな成果 を得 ることな く完了 し、現在 は、XML/EDIの 検

討 に重点が置 かれている。
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2.3EDI標 準 の動 向

標準化 は、EDIシ ステムのあ るゆる面 にわた り、 コス トを引 き下 げる効果 があるので、

昔 か ら、 中小企業対策 の決 め手 とされて きた。但 し、実際 の従来 の標準化 は 中小企 業対 策

として行 われて きたのでは な く、相 互運用性確保 による大手企 業の利 便性 の追求 を目的 と

して、実施 されて きた。その ため、標準EDIシ ステム体系 の複雑化 をまね き、 中小企 業で

は導入で きない とい う問題 が発 生 した。

この状況 を打 開す るため に、 イ ンターネ ット系 の新技術 の導入が盛 んに行 われ た。 その

代表例 は、HTMLを 用い たWeb-EDIで あ る。 しか し、新 たな問題 の存在 が明 らか にな り、

その解決 策 と してXMLの 導入が検 討 されている。

この ように、新技術 の導 入が盛 ん にになるにつれ、UN/EDIFACT及 びANSIXI2な どの

既存 の体 系 は、 トラデ ィシ ョナルEDIと して捕 らえられる ようにな り、次 第に過去 の もの

にな りつつ ある。CII標 準 も同様 に トラデ ィシ ョナルなEDIで はあるが 、UN/EDIFACT及

びANSIX12と は異 なる方向 に向か っている。

2.3」 標 準EDI技 術

(1)EDI標 準 のJIS化

EDI標 準 を安 定 化 させ 、 さ ら な る普 及 を図 る ため 、1996年 以 来作 業 が 行 わ れ て い た

JIS化 の 第1段 階が 、1999年3月 末 に完 了 した。JIS化 され たの は、

●EDIFACTシ ン タ ッ クス ル ー ル(ISO9735-V4)… … …JIS-X7011

●CIIシ ン タ ッ クス ル ー ルV3 .00JIS-X7012

の二つ の シンタックスルールである。1999年4月20日 に制定 された。

2000年 には、第2段 階 として、上記 シンタックスルールのセ キュ リテ ィ機能 のJIS化

が予定 されている。

(2)新 技術 の問題点

イ ンター ネッ ト系 の新技術 であるWeb-EDIは 、ロー コス トで中小 企業 にEDIを 普及

で きる画期 的 ツール と して期待 されたが、実際 に導入 してみ る と、様 々な問題が ある

こ とが 明確 になった。 ここで は、その問題点 について述べ る。 また、問題点 の一部 を

解決 で きる として期 待 されてい るXML/EDIは 、後述す る。
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① 画面 フォーマ ッ ト

典型的 なWeb-EDIの 形態 は、サーバー に置 かれたデー タベース(ホ ームペ ージと

同 じ)を 、 クライア ン トの ブラウザ を使 用 して、 インターネ ッ ト経由で アクセスす

る形態である。サーバーは大手企 業で クライアン トは中小企 業 とい うケースが多 く、

サ ーバー側 は 自動処理 で、 クライアン ト側 は手動操作 である。そ して、通常 、画面

(伝票)を 用 いる。

そ こで、画面(伝 票)の 標準化が必要 であるが、元 々、伝票 の標準化 は困難 とい

う見地 か ら、今 日のEDIフ ォーマ ッ ト(例 えば、CII標 準 な ど)が 発達 して きた ぐら

いであ るか ら、画面 の標 準化 は困難で あ る。それ で、現状 のWeb-EDIで は、画面

フ ォーマ ッ トや操作 手順 な どが、サ ーバ ー毎 に、す なわち大手企業毎 に まちまちで

ある。複 数の大手取引先があ る中小企業で は、安価 にWeb-EDIを 導入で きた ものの、

今度 は取 引先 ご とに異 なるオペ レー シ ョンで苦 しむ結果 になってい る。

残念 なが ら、HTMLベ ースのWeb-EDIで は、この問題 の解 決は不可能であ る。そ

こで、XML/EDIが 注 目されてい る。

② セキュ リテ ィ

従来 のEDIで は、ネ ッ トワーク として専用線やVANを 用 いて きたため、特 に技術

的 なセキュ リテ ィ対策 を施 す ような ことはなか った。 しか し、 インター ネ ッ トを用

い るEDIで は、技術 的セ キュ リテ ィ対策が欠 かせ ない とされている。 しか し、現状

のWeb-EDIに は、高度 な技術 的セキュ リテ ィ対 策は、施 されてい ない。 もっ とも、

大 きな事故 の報告が ない こと、1メ ッセージ(1伝 票)当 た りの平均金額 が5万 円程

度 とい うこ ともあ り、高度 な技術的 セキュ リテ ィ対策 を取 り入 れ ようとい う機運 に

はなってい ない。

EDIユ ーザ ーに とっては、最近 の技 術 的セキュ リテ ィ対策 が高度 で難iしく、理解

困難 とい う状況 がある他 、EDIの 具体的 リスクが不 明確 とい う問題 もある。一 方、

有識者やベ ンダーが推奨す る技術 的セ キュ リテ ィ対策 は、具体的 な コス トや運用方

法が不 明確で効果 も分か りに くい とい う状況が ある。 これで は、決 して安価 とは言

えないセキ ュ リティ ・シス テムを導入す るのには、無理があ る。

EDIの セキ ュ リテ ィ対策 について は、 まだ まだ、分析が不十分 である。
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2.3.2業 務標 準

(1)ビ ジネスモ デル

従来、 ビジネスモデルの標準化 は意識 され ることな く検 討 され、標準 メ ッセ ージが

開発 されて きた。最近 、標準 メ ッセージの開発 に先行 して、 ビジネスモデ ルを もっ と

詳細 に分析 し、精緻 に標準化 しようとい う機運が盛 り上が って きてい る。

ここでの課題 は、 ビジネスモ デルの表現 の仕方で、 オブジェ ク ト指向で用 い られ る

UMLで 記述 しよ うとい う運動が活発化 している。但 し、UMLで は、動 的振 る舞 いの

記述 で難点があ るこ と、記述方法が理解 しに くいこ とな どの問題 があ り、実際の標準

EDIの 規格 書 に使 われた例 は、 まだない。

また、 ビジネスモデルは、業種 ・業態 によって大 幅 に異 な り、全業界 レベ ルで標準

化す るこ とや特定業界 内であ って も一種類 に限定 す るこ とは、不可能であ る。 そ こで、

複数 の ビジネスモデル を標準 として国際登録する方向で、検討が始 まってい る。 これ

は、ある国あるいは業 界で開発 された ビジネスモデ ルを国際登録す るこ とで公 開 し、

適用可能 な場面 で再利 用 を図 る ものである。

登録方法 や登録 内容、 そ して登録機 関や手数料 な ど、具体 的な内容の検 討 は まだ先

の ことであ り、ISO(JTC1-SC32-WG1)な どで基本方針 の検討が行われてい る。

(2)デ ー タエ レメ ン ト(メ タデー タ)の 国際標準化

EDI標 準化の重要 要素 は、 データエ レメ ン トの標準化 で ある。 この デー タエ レメ ン

トの意味、属性 そ してデー タ型の定義 をメタデー タとい う。 この メタデー タを国際 的

に標準化 しようとい う機 運が、急速 に盛 り上が って きてい る。従来の データエ レメ ン

ト標準化 とメ タデー タ標 準化 との違 いは、以下 となる。す なわち、前者 はデー タエ レ

メ ン トの具体 的な値(標 準 コー ドセ ッ ト)も 含めて標準化す るのに対 し、後者 は、具

体 的な値 は棚上 げ して、 デー タエ レメン トの意味解釈 のみ標準化 する点 にある。

何故 、メ タデ ー タの標準化 なのか と言えば、

・ デー タ(デ ー タベ ース)の 共有のため には、デー タエ レメン トの標準 化が必 要

であ る。

・ しか し、標準 コー ドセ ッ トに こだわってい る と、 デー タエ レメ ン トの標準化 が

遅 々 として進 まない。

とい うこ とになる。

メ タデー タの標 準化 は、XML/EDIを 効果 的に使 用す るための必須条件 に もな って い
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るので、かってない程 の熱気 をおびて きている。

現 在、ISO(JTCI-SC32-WG2,TC154-WG1)、 米 国政府 、国際 的業界 団体 な どで、

具体 的な検討が続いてい る(国 際登録制が有力 になってい る)。 特 に、米 国政府 では、

具体 的な リス ト開発 が盛 んに行 われ ている。

我が 国で は、メ タデー タの標準 化 はCII標 準 開発の必須 項 目 とい うこ ともあ り、様 々

な業界で以前 か ら活発 な開発 が続いてお り、すで に、CII標 準 用の メ タデー タだ けで、

約1万 種類 開発 されている。 ただ し、 ご く一部 しか英訳 されてい ないため、 国際 的 に

はあ ま り知 られていない。

一方
、標準 コー ドセ ッ トの標準化 も、遅 々 とは しているが、進 み始 めている。代表

例 は企業 コー ド(ダ ンズナ ンバー、EANロ ケーシ ョンコー ド、CII標 準企業 コー ド等)、

商品 コー ド(EAN-UCC商 品 コー ド(日 本 ではJANコ ー ド)な ど)、通貨 コー ド(SWIFT

通 貨 コー ド)な どで、いず れ も、標 準EDI用 であ る。 しか し、 メ タデー タの 開発 に比

べ れば、ず っ と遅れて いる。

2.3.3XML/EDl

(1)概 要

XML/EDIは 、HTMLの 延 長 上 で 開発 され たXMLを 、EDIへ 活 用 す る シス テ ムの 総

称 で あ る。XMLは 、W3Cで 開発 され て い る テ キ ス トデ ー タ を対 象 と した標 準 フ ォー

マ ッ トの シ ンタ ックス ル ー ル と して 、認 識 す る こ とが 可 能 で あ る。

EDIの ビジ ネス プ ロ トコル に は、 標 準 メ ッセ ー ジ、 デ ー タエ レ メ ン ト、 シ ン タ ック

ス ル ー ル な どが 必 要 で あ る が 、XML/EDIで は 、 シ ン タ ックス ル ー ル と してXMLを 用

い る。 標 準 メ ッセ ー ジや デ ー タエ レメ ン トに何 を用 い るか は、 正 確 に言 えば 、 まだ決

まっ て い ない 。

これ を決 め る た め の 国 際 フ.ロジ ェ ク トと して 、国 際 コ ン ソ ー シ ア ム 「ebXMLイ ニ シ

ア チ ブ」 が 結成 され 、1999年 の11月 に第1回 会 合 が 開 か れ た 。今 後 、18カ 月以 内 に実

用 標 準 を 開発 す る 目標 に な っ て い る。

XML/EDIは 、既 存 のEDI標 準(UN/EDIFACTやX12)が 抱 え て い る問 題 点 を解 決

す る新 技 術 と して 、 注 目 され て い る。

(2)XML/EDIの 特 徴

XML/EDIの 利 点 は、 以 下 の よ う に言 わ れ て い る。
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①Web-EDIと の相性

現 状 のWeb-EDIは 、HTMLベ ースで構築 されて いる。XMLは 、HTMLの 延長上

にあ るので、本質 的に、Web-EDIと 相性が良い。 そ こで、現在 のWeb-EDIの 欠点 で

あ るフ ォーマ ッ ト不統一の問題 を解 決で きる。

既存 のEDI標 準 をWeb-EDIに 適用 して、フォーマ ッ ト不統一 の問題 を解 決す る方

法の実現 も不可能 ではないが、高価 になる うえにXMLの ようなスマー トさに欠 ける

結果 になる。現 状で は、XML/EDIがWeb-EDIの 問題 を解決 す る唯一 の方法 と評価

で きる。

② 構築費、運用 費が安価

XMLは 、EDI専 用 の規格 ではな く、汎用のテキス トデー タ標 準 フ ォーマ ッ トとし

て開発 された。 そのため、用途 が広 く、 関係 ツールは、EDI専 用 ツールに比べ れば、

遥 かに多 くの製品が供給 され る可能性が大 きい。 また、販 売量 も期待 で きる。 その

結果 、XML/EDI構 築で も、安価 な ツールが使用 で きる可能性 が大 きい。結果 として、

構築 を安価 にで きる可能性 が大 きい ことになる。

さらに、ネ ッ トワー クと して インターネ ッ トを使 うことが常 識化 してお り、運用

費(特 に通信費)も 安価 にで きる可 能性が大 きい。

③ 規格 の単純性

UN/EDIFACTの シンタ ックスルールであるEDIFACT(ISO9735)の 規格 は、既 に

複雑化 してお り、一部の専 門家以外 は、その取 り扱い に苦労す る状況 になってい る。

これ に対 して、現在 のXMLの 規格 は、単純その ものであ る。 したが って、情報処

理 の経験 が多少 あれば、誰で も理解 で きる規格 になっている。特 に、中小企業 に対

して普 及 を図 る時 は、 これ は大 きなメリッ トになる。

(3)XML/EDI実 装規格 の標準化

XMLは 交換 テキス トデ ータの物理形状 を決めてい るだけで、その意味付 け な どにつ

いて は一切 規 定 されて い ない ので、XMLの 規格 だ けではEDIを 組 み立 て られない。

XMLは シ ンタックスルー ルに相 当 し、標準 メ ッセ ージや データエ レメ ン トは、別途 、

決め なければ な らない。言 わば、XML/EDI実 装の標準化 である。前 述2)の 特徴 を生

かす も殺 す も、実装標準 の決 め方次第であ る。

① 基本 条件

XML/EDIの 相 互運用性 を確保 するために、
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(a)ビ ジネスモデル(あ るい はビジネス プロセス)の 標準化

(b)メ ッセー ジの標準化

(c)メ タデー タの標準化

が必 要 とされている。(a)～(c)は相互 に関連 してお り、特 に、(a)と(b)の関連性が高 い。

(a)と(c)の標準化検討 は、XML/EDIと は異 なる分野 の組織 で も、行 われている。

② 既存EDIと の整合性

これ まで行 われ た多 くのXML/EDI検 討 で は、例 外 な く、既存EDIと の整合性 が

重視 された。米 国系の組織(コ マース ネ ッ トな ど)で は、ANSIXI2と の整合性 を重

視 し、欧州系 の組織(CENのISSSな ど)で はUN/EDIFACTと の整合性が重視 され

た。両者 に共通 してい たの は、既存標準 の標準 メ ッセ ージや データエ レメ ン トをそ

の ままXML/EDIに 適用 しよ うとい う ものであ る。 これが実現す れば、既存 の財産

を最大 限 に生 かす こ とが で き、既存 標準 との並行運 用 や既存標 準 か らの移行 が ス

ムーズに進 む。

残念 なが ら、 これ まで の検討 では、最適解が得 られ ていない。既存標準 を重視す

る と、汎用の ブ ラウザ を使用 した時 に問題が発生す る。専用 のブ ラウザを開発す れ

ば解決す るが 、 これで は、 汎用 の ツール を用 いて安価 な構築 とい う基本方針 か ら外

れて しまう。

我が 国で も、CII標準 の財 産 をすべて生かすCIIベ ースXML/EDIの 開発 を行 ってい

る。CIIシ ンタ ックスル ールは、元々、XMLに 類似 してお り、標 準 メ ッセ ージはメ

タデー タ(正 確 には、 スペ シ プィ ック ・デー タエ レメ ン ト)で 構成 されている。 こ

のため、CII標 準 とXML/EDIは 相性が よ く、比較的簡単 に、既存 の財産(標 準 メ ッ

セー ジとデー タエ レメ ン ト)を生 かすXML/EDIが 開発 された。試験 的ではあ るが、既

に実用 システムが構築 されてい る。産業情報化推進 セ ンターで は、現在 、大量 デー

タ交換用 にCII標 準 を使 用 し、少量 デー タ交換(主 に、中小企業 向け)用 にXML/EDI

を使用 する、CII標 準 、XML/EDI共 通運用方式 の検討 を行 っている。

③ 国際標準検討 組織 の設立

前述の ように、欧米 の検 討 では最適解が得 られてい ないので、放 ってお けば、独

自の工夫 を施 したロー カル規格 のXML/EDIが 蔓延す る恐 れが出て きた。これ を防 ぐ

ため に、UN/CEFACTとOASIS(米 国 の組織)が 世話 役 にな り、XML/EDIの 国際

標準化 コ ンソシー アムであ るebXMLイ ニ シアチブを設立 した。

一28一



1999年11月 に、世界 の主要 な標準化 団体、コンピュー タベ ンダー、そ してユ ーザー

企業 が集 まって、第1回 会 合 を開催 した。我が 国か らは、㊥ 日本情報 処理 開発協 会

(JIPDEC)が 参加 してい る。

今後 、18カ 月以 内に標準 を開発す ることにな り、2カ 月 に1回 のペ ースで、国際会

議が行 われる。我 が国 も、積極 的 に参加す る予定であ る。

(4)今 後 の動 向 と課題

XML/EDIの 主要 な課題 は、 メタデータ ・ベ ースのXML/EDIと ジェネ リック ・デ ー

タエ レメ ン ト ・ベ ースのANSIX12、UN/EDIFACTと の互換性 を どの ようにす るかで

ある。

す で に米国 は、ANSIX12と の互換性維持 は簡単 に対 応で きる部分 だけ とし、基本 的

に は新 た にXML/EDI用 の新規 格 を作 る方針 に傾 いて い る。一方 、欧州 勢 は、UN/

EDIFACTと の互換性 維持 を最大 限重視す るグループ とXML/EDI用 の新規 格 を作 る グ

ループ に分かれてい る。欧州勢が、UN/EDIFACTと の互換性 にあ ま りにこだわ る と、

ebXMLイ ニ シアチ ブ ・プロジェク トは崩壊す る可能性が ある。

一方 我が 国 は
、CII標 準 とXML/EDIの 互換性が既 に解決 してい るので、CIIベ ー ス

XML/EDIを 国際標 準 に入 れ込 むことが最大 の 目標 になる。CIIベ ースXML/EDIが 国際

標準 の一角 を占め た場合、 自動的 に、CII標 準 も実質 的な国際標準 になるか らであ る。

以上 の よ うに、 日、米、欧それぞれ異 なる思惑が ある。最終 的 に妥協 を し、国際標

準 を確立 す る必要があ るが、着陸点 は、 まだ見 えていない。
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第1章 背 景 と 目 的

1.1EDI標 準化 と普 及 の歴 史

EDI(ElectronicDataInterchange:電 子 デー タ交換)の 原 型 は、早 くも1970年 代 か ら見 ら

れ る。 この時代 には、 固定 フ ォーマ ッ トによる企業間デー タ交換が行 われてお り、 フォー

マ ッ トの標準化 も試み られている。

1980年 代 に入 る と、企業間 デー タ交換の普及が進み、EDIの 基本形が確立す る とともに

EDI方 式 とも言われ る標準 が開発 された。EDI方 式は、それ以前 の固定 フ ォーマ ッ トに対

して可変 フ ォーマ ッ トを導入 し、標準 フ ォーマ ッ トの記述方法 を、 レコー ド ・レイア ウ ト

の記述か らシ ンタ ックスルール と標準 メ ッセージの記述 に一新 した。

EDI方 式 の成果 として最初 に発表 されたのがANSIX12(1983年:米 国標準)で あ り、次

いでUN/EDIFACT(1988年:ISO標 準)で ある。そ して、1991年 にCII標 準 が発 表 され、

1999年 にJIS標 準 になってい る。

これ らの標準確立 とと もに、EDIは 順 調 に普 及 し、特 に、北米 及び 日本 での普及 が顕著

に なっている。例 えば、北米 では6万 社以上がEDIを 導 入 してお り、その5割 はX12を 用 い

てい る とい う。我が 国では、5万 社以上がEDIを 導入 してお り、 その1割 はCII標 準 を用 い

ている と考え られ る。

我 が国のEDIの 内容 を見 る と、ほ とん どが受発注デー タの交換 であ り、納 品/物 流関係

のデー タ交換 、決済関係 のデ ータ交換は非常 に少 ない。 また、事実上 、国内デー タ交換 で

あ り、国際デー タ交換(EDIの パ ー トナーが海外 のケース)は 皆 無 に近い状態 であ る。 そ

の最大 の理 由は業務 上のニーズが少 ない とい うことであ る。

国際EDIは 、地域 に もよるが、通信 回線 を始 め としてEDIフ ォーマ ッ ト、商慣行 そ して

言葉 の違 いな ど、解 決すべ き問題が多数あ り、一般的 に初期構築費が 国内 に比べ て大幅 に

高価 になる。加 えて、 ランニ ングコス ト(主 に通信回線費)も 非常 に高い。 さらに、パ ー

トナー との物理 的な距 離が遠い ため、 トラブル発生時の後始末 も大変であ る。一 方で、得

られるメ リッ トは国内EDIと ほ とん ど同一 と考 え られる。 したが って、 コス ト効 果が極め

て悪 くな り、 これ まで実験 的 に構築 され た国際EDIは あ ったが、本格的 な普及 には至 って

い ない。

欧州地域で は、国 と国が 陸地で隣接 してお り、我が国 とは大幅 に異 なる状況が あ る。国
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境 を越 える国際EDIは 特 にめず ら しくな く、一般 的であ る。例 えば、 フランス と ドイツ間

の国際EDIは 、我が 国の九 州 と本州間のEDIに しか相 当 しない。北米 の米 国 とカナ ダ間で

も同様 なこ とが言 える。
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1.2国 内EDIか ら地域EDIへ

前述 の ように、北米 や欧州で は国際EDIは 一般的であ る。それ らは国内EDIと 区別 な く処

理 されて お り、この延長上で、国際EDIの 国内EDI包 含 説が提 唱 された。ただ し、北 米や欧

州で は、やや様 相が 異 なる。それは、X12とUN/EDIFACTの 違 いか ら見 て もあ きらかで あ

る。X12の シ ンタ ックスルールであるX12.6規 格 では英文字以外 の使用 を一切禁止 している

が、UN/EDIFACTの シ ンタ ックスルールであ るEDIFACT(バ ー ジ ョン3)で は、英文 字以

外 にフランス文字、 ドイツ文字、ロシア文字 な ど、欧州各 国の文字 の使 用 を許容 してい る。

同 じ国際EDIで も、北米 と欧州 間のEDIは ず っ と規模が小 さ くなる。 この こ とか ら以下

の ような結論が導 かれ る。地域EDIは 国内EDIに 類似 して いるため、国内EDIの 拡 張 に よ

る普及が容 易 だが 、本 格的 な国際EDI(国 及 び地 域 を越 えるEDI)は 、国内EDIと の類似

性 が よ り小 さ くな り、単純 な国内EDIの 延長で は普及 しない。

UN/EDIFACTは 、当初、全地球規模の国際標準EDIの 規格 とい う位置づ けで開発 された。

実際の開発 は、欧州 地域内の地域EDIだ ったのだが、 この頃(1990年 頃)は 、地域EDIと

全地球規模の国際EDIと の違いが、あ まり明確 で はなかったか らである。UN/EDIFACTの

開発が核心 に入 る と、 この違 いが、米 国 と欧州間の溝 となって現 れて きた。米 国 は北米 の

地域EDIを ベ ース にUN/EDIFACT開 発 に取 り組 んだため、時 に、欧州 の提案 をひ っ くり

返 す よ う な場 面 もあ っ た。 こ れ に対 す る欧 州 勢 の巻 き返 し、 そ して 妥 協 の 結 果 、

UN/EDIFACTは 、 中途半端 で複雑 な規格へ変身 していった。

米国で は、1994年 に、X12か らUN/EDIFACTへ の移行 に関する業界投 票が実施 されたが、

否決 され た。1995年 には、米 国防省 がX12とUN/EDIFACTの 機 能比較 を実施 した。 これ

は、史上初 めての定量 的比較調査 であったが、その結果、X12とUN/EDIFACTの 類似度 は、

約30%と され た。 そ して、似て非 なる規格 と結論 された。その後今 日に至 る まで、米 国で

は官民 と もに、EDIの 標準 化 は、X12ベ ースで進め られて きた。 ただ し適用範 囲 は、原則

として北米地域 である。

以上の事実 は、全 地球規模のEDI標 準化 の前 に、地域EDIの 標準化 を進め るのが現 実的

であ るこ とを示 してい る。UN/EDIFACTは 、欧州地域 のEDI標 準化促進 には寄与 したが 、

全地球規模 のEDI標 準 化 には力不足 であ った。国内EDIか ら一挙 に全地球規模 のEDI標 準 化

へ進 むの には、無 理があ った とい うべ きであろ う。現段 階では、 国内EDIか ら地域EDIへ

拡 張す る時期 と考 える必要がある。
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1.3地 域EDIの 可能 生

既 に、北米地域そ して欧州地域で は、地域EDIが 広範 に普及 している。 しか し、アジア

地域EDIと い うのは、 ほ とんど普及 していない。

EDIは ビジネスの ツールであ り、これが普及す る前提 と して、取引が活発で なければな ら

ない。近年、アジア地域 の取 引は活発化 してお り、例 えば、わが国の貿易額 を地域別 に集計

す るとアジアが1位 である。すなわち、EDI普 及の前提 となる取引は、既 に活発化 している。

アジア地域EDIの 潜在 ニーズは十分 ある と結論で きる。いず れ、アジア地域EDIは 活発 に構

築 され るだろ う。その時、EDI標 準 と して何 が使用 され るのであろ うか。UN/EDIFACTだ と

す る専 門家が多 い。しか し前 述 したように、UN/EDIFACTは 実質的に欧州地域EDIの 規格で

ある。す んな りと、アジア地域EDIへ 適用 で きる とは思われ ない。複雑 で構 築費が高 い とい

う問題 もあ る。X12も 北米地域のEDI標 準であ り、アジア地域EDIへ の適用 には難点がある。

CII標 準 は どうで あろ うか。CII標 準 は 日本国内規格であ り、国際EDIへ の適用例 は ほ と

ん どない。 しか し、 アジア地域 には 日系企業が多 く、取 引 も日本 の影響 を強 く受けてい る。

したが って、CII標準 は相対 的に他 の標準 よ りもアジア地域EDIへ の適合性 が大 きい可能性

がある。 もちろん、現行の 国内 向けCII標 準 をその まま適用す るの は、問題外 であ る。多

少の改造が必要 となろ う。

それでは、何 をどの ように改造す る必 要があるのか と言 えば、未 だ不 明確であ る。JIS化

されたCIIシ ンタックスルール3.00は 、国際EDIへ 対応で きるよ うに拡張 されている。CII

シンタックスルールだけは、 アジア地域EDIに 対応で きるが、業界 ご とに開発 されている

標準 メ ッセージは、 そのままで は対応 で きない と考 えた方が よい。 それ で も、 まった く使

い もの にならないのではな く、多少 の改造 で使 える と考 え られ る。何 を どの ように改造 す

る必 要があるのかは、実行 して みなければ分 か らない とい うのが、現実 だ ろう。

もし、僅 かの改造 でCII標 準が アジア地域EDIへ 使 えるので あれば、わが国産業界 にとっ

て大 きな利益 になるばか りでな く、わが国が開発 した規格が 国際規格 と して役 立つ ことで、

国際貢献 に もなる。 さらに、 わが国情報処理 業界の国際化 に も貢献 す るこ とになるだ ろう。

これ を実現するのは簡単 である。CII標 準ベ ースの アジア地域EDIを 開発 し、使用 に耐 え

るか どうか を検証 す るだけである。既 にわが国 国内で はその実用性 を高 く評価 され てい る

CII標 準 を国際化す る ことは、CII標 準 によるEDI標 準化 を推進す るため に、欠 くこ とので

きない作業 と考 える。
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1.4当 プ ロ ジ ェ ク トの 目的

以上述べ て きたよ うに、CII標 準ベースのアジア地域EDIを 開発 し、使 用 に耐 えるか どう

か を検 証す るのが、当プロジェ ク トの 目的であ る。その結果 、CII標 準ベ ースのア ジア地域

EDIの 有効性が確認 で きれ ば、次 の段階 として、 アジア地域EDIの デ ファク ト標準 を目指

し、将来の国 を越 えたEDIの 普及 に資す るこ とを目的 とす る。

(1)ア ジア地区内の企業 とのEDIト ライアル

実際 に海外 接続EDIを 構築 し運 用実験 す る ことに よって、CIIシ ンタ ックスルー ル ・

ベース標 準 メ ッセ ージによる業務 デー タ交換 に挑戦す る。CII標 準 は業界 別(マ ーケ ッ ト

別)ア プローチであ り、当 プロ ジェク トも業界別 アプローチ を踏襲す る。EDIト ライア

ル対 象業界 と して、鉄鋼業界 と電子機器業界 を取 り上 げる。

(2)平 成9/10年 度 の実施概 要

当 プロジェク トは、平成9/10年 度 に、鉄鋼業界で最初 のCII標 準 によるアジア地域EDI

(国際EDI)の 運用実験 を実施 し、その可能性 を実証 した(詳 細 は、第2章 を参 照)。

(3)今 年度(平 成11年 度)の 実施概要

今 年度は、昨年度 まで の成果 を受 けて、鉄鋼業界 でのアジア地域EDI構 築手法 を確 立

す ると ともに、電子機器業界 でのアジア地域EDIに 必 要 なCIIシ ンタックスル ール ・ベ ー

ス標準 メ ッセ ージの可能性 を検 討する。

さらに、3年 間のプロジェ ク トの成果 をま とめ、CII標 準 によるアジア地域EDIの 参考

書 と して、広 く公 開す る。
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1.5実 施 体 制

この プロジ ェク トを実施 する ため に、業 界有識者 及 び 情報処理 メ ーカー で構 成 され る

EDI海 外接続研 究委員会 を新た に設置 し、 プロジェク ト全体 の と りまとめ を行 った。

また、具体 的な作 業 は、鉄鋼業界の海外接続EDI調 査研究 につ いてはθ鋼材倶 楽部 に、

電子機器業界 の国際EDI調 査研究 につ いてはθ 日本電子機械工業会へ 、それぞれ再委託実

施 した。

側)日本情報処理開発協会
産業情報化推進センター

EDI海外接続研究委員会

(再委託) (再委託)

㎡1吉事艮イヒ対応運営委員会

図1-1海 外接続EDI検 討体制
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第2章 平成9年 度10年 度の実施概要

本章 では、平 成9年 度 か ら10年 度 にかけて実施 され た鉄鋼業界 でのEDI海 外接 続運用実験 につ

いて述べ る。

2.1運 用 実 験 の 目的

わが国 のEDIを 今後 さらに発展 させてい くため には、発注 か ら決済 までの一環 したEDI

を構築す るこ とや、業 際EDIの 問題 に対応 してい くこと、 中小 企業 に普及拡 大 させ てい く

こと、海外 とのEDIの 枠組 み を整備 してい くこ となどが 、当面 の大 きな課題 となってい る。

こう した中で、本事業 は、海外 とのEDIを 取 り上げ、 日本鉄 鋼業界 と東南 アジアの需要

家 との間で、CII標 準 であ る 『鉄鋼EDI標 準』 をベ ースに、EDIの 海外接 続実験 を行 い、CII

標準 による海外 とのEDI接 続 が実 際 に可 能であることを示 し、その過程 で浮 かび上が って

きた課題 と対応 策 を明 らか に してい くことにある。

一37一



2.2実 施 概 要

前項の 目的 を達成 す るため、下記事 業 を実施 する ことと した。

(1)海 外接続用 『鉄鋼EDI標 準』の開発 ・整備

わが 国鉄鋼業界(鉄 鋼 メー カー ・商社)と 海外需 要家 との間で鋼材輸 出に関わるEDI

を行 うこ とを想定 し、その際 に使用 す るCII準 拠の海外接続用 『鉄鋼EDI標 準』 を開発 ・

整備す る。具体的 な作 業項 目は以下の通 り。

・ 海外接続用 『鉄鋼EDI標 準』 に関す る基本方針 の策定

・ 海外接続用標 準 メ ッセー ジの開発

・ 海外接続用 「鉄鋼標準バ ーコー ド」 の開発

・ メ ッセージ、解説等 の英文化

(2)接 続実験(ト ライアル)の 実施

海外接続 用 に開発 された 『鉄鋼EDI標 準』 に基づ き、 わが国鉄鋼 メー カーお よび商社

とタイの需要家 との間で トライアル を実施する。実施 に当たっての主 たる作業 ・検討項

目は以下の通 り。

① トライアルの要件整 理

②EDIデ ータ送受信 システムの構築

③CII標 準企業 コー ドの取得
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2.3実 施 体 制

本事 業の実施 に当た っては、㈹ 鋼材倶 楽部内 に 「EDI海 外接 続専 門委員会」 を設置 し、

システムの構 築や接 続実験 の進め方、分析 ・評価等 の事業全体 の取 りまとめ を行 う一方 、

接続 実験 の具体 的作 業や接続先 との折衝等 については関連企業 を中心 に別途 ワー キ ング ・

グルー プを設 け対応す るこ ととした。

通商産業省

委 託

㈱日本情報処理開発協会

産業情報化推進センター

「EDI海 外接続研究委員会」

再委託

㈹鋼材倶楽部

「鉄鋼EDIセ ンター」
「EDI海 外接続専門委員会」

「BDI海 外接続専門委員会WG」

接続実験

鉄鋼

メ ー カー

一 商 社
海外

需要家

図2-1EDI海 外接続調査研究 の実施体制
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2.4海 外接続用標準 メッセー ジの開発 ・調整

2.4.1海 外接続用標準 メ ッセー ジの基本 的考 え方 に関 する検討

(1)標 準 における輸 出用 メ ッセージの位置づ け

『鉄鋼EDI標 準 』は元来、 国内取引 を念頭 に置 いて開発 ・策 定 され た もので あ り、

従 ってその中で規定 されている項 目辞書 ・標準 メ ッセージ もあ くまで も 「国内企 業 と

国内企業 とのデー タ交換」が前提 とな っている。今 回、海外接 続 を行 な うに当 り、国

内企 業 と海外企業が デー タ交換 を行 な うため に標準 の手 直 しを行 うことととな ったが、

その際 にまず標準 メ ッセージの位置 づ けについて整理 す ることが必要 となった。す な

わ ち、既 設の国内用標準 メ ッセージ に輸 出関連項 目を追加 し、国内輸出兼用 メ ッセー

ジ として運用 してい くか、あ るいは既設の標準 メ ッセー ジか ら国内専用項 目を削 除、

輸出関連 項 目を追加 して、輸 出専 用の標準 メ ッセー ジを新設 し、運用 してい くか とい

う問題であ る。

本件 について検 討 を行 った結果、下記 の理 由 によ り、国内用 メ ッセージ と輸 出用 メ ッ

セ ージ とは明確 に分離 し、情 報区分 を分 けて運用 してい くこ とが確認 された。

・ 標準改訂時の維持管理及 び改訂通知作業 の負荷 を考慮 し、輸 出関連項 目の利用 者

は、で きるだ け限定 されているこ とが望 ましい。

・ 輸 出関連項 目は国内需要家 に とっては不要 であ り、同一メ ッセー ジに国内 ・輸出

の各専用項 目を混在 させ る と、利用 する際 に紛 らわ し くな り、メ ッセー ジの維持管

理作業 も煩雑化 しかねない。

・ 海外需 要家 にデー タ提供 す る場合 は、国内企 業が データ通信 経路の振 り分 け機能

を担 うケース も想定 しうる ことか ら、通信 ・フ ァイル制御 電文上で 「海外 向 け」 が

判別可能 にしてお くことが望 ま しい。

(2)輸 出用項 目の考 え方

鉄鋼業界では、『鉄鋼EDI標 準』では規定 してい なか った ものの、これ まで に、㈲鋼

材倶楽部帳票 ・コー ド専門委 員会が制定 した 「標準項 目 ・コー ドの手 引 き」 や 「送状

兼請 求デー タ標準 フ ォーマ ッ ト」 「輸 出商談 支援 システム標準 書」等で、 ある程 度 、

輸 出関連項 目の標準化が進め られていた。今 回、『鉄鋼EDI標 準』に輸出関連項 目を新

設 するに当たっては、 それ らの資産 をで きるだけ活用す る方針 が確 認 され、必要 に応

じて、項 目定義 や桁数 の調整等 を行 ってい くこ とになった。
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また、既存標準 に同様 の項 目はある ものの、輸 出取 引で使 われている独特 の言 い 回

しにつ いては、利用者 の利便性 や前 出 「標準項 目 ・コー ドの手 引 き」等 との整合性 な

どを考慮 し、新 たな項 目として追加す ることとした(例 えば、当該 商談 の需要家 を表

わす項 目 「Customer名 」 「Customerコ ー ド」 を、既存 の 「需 要家名」 「需要家 コー ド」

とは別 に新設 した)。

(3)標 準書 にお ける海外接続用 メ ッセージの取 り扱 い

今 回制定 した輸 出専用 メ ッセージは、完成度 な ど勘 案 し、当面は本実験 関係者 のみ

に公 開す る暫定標準 として取 り扱 うこ とと し、次 回の標 準書改訂 時点で、諸般 の事情

を勘 案 しつつ、 その位置づ けについ て改めて検討 を行 な うこと となった。

2.4.2海 外 接続用標準 メ ッセージの制定

前 節 で示 され た基 本方針 に基づ き、海外接 続用 の標 準 メ ッセ ージ を開発 す る こ とに

なっ たが 、『鉄 鋼EDI標 準 』では、物流 ・商 流関係 で24、 品質関係 で12、 合 計36の 標 準

メ ッセー ジが規定 されてお り、 これ ら全て を海外接続用 に手 直 しするこ とは、 ニーズの

面 か ら も、 また負荷 の面 か らも適当 とは言えない。

一方
、今 回の実証実験 を行 う予定の接続先企業 か らは、「出荷内容 に関す る情報 」 「船

積 みお よび現 地へ の到着予定 日に関す る情報」 「製 品(熱 延鋼板)の 検査成績 に関 す る

情報」 の伝 送要望が 出 され てい た。

こ う したこ とか ら、今 回は とりあえず接続先 か ら要望 のでて いる3情 報 を開発 ・制 定

す る ことと し、今後具体的 なニ ーズの動 向 を見極め なが ら、対象 を拡大 してい くことに

なった。

(1)「 輸 出用 出荷現 品情報」 の制 定

既存 の 『鉄 鋼EDI標 準』 では、出荷 内容 を伝達す る標準 メ ッセージ として 「出荷 現

品情報(情 報 区分4002)」 が規 定 されてい る。今 回 は、 これ をベース に15の 輸 出関連

項 目を追加 、26の 国内専用項 目を削 除 して 「輸 出用 出荷現 品情報」 を制定 し、情報 区

分 を4071と した。

(2)「 輸 出用熱延検査 成績情報」 の制定

既存 の 『鉄 鋼EDI標 準』 では、鋼材 の検査成績書(ミ ル シー ト)の 内容 を伝達 す る

標準 メ ッセージが 品種毎 に用意 され、熱延鋼板 につ いて は 「熱延検査成績情報(情 報

区分6001)」 が規 定 されている。「輸 出用熱延検査成績 情報」 は、 これ をベ ース に9の
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輸 出関連項 目を追加、9の 国内専用項 目を削除、3項 目を名称変更 して制 定 し、情報区

分 を6071と した。

(3)「 船積通知情報」 の制定

「船積 みお よび現地へ の到着予定 日に関する情報」は新 たに開発 し、情報 区分 を4072

とした。本 メ ッセ ージは、発 注番号 をキ ーに、その内容(規 格 ・寸法 ・員数 ・質量等)、

積載 した輸送船が 日本 の最終港 を出港 した 日及び現地 に入港する予定 日な ど伝 達す る

内容 になってい る。

2.4.3海 外接続用 標準 メッセー ジの英文化

海外接続用 に開発 した標準 メ ッセー ジは、海外 の取 引先 に提示 する ものであ り、 当然

のこ となが ら、英文化 する必 要があ る。

今 回、海外接続用 の3メ ッセー ジを英文化 する に当た って は、 まず翻訳業 者 に原案作

成 を依頼 し、 これ を もとに以下の観点か ら修正 を行 って最終稿 とした。

・ 鉄鋼 メーカー、商社 が社内で使 用 している慣用表現 ・帳票 との整合性

・ 米国AIAGに おけ る使用 表現 との整合性

・JIS検 査項 目の英文名称 との整合性

・CIIシ ンタックス ルールの英文刊行物 との整合性

一42一



2.5実 証実験の枠組 み

2.5.1実 証実験の概要

1998年 末か ら本格稼働が予定 されてい るSUS社/タ イ に対 して、鉄鋼EDI標 準 に よる各

種情 報 を提供 し、CIIシ ンタックスルール に基づ いた海外需要家 との企業 間EDIの 成立性

を検証 す る。検 証 の内容 は、新設 した輸出用標準 メ ッセー ジの妥 当性 、海外接 続 におけ

るCIIシ ンタックスルールの適用 可否、海外需 要家 との伝送形態及 び同運用 ルール の妥 当

性 である。

(1)SUS社 の概 要

冷延鋼板 の製造 販売 を目的 に、1995年 にタイ側6社 と日本側5社 、及 び韓 国浦項 総合

製鉄 の出資で設立 された合弁 会社。

会 社 名:TheSiamUnitedSteelCompany,Limited(略 称SUS)・

1995年10月30日 設 立

工場所在 地:タ イ国ラ ヨン県 イース タン工業 団地内

(マプタプ ッ ト港近 くの新規工業 団地)

サ イ ト面積:約263ラ イ(=約420千m2・ 約13万 坪)

出 資:資 本金60億 バ ーツ(約240億 円)

タイ側(60%)、 日本側(37%)、 韓国側(3%)

事 業 内 容:冷 延鋼板(含 む亜鉛 メ ッキ用原板 ・ブ リキ用原板)の 製造 ・販売

能 力:100万 トン/年

稼 動 予 定:1998年 末

従 業 員:約700名

(2)日 本側HCメ ー カーか らSUS社 まで南流

母材 とな るホ ッ トコイル(HC)の 購 買政策 はSUS社 の専管事項 であ り、現 段 階では

起用 され るHCメ ー カー、数量 、具体 的 な商流 につ いて決 定 して いないが、一般 的 な

輸 出の商流 か ら判 断 して、SUS社 と日本のHCメ ー カー との間 を商社が仲介す る こ とに

な る と想定 される。但 し、SUS社 か らの発注 を受け、HCメ ー カーへの発注 か ら船の手

配 、輸 送 まで を一 貫 して仲 介す るケー ス(図2-2商 社A、B)と 、 日本 国内 でのHC

メー カーへの発注 のみ を分担す るケース(図2-2商 社C、D)に 大 別 され る。
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図2-2想 定 される南流

(3)日 本側HCメ ー カーか らSUS社 までの物流

積 載量 が約1万 ～2万 トン級 の輸 出本船 を使用(図2-3参 照)。

一 カーか ら輸出本船 で

プ タプ ッ ト港へ

km)

図2-3SUS社 まで の物 流

2.5.2実 証実験の参加企 業

前 述 の通 り、実際 に起用 され るHCメ ー カーや商社 は まだ確 定 して いないが、当該商

流 に何 らかの形 で参加 する と思 われ る 日本側出資者5社 で実証実験 を行 う。つ ま り、HC

メー カー として新 日本製鐵(以 下新 日鉄)、 川崎製鉄(以 下川鉄)、 住友金属工業(以 下

住金)の3社 、商社 として三井物 産(以 下三井)、 三菱商事(以 下三菱)の5社 が メ ンバ ー

となる。 また、商流 にお ける商社 の関わ り方 も前 述の通 り幾 つか想定 され るが、 当実験

においては、三井、 三菱が当該南流 に一貫 して関 わるこ とを前提 に、その商流上可能 な

デー タに限定 し伝送 する。

国内 に於 いては、商流 に関わ らずメー カーか ら需要家へ直接伝送す るこ とが あるが、

今 回HCメ ー カー各社 は、海外 との伝 送 回線 を保有 してい ない ため、商社 が保有す る現
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地拠 点 との専用線 を活用す るこ ととす る。つ ま り、HCメ ー カーは必 要 な情 報 を商社本社

に伝 送 し、商社 が これ を中継 して現 地拠 点 を経 由してSUS社 まで伝 送す る形態 を採用す

る。従 って、HCメ ーカー と商社 間のEDIは 、国内で取 り交 わ してい る既存 の運用 ルール

の範疇で実施 され、商社 とSUS社 の間で、新た にEDIに 関す る覚 え書 きが締結 される。

海 外

(新 設)

国 内

(既 存)

〉< 〉<

'「

新日鉄

Lメ

'玩
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現
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一ー-A-一 一

」

専用回線 VAN

r、

住 金
sメ

図2-4参 加企業 とデータ伝 送概念 図

2.5.3対 象 メ ッセ ー ジ とSUS社 で の活 用 方 法

SUS社 へ は、 輸 出 用 出 荷 現 品 情 報(Shipnotice/manifest)、 輸 出 用 熱 延 検 査 成 績 情 報

(Informationaboutinspectionrezult)、 船 積 通 知 情 報(Shippedadvice)、 バ ー コ ー ド印 字

現 品 ラ ベ ル(Steelindustrybar-code)が 提 供 され る。 そ れ ぞ れ の 活 用 方 法 は 以 下 の 通 り

で あ る。

(1)輸 出用 出 荷 現 品情 報

HCメ ー カ ー か ら出荷 され た 母材 の規 格 、サ イズ 、 質 量 、 仕 様 等 の 一 品単 位 の情 報 。

SUS社 は、 月 間4,000～5,000コ イル を使 用 す る と想 定 され 、 これ を現 品 の ラベ ル か ら

読 み と り、 彼 らの生 産管 理 シス テム にハ ン ド登録 す る の で は、 そ の登 録 負 荷 も膨 大 な

上 、 誤 登 録 が あ っ た場 合 は 、誤 生 産 や設 備 トラブ ル を引 き起 こす 可 能性 もあ る 。
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(2)輸 出用熱延検査成績情報

HCメ ー カーか ら出荷 された母材 の化学成分 、機械試験値等の一品単位の情報。製品

の 品質保証上母材 の化学成分値 は必須の項 目であ り、これ をHCメ ー カーよ り提 供 され

る ミルシー ト(紙)か らハ ン ド登録す るので は、その登録負荷 も膨大 な上 、誤登 録があっ

た場合 は誤生産や誤出荷 につ なが り、需要家か らの信頼 を大 き く逸失 す ることになる。

(3)船 積通 知情報

輸出本船 が出港の都度 商社 か ら発行 され る契約番号単位 の情報。船積最終港 の出港

日、マプ タプ ッ ト港へ の入港予定 日、輸 出本船名 、船積数量 ・質量等 がデー タ化 され

てい る。HCメ ーカーか ら1週 間 に1～2船 のペ ースで出荷 され た母材 は、マ プ タプ ッ

ト港 で水切 りされ、 トラ ックでSUS社 の材料 ヤー ドに搬入 される。 これ を効率 的に行

うには、いつ ごろ どんなHCが どの船 で入港す るのか を事前 に把握 し、港 でのバ ース

の確保、荷役 スケジュールの立案、陸送業者 の手配、材料 ヤー ドの荷繰 りを計画 的に

実施す るこ とが必要 となる。 また、(1)の輸 出用 出荷現 品情報 とマ ッチ ング して、材料

ヤー ドでの搬入 チェ ックに も活用す る。

(4)バ ーコー ド印字現品 ラベ ル

SUS社 で は、HCの 搬 入か ら冷 間圧延 まで の現品 トラ ッキ ングにバ ーコー ドを活用す

る。HCメ ーカーか ら現品 ラベル に印字 されたバー コー ドは、HC入 荷 時 にスキ ャンさ

れ、事前 に伝送 されていた(1)の輸出用 出荷現品情 報、(2)の輸出用熱延検査 成績情報 と

のマ ッチ ングに活用 される。 また、それ以降 もHCが 移動 の都 度 このバ ー コー ドをス

キャ ンし、現 品 を トラッキ ングす る。

2.5.4各 情報 の作成 とSUS社 までの伝 送 スケジュール

(1)HCメ ー カーが作成 する情 報

①輸 出用 出荷現 品情報 、② 輸出用熱 延検査 成績情 報、③ バー コー ド印字現 品 ラベル

の3種 類 である。 この うち① と② は、HCの 出荷 に応 じて商社 に伝送 され、その当 日か

ら数えて2営 業 日を目処 に商社経 由でSUS社 に伝 送 され る。両情報 とも国内では運用

済 みだが、SUS社 に提供 す るため輸出専用項 目の追加 や名称 の英字化 が必 要 となる。

③ は製造工程の最終 ライ ンで現 品 に添付 される。 バー コー ドの仕様 や記載項 目は国内

と同様 だが、輸 出用 に記載項 目タイ トル名 を英字化 す る必 要がある。
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(2)商 社が作 成す る情報

船積通 知情報 は、 メーカーか ら伝送 されて きた輸 出用 出荷現 品情報 を元 に、商社 内

の受渡 システム等 か らデー タ提供 を受 け、不足項 目を追加 して編集す る。当該本船 が

日本 の最終港 を出港後3営 業 日に伝 送する。

SUS社 商社 HCメ ー カ ー

■ 検査成績表

1

- 出荷現品情報

噸 知情報」、

1

図2-5情 報 発 信 ルー ト

(3)各 情報の伝送項 目

今 回、海外接続用 と して情報 区分 を個別 に付与 し、 国内 とは別の標準 メ ッセー ジ を

新 設 したが 、今実証実験 では、伝送 費用削減 を目的に同標準 内でSUS社 が必要 な項 目

に限定 して伝送す ることとする。特 に、輸出用熱 延検査 成績情 報 は化学成分値 に限定

され るため、項 目数は約1割 に減少す る。

(4)運 用 ルー ル

輸 出用 出荷現 品情報:新 規デ ータのみ運用 。

輸 出用 熱延検査成績情 報:原 則新規及 び取消 しデ ータを運 用。伝 送 した情報 に訂

正が生 じた場合は、+新 規デー タを伝 送。

船積通知 情報:新 規デ ータのみ運用 。伝 送 した情報 に訂 正が生 じた場

合 は、取消 しデー タは送 らず再 度新規 で伝送。

(5)伝 送 スケ ジュール

HCメ ー カーーー一商社 間 については、既存 の運用 ルール に則 りデー タ編集都度VANの
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商社 メールボ ックスに投 函、商社 は定期 的 にこれ を回収する。商社 －SUS社 間は、毎

日1回 、現地時 間の3時 ～5時(日 本時 間5時 ～7時)に 伝送す る。 デー タが ない 日は0

件 デー タを伝送 し確認 を とる。万が一不具合が生 じた場合 は商社 か ら再送す る。
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2.6実 証 実 験 にお け る課 題 と対 応

2.6.t通 信 環境整 備

(1)日 本 一タイ間の ネ ッ トワー ク

当実験 で は商社 国際専用線 を介 した専用線接続形態 とした。

〔新日本製鐘〕 〔川崎製鉄〕 〔住友金属工業〕

(鉄鋼メーカーのシステム構成は従来と変わらないため省略)

〔三井物産〕

EDIサ ー バ ー 〔東 芝 製UX・5000〕

SC社 製CIIト ランスレ タ

〔Gentran:BasicforUX〕

F井 物産製通信管理ソフト 】

国際専用回線

〔三井物産バンコク支店〕

タイ国内専用回線

〔三菱商事〕

メ イ ン フ レー ム 〔IBM9121・570〕

SC社 製CIIト ランル ータ

〔Gentran:BasicforMVS〕

EDIサ ー バー 〔ME社 製SK460〕

上拗 産製通信管理ソフト}

国際専用回線

〔三菱商事バンコク支店〕

タイ国内専用回線

〔SUS社 〕

EDI受 信 用サーバー 〔DOS/V機 〕

ピ語版W・n・・w・NT用

富士通 エフ ・アイ ・ピー製

Window8NT版 海外接続CIIト ランスレータ

上井物産製通儲 理ソフト

SUS管 理 サーバー 〔IBM製RS6000〕

(注)① → はEDIデ ータの流れ

② 口 は八一ドウェア ロ はソフトウェア

図2-6EDI海 外接続 システムの全体 シス テム構 成
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(2)通 信 プロ トコル

オープ ン環境 の通信 プロ トコルである 「TCP/IPベ ー スの フ ァイル転送」 とした。

(3)使 用 ソフ ト

今 回は、様 々な状況 を考慮 し、三井物産㈱ の 「簡易 デー タ転送 システム」 を使用 し

た。

(4)疑 似通信 テス ト環境 にお ける事前検証

今 回の国際EDIの システ ム環境 は、実証 実験各 社 において初めての通信 、 シス テム

環境 であ り、商社東京本社 －SUS社Rayong,Thailand間 の実際 の通信環境 が整備 され

る以前 に、各商社 内に疑似通信 テス ト環境 を構築 し、事前 に今 回使用す るハ ー ド及 び

関連 ソフ トを使 用 して、各種通信環境設定及 び機能、性能 テス トを実施 した。

この結果 につい ては、「EDIに 関す る調査研 究開発報 告書 －H鉄 鋼業界 のEDI海 外

接続調査研 究 平成10年3月 」 を参照。

2.6.2「CII標 準企業 コー ド」の取得

CII標 準 に よるEDIを 実施す る企業 は、すべ か ら く 「CII標準企業 コー ド」 を取得 する

必要があ り、 それは海外 に立 地する企業で あ って も例外 ではない。今 回は、θ鋼材倶楽

部 鉄 鋼EDIセ ン ターが手 続 きを代 行 して 申請 を行 い、CII標 準 企業 コー ドと して、

「154002」 を取得 した。

2.6.3接 続 先企業 への研修

今 回の接続先企業 であるSUS社 が立地す る タイでは、これ までに企業 間EDIの 実施例

が ほ とん どな く、 いわ んやCIIシ ンタ ックス ・ルールや可変長 フォーマ ッ ト等 には全 く

無縁 の環境 にあ る。 また、SUS社 は実証実験後 も、EDIシ ス テムを実運用 してい く予定

であ る。

こ うした ことか ら、SUS社 にEDIの 活用 方法 を示 し、システムを担 ってい くSEにEDI

の基本概念 やCII標 準 を理解 して もらうことは極めて重要であ り、かかる観点 か ら、「鉄

鋼EDIセ ンター」 では、SUS社 幹部お よび来 日中のSEを 対 象 に下記研 修 を行 った。

研修 に当た って は、内容 に応 じて各界の有識者 に講義 を依頼 したが、言葉 の壁 に加 え、

英文 資料 が必 ず しも十分 とは言 えず 、今後CII標 準 が国際化 を 目指 してい く上 で は、一

つの課題 になる と思 われる。
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2.7EDI海 外接続 運用実験の成果

この運用実験 の成果 は、以下 の とお りで ある。

(1)EDI海 外接続 にお けるCII標 準 の有効性

この実証実験 の成功 に よ り、CII標 準 をEDI海 外接続 に適用 す るこ とに、技術 面 で致命

的 ・本質的 な障害 のない ことが証 明 され た。

(2)海 外 対応 の環境 の整備

この事業 を通 じて、鉄鋼 業界 において 「海外接続用鉄鋼EDI標 準 メ ッセー ジ」「輸 出向

け鉄鋼 バ ーコー ド標準」 な どが 開発 され、海外対応 の環境が整備 された。

(3)海 外 の需要家 に対 する社 内のデータ提供体 制の整備

この実証実験 に参加 した 日本側企業が、事前調査 や準備作業 を行 った経験 を通 じて、

様 々 な知見 を集積 し、海外 の需要家 に対す る社 内のデー タ提供体制 を整備 した。例 えば、

現地 での専 用 回線事情や その取得手続、 回線 の品質 に関す る現地業者 との交 渉、現地 で

のルー ター設定、海外企業 とのEDI運 用規約 の締結 な どは、実際 に経験 してみ ない とな

かなか把握 で きない面があ り、と りわけ直接の窓 口とな った商社 では、貴重 な財産 になっ

た と している。

(4)CII標 準 をサ ポー トす るツール類の海外 での供給体制 の整備

CII標 準 をサポ ー トす るソフ トウェア ・ベ ンダーの中 に、 これ までは興味 の対象外 に

あった海外接続へ の関心の高 ま りが見 られた。その核心 ともい うべ き海外接 続用CIIト ラ

ンス レー タについて は、国内用 を改造 して海外用 に転用 してい くこ とが比較 的簡単であ

るこ とや海外仕様 のハ ー ドウェアお よび基本OSと の相性 につ いて も本質 的な問題 の な

い こ とが判 明 し、 また、実証実験期 間お よびその後の実運用期 間 を通 じて全 く トラブル

が発 生せず 、 ツール としての安定性が確認 された。

(5)接 続先(SUS社)で のEDI導 入効果の実証

接 続先 のSUS社 において、EDI導 入の業務 面への効果 が実証 された。SUS社 か らの レ

ポー トで は、EDIの 導入効果 として、入力業務の省力化、デー タ精度 の向上 に伴 う加 工

ミスの減少、バ ー コー ドとの連携 による作業効率の改善 な どを、 また 『鉄鋼EDI標 準 』

の採用効 果 として、デー タ交換業務 の統合化 と省力化等が報告 されてい る。
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第3章 鉄鋼業界の実証実験(平 成11年 度)

本章で は、平成11年 度 に実施 された鉄鋼業界の作業 内容 について述べ る。

3.1背 景 と目的

3.1.1背 景

プラザ合意以降の円高の進展 を契機 に、 自動車、電機 とい った鉄 鋼の主要ユ ーザ ーは、

東南 アジア地域 を中心 に生産拠 点の海外 移転 を積極化 させ た。需要家サ イ ドの現地生産

化 の動 きを受 け、 わが 国の鉄鋼 業 も同地域 での下工程 製 品の現地生 産化 や コイル セ ン

ターの進 出が活発化 した。 こう した国際化 の進展 と東南 アジア地域の経済規模 の急速 な

拡大 に伴い、 日本企業 と現地 日系企業 との間で新 たなデー タ交換 の場が形成 されつつあ

るこ とや現地 における通信 イン フラの整備 も進展 して きている ことか ら、わが国鉄鋼 業

界 と して も、東南 アジアの 日系企 業 を念頭 に置い た海外 接続EDIの 具体 的枠 組み につい

て検討 すべ き時期 にあった。

こう した状 況下、聞鋼材倶 楽部 「鉄鋼EDIセ ンター」 では、勧 日本情 報処理開発 協会

産業情報化推進セ ンター(CII)よ り 「EDI海 外接続研究事業」 を受 託 し、平成9年 度 ～

平成10年 度 の2年 間にわた り、 日本 の鉄鋼 メー カー、商社 と現 地資本 の共 同出資 に よ り

タイ国に設立 され た リロールメ ーカー(熱 延鋼板 を再圧延 し、冷延鋼板等 の製 品に加工

して販売す る業者)で あ るTheSiamUnitedSteel(1995)Company,Limited(SUS)を 接

続先 とし、 日本の鉄鋼 メー カーお よび商社 との間で、CII標 準で ある 「鉄鋼EDI標 準 」に

基づ くEDI海 外接続実証実験 を実施 した。

当該実証実験 は成功裡 に終了 し、1998年11月 以 降実運用 に移行、SUS社 の業務効率化

に大 きく寄与 しているが、先 の実証 実験 の実施 を通 じて、今後CII標 準 を海外接続 に適

用 して行 くにあた っては、通信 コス トの圧縮 、通信 管理方法 の充 実化 、CII海 外接続用 ト

ランス レーターの充実化 、CII標 準 に関す る普及啓 蒙資料 の充実化 、といった課題へ の対

応が必要であ るこ とも判 明 した。

鉄鋼業界 として は、昨年 度の実証実験 を通 じ、CII標 準 をベ ース とす るEDI海 外接 続 シ

ステムが海外 との データ交換 の有力 な手段 にな り得 るとの認識 に基 づ き、平成11年 度 に

ついて もCIIよ り 「鉄鋼 業界 の海外 接続EDI調 査研究」 を受託 し、 日系 需要家 であ る と
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ともに現地 に進出 している 日系 トランス プラン トへの供給拠点 とな っている コイルセ ン

ター を新 た な接続先 としてEDI海 外接続 システムの実運用化 に取 り組 む こと とし、 その

実施 にあた っては、前 回の実験 で明 らか になった課題 につ いての改善策 を検 討 して行 く

こ とと した。

なお、具体 的 な接続先 の選定 にあたっては、ASEAN諸 国の 中で は 日本 製鋼材 の最大

の受入先(平 成12暦 年ベースで255万 トンと、ASEAN5カ 国向けの40%を 占め る)で 、

マ ーケ ッ ト規模が大 きい こと、政情が安定 しているこ と、前 年度の実証実験 に よ り、現

地の通信 インフラの 情況 に関す る知見が得 られている こと、現地の リロー ルメーカーで

あるSUS社 との間で 「鉄鋼EDI標 準」 によるEDIが 実運 用 されてお り、将来 的 にSUS社

と現地 コイル セ ンター間での 「鉄鋼EDI標 準」 によるEDIの 実施 が想 定 され る等現地 で

の横展 開が期待 出来 る ことを勘案 し、 タイに所在す る コイルセ ンターを対象 とす る こ と

とし、BANGKOKCOILCENTERCO.,LTD.とBANGKOKEASTERNCOILCENTERCO.,

LTD.の2社 が選定 され た。

3.12目 白勺

「鉄鋼業界の海外接続EDI調 査研 究」では、 日本か ら鋼材 を購入 し、現地 の電機 、 自動

車 メーカー等 に加工 して販 売 してい る現 地 コイルセ ンター との 間で 「鉄鋼EDI標 準」 に

基づ くEDI海 外接続 を実施する ことによ り、CII標 準の海外接 続事例 の拡大 を図 ることに

加 え、 日本 の商社～現地 コイルセ ンター間の通信 回線 にインターネ ッ トを用い てデー タ

伝 送 を実施 し、インターネ ッ トEDIを 実運用 して行 くうえで の課題等の把握 を目的 と した。

平成11年 度事業 の接続先 である現地 コイルセ ンターは中小企業 の割合が高い こ とか ら、

コイルセ ンター との 間でEDIを 実運用化す る にあた っては、前 年度 の実証実験 の結果 、

CII標 準 であ る 「鉄鋼EDI標 準」に よる海外接 続事例 の適 用拡大 を図 って行 くうえで対 応

策の検討 が必要 とした課題 の うち、通信費 の圧縮、CII海 外接続用 トランス レー ターの充

実化(汎 用化 ・パ ッケージ化)の2項 目について、優先的 にその改善 に取組む必 要があ る。

すなわち、現在実運用 されているSUS社 との間でのEDIは 、商社 国際専用 回線 を介 し

た専用 線接 続形 態用 にて行 なわれているが、専用 回線網 の コス トと して、1商 社 あた り

月額40万 円以上の負担 を要 してい るとの こ とである。アセ ア ン地域で活動 している 日系

コイルセ ンターの年 間加工量 は5～20万 トン規模 とい うのが一般 的である。 この よ うに、

デー タ伝送 量が小 規模 な現 地 コイルセ ンター との間でEDIを 実運用 して行 くため には、
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通信費用 の低廉i化対 応 は必要不可 欠である。

また、EDIシ ス テム構築 にあた って は、 トランス レー ターの周辺 に様 々なアプ リケー

ションを作成 して、スケ ジュール管理や社内 システム との連動 をとる必 要がある。 シス

テム 関係 に専 門的知 識 を有 す るSE等 の人 的資 源の 乏 しい コイル セ ンターへ の展 開 を

図って行 くため には、EDIシ ステム構 築 にあたっての アプリケー シ ョン開発費 を極力 ミ

ニマ イズ化する ことへ の対応 も重要で、そのためには、 トランス レー シ ョン機能 、社 内

の アプ リケー ションとの連携 や 自動運転 、通信 サー ビス、 メ ッセ ージ振 り分 け等 の諸機

能が統 合化 されたパ ッケージ ソフ トの活用 を考慮す る必要があ る。

以上か ら、平成11年 度 におい ては、インターネ ッ トEDIに 対応 したEDIシ ステムを 日

本商社 、現地 コイルセ ンターに構築 し実証 実験 を実施す るこ ととした。

3.1.3実 施体制

本事業 の実施 にあた っては、囲鋼材倶楽部 内に 「EDI海 外接続専 門委 員会」 を設置 し

肋 日本情報処理開発協会

産業情報化推進セ ンター

(社)鋼 材倶 楽部

「鉄鋼EDIセ ンター」

鉄 鋼
メー カー 闇 闇

図3-1鉄 鋼 業界の海外EDI調 査研究 の実施体制
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てEDIの 接続方式 の検討 や接 続実験 の進め方、運用実験結 果の評価等 について検 討 し、

事業全体の取 りま とめ を行 な う一方、実証実験 の実施 スケジュールの策定並 び に進捗 管

理、接 続先 との折衝 お よび フォローア ップ作業 、実験環境 の構築 とい った事前 準備作 業

等の実業務 について は、実証実験参加 関連企業 を中心 に別途 ワーキ ンググルー プを設 け

対 応す ること とした。
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3.2実 証 実 験 の 概 要

3.2.1実 験 にお ける接 続 先企 業

(1)BCC社 の概 要

BCC社 は 日本 お よび現 地 の鉄 鋼 メ ー カ ー か ら購 入 した母 材(薄 板 、 中板 の鋼 帯)を

レベ ラー設 備 また はス リ ッタ ー設 備 を使 用 して 需 要 家 の 希 望 す る所 要 の大 き さ ・寸法

の 切板 に加 工 して 販売 す る鋼 材 加 工 業 者 で 、1988年12月 に設 立 され 、89年11月 よ り操

業 を 開始 、 日系 の 自動 車 、 家 電 メ ー カー等 に製 品 を納 入 して い る。

会 社 名:BANGKOKCOILCENTERCO.,LTD.(BCC)

工 場概 要

・所 在 地:タ イ国 バ トゥム ・タニ(バ ンコ クか ら約30km)

・主 要 設 備:ス リ ッ ター 、 レベ ラ ー ・タ ー ンシ ャ ー、 ダウ ンシ ャ ー

ミニ レベ ラ ー

(2)BECC社 の概 要

BECC社 は 日本 お よび現 地 の鉄 鋼 メ ー カ ーか ら購 入 した 母材(薄 板 、 中板 の 鋼 帯)

を レベ ラー設 備 また は ス リ ッ ター設 備 を使 用 して需 要 家 の希 望 す る所 要 の大 き さ ・寸

法 の切 板 に して販 売 す る鋼 材 加 工業 者 で 、1977年3月 に設 立 され 、98年11月 よ り操 業

を開 始 、 日系 の 自動 車 、家 電 メ ー カー等 に製 品 を納 入 して い る。

会 社 名:BangkokEasternCoilCenterCo.,LTD.(BECC)

工場 概 要

・所 在 地:タ イ国 ラ ヨ ン県 イ ース タ ンシ ー ボ ー ド工 業 団 地 内

(バ ン コ クか ら約210km)

・主 要 設備:ス リ ッタ ー、 レベ ラ ー、 ミニ レベ ラ ー、 ス クエ ア ー シ ャ ー

}

3.2.2日 本側参加企 業

日本側 か らは、BCC社 、BECC社 が母材 を購 入 してい る新 日本製鐵株式会社お よびBCC

社 、BECC社 と日本 ミル との 間に立 って、購 入予定母材の発注、輸 出手続、配船 、納入、

代 金 回収 等 の業 務 を担 当 して い る三井 物 産株 式 会 社 と 日鐵 商事 株 式 会社 の合計3社

(メーカー1社 、商社2社)が 参加 した。

実証 実験 では、BCC社 、BECC社 よ りデー タ伝送の要請のあ った 「出荷現品情報」、「検
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査成績 情報」 を、鉄鋼 メーカー～商社間は国内の既存 の環境(VAN経 由)に て伝送 し、

商社 は、鉄鋼 メーカ よ り伝送 され た情報 を商社が提供すべ きメ ッセー ジに編集 して、三

井 物 産 ～BCC社 、 日鐵 商事 ～BECC社 間の通信 回線 と して イ ンター ネ ッ トを使 用 して

デー タ伝送 を行 なった。 また、三井物産 ～BCC社 間の母材 の 「検 査成績情報」のや り取

りについては、BCC社 がEDIサ ーバーか ら三井物産のWebサ ーバ ーに アクセス して基本

情報 を閲覧、必要 に応 じ電子 データをWebか らダウンロー ドす る方式 を採用 した。

図3-2実 証実験参加企業 とデー タ伝送 概念図
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3.3実 証 実験 で交換 する情報 とBCC社 、BECC社 での活用方法

BCC社 お よ びBECC社 へ は 、 輸 出 用 出 荷 現 品 情 報(Shipnotice/manifest)、 輸 出 用 熱 延 検

査 成 績 情 報 〔Informationaboutinspectionresults(Hotrolledcoilsandsheets)〕 、 輸 出 用 冷 延

検 査 成 績 情 報 〔Informationaboutinspectionresults(Coldrolledcoilsandsheets)〕 、輸 出 用 め っ

き 鋼 板 検 査 成 績 情 報 〔Informationaboutinspectionresults(Coatedcarbonsteelcoilsand

sheets)〕 、 輸 出 用 塗 装 鋼 板 検 査 成 績 情 報 〔lnformationaboutinspectionresults(Prepainted

carbonsteelcoilsandsheets)〕 、 輸 出 用 電 磁 鋼 板 検 査 成 績 情 報 〔lnformationaboutinspection

results(Flatrolledmagneticsteelsheetsandstrip)〕 が 提 供 さ れ る 。BCC社 、BECC社 に お け

る 活 用 方 法 は 以 下 の 通 りで あ る 。

3.3.1BCC社

(1)出 荷現 品情報

出荷 現 品情報 は入荷 予定情 報 と して使 用す る予 定であ る。現在BCC社 社 では この

EDIで 伝 送 され る 「出荷現 品情 報」 をその まま入荷予定情報 と して、社内業務 システ

ム に入力 デー タとして取 り込 める よう、新 業務 システムの開発 を開始 している。 この

新 業務 システム と連動 させ た場合 、デー タの再入力 ない し転記す る必要が な くな り、

事務効率 向上 お よびデー タの正確性 が増 す等 の効果 は確実 に得 られる。

当 実験 期 間 中は、BCC社 で 受信 したEDIデ ー タ をパ ソ コ ンサ ーバ 内 に蓄 積 し、

EXCELで 随時閲覧出来 る仕 組み を構築 してい る。EXCELに はBCCの 営業 が必 要 とす

る項 目を表示 す るマ クロを組 み込 んでお り、EXCEL表 示後 、ピボ ッ トテ ーブル等 で表

を加工す ることで、品種別 、規格別、及び船名別の数量一覧表 が作 成可能であ り、新

業務 システムが完成す る まで は、 このEXCEL表 を業務 に利用 してい る。

(2)検 査成績情 報

検査成績 につ いては、検査 成績証明書 として別途 ミルシー トが紙で発行 されてお り、

顧客 か らの各種問い合わせ には、紙 のフ ァイル を探す こ とで対応 しているのが現状 で

あるが、今後 は、顧 客が必 要 としている ミル シー ト上 の各種 デー タについて、迅速 に

探索 し、顧客の必要 としてい る フォーマ ッ トで提供す るこ とが 出来、顧 客サー ビスの

向上 に繋が るこ とが期待 され る。 なお、 コイルセ ンター 自体 の各種材料 加工業務 に直

接利用す るケースは少 ない と考 えられる。
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実務 的な用途 と しては、需要家か ら問合せ等があ った場合 、検査成績1青報 をWebで

閲覧 した り、CSV形 式 で詳細 デー タをダウ ンロー ドす る。Web画 面 で化学成分等 を即

座 に閲覧 出来 る環境 を所有 している ことは顧 客サ ー ビス面で価 値 はある と考 えてい る。

3.3.2BECCネ 土

(1)出 荷現 品情報

現状BECC社 で は、母材 コイル入庫前 に輸 出 ドキュメ ン ト(イ ンヴ ォイス、パ ッキ

ング リス ト、 ミルシー ト等)を 入手 し、紙ベースの情報 をコイル毎 に整理 した うえ、

規格、サ イズ、重量、検査番号 につ いて事前 入庫情報 と して手作 業 にて入力 している。

現 品到着時 には、 これ ら事前入力情報 と、現 品ラベ ルに記載 され た現品番号 を確認 し、

入庫 イ ンプ ッ トを行 っている。

この ような方法 はイ ンプ ッ トその ものの作業時間 に加 え、複数 ドキ ュメン ト(イ ン

ヴ ォイス、パ ッキ ング リス ト、 ミル シー ト)を 出荷現品番号で紐付 け なが らの作 業 と

なる ことか ら、作 業時間の増大 と入力 ミスの可能性 を含 んで いた。

今 回伝送 する 「出荷現 品情 報」 では、本実験 にあわせ て開発 した表示、検 索 、印刷

機能 をもつ アプ リケー シ ョンと併用 するこ とによ り、母材 コイル毎 に整理 され た一 覧

表形式 で出力 され、入力作業 は残 る ものの、複数 ドキュ メン トの付合せ作業 を省略 で

きるため、作業能率 お よび精度 の向上 を図ることが可 能 となった。

将来 にお いて は現 行 の業務 ア プ リケー シ ョンを改 良 し、デ ー タ として入手 可能 と

なった 「出荷現品情報」 を利用 し、事前入庫情報 の入力 自体 を廃止す るこ とが可能 と

なる。 さらに、現 品ラベ ルのバ ー コー ドを読み取 るバ ー コー ド ・リーダーな どを導入

す るこ とで、現品到着時 の付合せお よび入力 ミスを無 くす効果 も期待で きる。

(2)検 査 成績情報

現在 、 タイで は国際水準で の品質管理が広 く行 われつつ ある。 自動 車、家電業界 に

おいては、 タイを輸 出基 地 と位置付 け、品質管理 を重点項 目としてISO、QC等 の手法

が広 まってい る。ISOお よびQCに 基づ く品質要求 におい て、需 要家は購 入する材 料 の

品質 を厳 しく管理 す るこ とが求め られている。 こう した状況 の中で、 コイルセ ンター

は需要家 か ら製 品出荷 毎 に対 象母材 の検査 データを添付 す るこ とを求め られい る。 し

か しなが ら、書類 ベースの資料 か ら需要家 ・製品毎 への資料 に転記作成 するや り方で

は、作業時 間お よび要 員の面 か らこうしたニーズ に答 えられて いなかった。

一59一



また、納 品後の品質関連 の問題 に関 して も、対 象母材の履 歴 を遡 り、輸出 ドキ ュメ

ン トを紐解 いた うえで ミルシー トに記載 され た内容 を確 認す るため、か な りの作業時

間を要 した。

本実験 で入手可能 となった 「検査成績情 報」 は、今 回開発 した表示、検 索、印刷 ア

プ リケー シ ョン内で 自動的 に 「出荷現 品情 報」 と紐 付 け られ、 コイル毎 の詳細 が即座

に検索で きるため、 コイル毎 に採番 されてい る社 内管理番号か ら、ただ ちに検 査成績

デー タを引 き出す ことが可能 となった。

また将来 におい ては、「検 査成績情報」 を社 内業務 シス テム に直接 取 りこみ、製品

出荷 と同時 に ミル シー ト情報 を需要家 に提 供す ることも考 えてい る。製品出荷 と同時

の ミルシー ト情 報提供 は、新規顧 客開拓 に繋が る もの と期待 してい る。
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3.4海 外接続用標準 メ ッセー ジの整備

「鉄鋼EDI標 準」は、国内取引 を念頭 において開発 された もので ある ことか ら、その中で

規定 されている項 目辞書 ・標準 メ ッセージ も国内企業 と国内企業 との データ交換 が前提 と

な ってお り、国内企業 と海外企業が デー タ交換 を行 な うための標準 の手 直 しを平成10年 度

に行 なった タイ国のSUS社 との接 続実験実施時 に採用 した以下 の4点 の基本方針 に基 づ き

実施 した。

① 「国内用 メ ッセー ジ」 と 「輸 出用 メ ッセージ」 とは明確 に分離 し、情報 区分 を分 けて

運用す る。

② 「鉄鋼EDI標 準」 に輸 出関連項 目を新設す るにあた っては、㈱ 鋼材倶 楽部帳票 ・コー ド

専 門委員会が制定 した 「標準項 目・コー ドの手引 き」、「送状兼請 求デ ータ標準 フ ォーマ ッ

ト」、「輸 出商談支援 システム標準 書」等 において標準化 した輸 出関連項 目を活用 し、必

要 に応 じて項 目定義 や桁数 の調整等 を行 な う。

③ 既存標準 に同様 の項 目はある ものの、輸 出取引で使 われている独特 の言回 しについて

は、利用者の利便性 や 「標準項 目 ・コー ドの手引 き」等 との整合性 などを考慮 し、新 た

な項 目 として追加す る。

④ 「鉄鋼EDI標 準」 は物流 ・標準 関係 で26、 品質関係 で13の 合計39の 標準 メ ッセー ジを

規定 してお り、これ ら全 て を海外接続用 に手直 しする ことは、ニーズ、業務負 荷の両面

か ら適 当では ない こ とか ら、接 続先 か ら要望 の出てい る情報 に関 して海外接 続用標 準

メ ッセージの制定 を行 な う。
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3.5Cll標 準 企 業 コ ー ドの取 得

CII標 準 によるEDIを 実施す る企業 は、「CII標準企業 コー ド」を取得 する必要が あ る。BCC

社、BECC社 の 「CII標準 企業 コー ド」の取得 にあ たって は、CIIに 確認 し、平 成9～10年

度 に実施 したEDI海 外接続 実」験実施時 に、CIIよ り提示 された下記 の方針 に基づ き実施 した。

・ 接続先企業が所在す る タイには、当該 国の標準企業 コー ドを発番 ・管理す る機 関が

存在 しない ため、海外 接続先企業 につ いて もCIIが 「CII標準企業 コー ド」 を発 番 ・管

理す る。

・ 登録お よび更新 は、国内企業 と同様 の手続 きを、 窓口業界お よびパー トナーの 日本

企業が代 行 して行 なう。

・ 海外企 業への 「CII標準企業 コー ド」の発番 は、 当該 国の標準企業 コー ドを発番 ・管

理す る機 関が出来 るまでの過渡 的措 置 と してCIIが 行 な うものである ことか ら、海外 に

立地す る企業の登 録 ・更新費用 は無料 とす る(但 し、海外 に本社があ り、 わが 国に立

地す る企 業 は対 象外)。

・ 海外企業 に特 有の番号帯 は設 けない。

以上 の考 え方 に基 づ き、BCC社 、BECC社 の 「CII標準企業 コー ド」の取得 につ いては、

パ ー トナー会社であ る三井物産、 日鐵商事 か らの申請 に基づ き、業界 コー ドセ ンター とし

て、鉄鋼業界 にお ける 「CII標準企業 コー ド」 の発番 ・管理 をCIIか ら受託 してい る囲鋼材

倶 楽部鉄鋼EDIセ ンターが 、BCC社 に 「157070」、BECC社 には 「157080」の 「CII標準企業

コー ド」 を発香 した。

一62一



3.6シ ス テ ム環 境 概 要

イ ンターネ ッ トEDIの 形 態 には、従来のバ ッチ型EDIの 延長 であるEDIメ ッセー ジをファ

イル形式 で送受信 す るフ ァイル転送型 と、EDIメ ッセージ をHTML形 式 に変換 してWWW

サ ーバ ーに登録す る こ とに より、WWWブ ラウザーか らのEDIメ ッセージの閲覧 お よび簡

易入力 を可能 とす るWeb型 がある。

海外 との間で インターネ ッ トEDIの 接続実験 を実施 するに当た って、 「海外 との接続性」、

「セキュ リテ ィ」、 「構築 の容易性 」、「運用の容 易性」 とい った側面 か ら各 方式(プ ロ トコ

ル)の 適性 について整理 ・検 討 を行 った。その結果、今 回は、セ キュアメール方式 とWeb-

EDI方 式 の両方 式 ともに実施 してみて、適用す る業務特 性 に よ り適切 な方式 を決 定す る事

とした。

以上 か ら、今 回は、伝 送の対象 となっている情報の うち、「出荷現 品情 報」 につい ては、

入荷予定情報 として その まま業務 システムの入力 デー タとして利用 され るこ とか ら、 ファ

イル転送型 のセ キュ アメール方式 で、「検査成績情報」 につ いて は、 コ イルセ ンターの業

務特 性 か ら、需 要家か らの問合せ対応 時 におけ る利用 が主で ある こ ともあ り、「検査 成績

情報」 を 日本側 商社 のWebサ ーバ ー に蓄積 して置 き、現 地 コイルセ ンターは必 要 な時 にイ

ンターネ ッ ト経 由ブ ラウザーで検査 成績 データを閲覧 す る形で の利用 を想定 し、三井 物産

～BCC社 へ の 「検査成 績 情報」 の授 受 をWeb-EDI方 式 で実施 す るこ とに した
。
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3.7実 証 実験結 果

今 回の実験環境構築 に際 しては、EDIシ ステ ム導入時の現地の実験 サ イ トにお ける環境

構築 を容易 にす るため、通信機 能 を始め としてEDIに 必要 な トラ ンス レー シ ョン機能、デー

タ管理機能、トラ ッキ ング機能、運 用管理機 能 を兼ね備 えたF社 製の海外 向 けEDI統 合パ ッ

ケージを活用す るこ ととした。当該パ ッケージソフ トの正式版 の リリースが平成11年 の12

月末で あったこ とか ら、 日本国内で の受入 テス ト期 間や現地実験サ イ トでの実験環境 の構

築作業 お よび導入教育期間の関係 か ら、実証実験 の期 間 は平成12年 の2月 ～3月 の2ヶ 月間

で、 日本 の ミルか ら実験サ イ ト向 け に船積 み される製 品を対象 に実 デー タを伝送 す ること

で実証実験 を行 なった。

実験 結果 について見 てみ る と、 日鐵 商事 ～BECC社 の ルー トにおい て、2月 の実験時 に

BECC社 サ イ ドで伝送 デー タを受信後 トランス レー ト処理 を したデ ー タを業務用 の アプリ

ケーシ ョンに取 り込 み を行 な った際 に、処理結果 をプリン トアウ ト出来 ない とい うエ ラー

が発生 した。 当該 エ ラーは、BECC社 のEDIサ ーバーの フ ォーマ ッ ト情報 の設定 ミスに よ

るもので、 フ ォーマ ッ ト情 報 フ ァイルを更新す る ことによ り、問題 は解決 した。

なお、 イ ンターネ ッ トで は、経路 や中継上 の トラピックに よ り送達 遅延 や転送 メ ッセー

ジが消失す るケースが指摘 されているが、今 回の実験 では、送達遅延 、転 送メ ッセー ジの

消失 とい った問題 は発生 しなかった。 また、昨年度 に実施 した実証 実験で は、 ネ ッ トワー

ク関連 のエ ラーが数多 く発生 したが、今 回の実験 ではネ ッ トワー ク関連の障害 も発生 しな

かった。

以上か ら、今 回構 築 したEDI海 外接 続 システムが実 際の取 引業務の 中で有効 に機能す る

ことが実証 された もの と思われ る。
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3.8デ ータ交換運用規約 内容 の検討

オー プ ンなネ ッ トワー クである インターネ ッ トを用いたEDIを 実施 す るにあ たっては、

業務 の円滑 な運用 を行 うために、 イ ンターネ ッ トを利用す る こ とによって発生す る リス ク

の対応 策 を当事者 間で締結す る運用規約等で予め取 り決 めてお く必 要があ る。鉄鋼業界 で

は、EDIを 実施す る企業 間で締 結す る運用規約 について、「企業 間デー タ交換 に関す る覚書」、

「企 業 間デ ー タ伝送取 決 め書」 の雛型 を用意 してい るが 、「鉄鋼EDI標 準」 は、VAN(付

加価値通信 網)や 専用 回線等 のクローズ ドなネ ッ トワー クを用い るこ とを前提 としてい る

ことか ら、 この度、 イ ンターネ ッ トEDIを 実施 する際 に当事者 間で取 り決 めてお くべ き事

項 についての検討 ・整理 を行 った。

インター ネ ッ トEDIを 実施す る際 に当事者 間で取 り決めが必要 な項 目としては、

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

使用 す るネ ッ トワークの形態

通信 プロ トコルの種類 一

暗号化 の方法

送達確認

送達遅 延、転 送 メ ッセ ージ消失時の扱 い

二重送達 時の対 応方法

ゼロ件 デー タの取 り決め

費用分担

障害発生時 の責任 範囲

デー タ内容 の改 窟、デー タ内容 の不正取得 ・漏洩、 コ ンピュー タウイルスの浸 入等

に よる事故 を防止 す るための対処方法

などが考 え られる。 この うち、運用 費用分担(回 線使用 料、 イ ンターネ ッ トサー ビス プロ

バ イダー利用料、 コンピュー タ運用経費)の 考 え方 につい ては、図3-3に 図示 した ように、

デー タの伝達 にかかる通信 費用 はデー タの伝達者が負担 し、伝達 されたデー タの受信 にか

か る通信 費用 はデー タの伝達 を受け るものが負担す る。デ ー タの開示 にかか る通信 費用 は

開示 者が負 担 し、 開示 されたデー タへ のア クセスにかか る通信費用 はデー タの開示 を受 け

る ものが負担 す るこ とを原則 と した。
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<一 ーーー ー ー ー ー一 発 信 者 が 負 担 一ー ーーー一一→

千一ーーーーー一 受信者 が負担 一 →

(凡例)ISP:イ ンター ネッ トサー ビス プロバ イダー

AP:プ ロバ イダーの アクセスポ イン ト

図3-3費 用 負 担 の 範 囲 の考 え方

さらに、 インターネ ッ ト上 には、ネ ッ トワー ク全体 を管理す る組織が存在 してい ないた

め、利用 者間で、 インターネ ッ ト利用 によるデー タ授受 に対す るデー タ保証 の責任 範囲 に

つ いて取 り決 めを行 って置 く必 要が ある。デー タ保 証の責任 の範 囲 につい ては、図3-4に

図示 した ように、イ ンターネ ッ トは、途 中の ネ ッ トワー クが原則 的 に転送機 能 しか持 たな

いことか ら、発信者 お よび受信者 の責任範 囲は、 自身が使用す る インター ネ ッ トサ ー ビス

プロバ イ ダー(ISP)の ア クセス ポイ ン ト(メ ールボ ックス を含 む)ま で とす るのが妥当

と思われる。

〈一 ーー一 一ー一一一 発 信 者 の責 任 範 囲 一 ーーーーー一 〉

← 一ーーー一 受信 者の責任 範囲 一一ーー一 一 〉

図3-4デ ー タ保 証 の 責任 範 囲 の考 え方
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また、デー タ内容 の改窺、デー タ内容の不正取得 ・漏洩、 コンピュータウイルスの浸入等

による事故 を防止す るため、各当事者がそれぞれ に、一定の レベ ルの安全対 策 を講ず るこ と

や どの ような被 害 を対象 に どうい った安全対 策 を講 じるのか といった内容 についての規定

や、安全対策 を怠 った場合の効果 についての取 り決め内容 を盛 り込 む必要がある と考 える。



3.9実 証実験 システムの評価

実証 実験の終了後 、今 回の実験 に参加 した タイ側BCC社 、BECC社 、 日本側 参加商社 の

三井物 産、 日鐵商事 よ り、業務面へ の効果 、コス ト ・パ フォーマ ンスの面 な どか ら、今 回

構築 したEDI海 外接 続 システム についての評価 を して貰 った。

評価結 果は以下の通 りであるが 、前 年度の タイSUS社 と日本商社 との実証実験 の結果 も

踏 まえた今 回の実証実験結果 の評価 は以下 の通 りで ある。

まず 、通信 回線 を専用線 か らイ ンターネ ッ トに変更 したこ とに伴 い、今 回実験 に参加 し

た商社 お よび現地 コイルセ ンターでは以下の ような大 きなメリ ッ トが実現 した。

・EDI実 施 のための事前準備の時 間お よびコス トの大幅 な節 減

・ 通信費用 を中心 とした月額運営費用の大幅 な節減

・ 海外側(BCC社 、BECC社)の 受 け入れ準備業務の全般 的 な軽減化

・ ファイル転送型 のみ な らず、 イ ンタラクテ ィブなWeb-EDIの 実現

また、今 回の実証実験 では、 イ ンターネ ッ トを利用 したEDIの 実施 形態 と して、 フ ァイ

ル転送型 の セキュ アメー ル方式 と、Webブ ラ ウザーか らEDIメ ッセー ジ を閲覧 す るWeb-

EDI方 式 の2方 式 を用 いて実験 を実施 し、実運用す る うえでの課題等 を把握す るこ ととした。

その結果 、 ファイル転送方式 のEDIを 採用 す る場 合、今 回実証実験 に参加 した海外 コイ

ルセ ンター(BCC社 、BECC社)に は、各 々CIIト ラ ンス レー タを含むEDIパ ッケージ ソフ

トをイ ンス トール したPCベ ースのEDIサ ーバ を各 々設置 したが、東南 アジアの労務費 と比

してEDIサ ーバの調 達 コス トは相 当程 度の金額 となってい る。 中小規模 の海外商社 やその

関係会 社である コイルセ ンター に各 々これ と同様 のEDIサ ーバ を設置 してEDIを 実施す る

ことは、業務 内容 に もよるが、 なかなか費用対効果が あわないこ とが危惧 される。

三井物 産～BCC社 との 間で実施 したWeb-EDI方 式 を採用 した場合 は、商社本社側 では シ

ステム開発 に相当 な期 間 と費用が必要 になるが 、BCC社 を含 む中小規模 の海外 の利用者 は

インターネ ッ トにつ なが ってい るパ ソコンが あれば利用可能 であ り、専 門技術者 が不 要で、

操作 の容 易性が高 くかつ経済性 に も優 れてお り、海外 の複 数の相手先 とのEDI実 施 につい

ては、 実用性が高い こ とが あ らためて証 明 された。利用者 の関心事 である レスポ ンス タイ

ムにつ いて も日本国 内 と大 きな相違 はな く、今後 は、実証実験 で構築 したシステム に対 し

て如何 にシステムの セキュ リテ ィを向上 してい くかが実用化 のための課題 である。

BCC社 、BECC社 サ イ ドの評価 は、事務処理時 間の短縮 化、デー タ精度 の向上 、顧 客サ ー
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ビスの向上、 さ らには、新規顧客 の拡大 も見込 め る等、業務面で大 きなメ リッ トが期待 で

きるとことか ら、今 後 は社内 シス テム との連動 を図 り実運 用 して行 きたい とのこ とであ っ

た。

一方 、 日本側商社 につ いて は、 「輸 出用 出荷現 品情 報」、 「輸 出用検 査成績情報」 を社 内

業務で利用す る ことは ないため、直接 的な業務効率化 には結 びつか ないが、海外顧客へ各

種情報提供サ ー ビス を行 なうことによ り、顧客 との関係強化 を図 るこ とが出来 ることか ら、

その意義 は大 きい と位 置付 けている。
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3.10ま と め

3.10.1EDI海 外接続事業 の成果

第1の 成果 として は、 イ ンターネ ッ トの実用性の高 さを再認識 出来た こ とで ある。前

述 したように、平 成10年 度 に実施 した専用線ベースのEDI海 外接 続実」験で は、国内専用

線敷設手続 きの開始 か ら実際 の回線疎通 テス ト完了 までに6ヶ 月の期 間 を要 し、その間、

現地 キャリア との折衝 にあたるため数 回 日本 か ら出張対応が必要 となるな ど、通信 回線

の準備作業 に多 くの労力 とコス トを要 した とともに、通信 費用 も1商 社あ た り月額40万

円程度 と負担 。 これに対 し、 インターネ ッ トを利用 したEDIで は、実験サ イ トの各企業

の ネ ッ トワー クが イ ンターネ ッ トに接続 されていたため、通信 回線 に関わる準備 は全 く

不要であ った他、通信 コス トも安価 であ り、その導入 の容易性、通信 コス ト面 の有利 さ

が実証で きた。

現在 、海外 の需要家か ら出荷現 品情報 や検査成績情報 の提供要請が多数寄せ られてお

り、 インターネ ッ トをEDIに 活 用す るこ とに より、 こ うした要請 に迅速 かつ安価 に対応

出来 ることが実証 されたこ とは、海外 か らの多様 な要請へ の対応 を検討す る うえで極 め

て有意義な ものであった と考 え る。

第2の 成果 と して は、海外 の相手先 との間でEDIを 行 ううえで、Web-EDI方 式 の実用

性の高 さを認識 出来 たこ とである。Web-EDI方 式 は、デー タの開示先 ではシステム開発

に相 当の期 間 と費用 を要す るが 、利用 者は、イ ンターネ ッ トに接続 したパ ソコンがあれ

ば利用可能である ことか ら、専 門技術 者が不 要であ り、操作性、経 済性 にも優 れている

こ とに加え、運営 ・保守 を一元 的 に行 なえるといった点 か ら、伝送 デー タの社 内での活

用方法 にもよるが 、海外 との 間でEDIを 実施す るにあたっては、Web-EDI方 式 の有効性 、

優位性 を実感 する ことが で きた。

第3の 成果 としては、今 回の実験 を通 して、日本か ら輸 出 される鉄鋼 製品の約6割(1999

暦年ベ ース)の ウエ イ トを占め る薄板 品種全般 について、海外接続 用の標準 メ ッセー ジ

が整備 された ことである。 タイにおいて普及 しつつあ るように、今 後、海外 の需要家 に

おいてISOお よびQCに 基づ く品質管理手法 の導入が進 む もの と考 え られる。これ に伴 い、

海外需要家か らの検査績 デー タの提供 要請 も増大す るもの と思 われ るが、情報提供 によ

る顧客サー ビスの向上 に繋 げ られ る とい った点か ら、需要家か らの情報提供要請へ の迅

速 な対応 を可能 とす る基 盤が整いつつ ある とい うこ とは、わが国の鉄鋼業界 に とって非
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常 に有意義 なこ とで ある。今後 もその優先度 を勘案 しなが ら、未着手の 品種 について輸

出用 メ ッセ ージの整備 を進 めて行 くことが肝 要であ る と考 える。

第4の 成果 として は、統合EDIパ ッケージソフ トの有効性 が認識 出来 た こ とで あ る。

今 回の実験 用 シス テムの構築 にあ たっては、通信機能 をは じめ と して、トラ ンス レー シ ョ

ン機能、 データ管理機能、 トラ ッキ ング機 能、運用管理機 能 とい ったEDIを 行 な ううえ

で必 要 となる機 能 を兼 ね備 えたパ ッケージソ フ トを活用 した。統合パ ッケージ ソフ トを

導 入 した ことによ り、多数の ソフ トや機器 を買 い集め、 それ らをつ な ぐためのエ ンジ ニ

ア リングや手配の管理 とい った手 間か ら解放 される とともに、通常 のEDIツ ール を導 入

した場合 にユ ーザ ーサ イ ドにおいて対応 を要す るアプ リケーシ ョン開発 が不要 とな り、

EDIシ ステムの短期 間での構築 が可能で あった。 また、 シ ンタックスルール につ いての

知識が無 くて も運用 が可能であ り、システム要員が不足 してい る企 業 に導入 を図 って行

くうえで、 その有用性 を実感 す ることが出来 た。

第5の 成 果 としては、 タイ国内の企業 間で 「鉄鋼EDI標 準」 に基づ いたEDIが 実現 す

る方 向 にあ るこ とであ る。θ 鋼材倶楽部 「鉄 鋼EDIセ ンター」 では、平 成9年 度 ～平成

10年 度 にか けての タイの リロールメー カーであるSUS社(SUS社 は熱延鋼板 を再 圧延 し、

冷延鋼板等 の製品 に加工 して販売する製造業者)お よび今 回の 日系 コイルセ ンター(BCC

社、BECC社)と のEDI接 続 実験 の実施 を したが 、今 回構 築 したEDIシ ス テム を活 用 し

て、SUS社 とBCC社 お よびBECC社 との 間で、SUS社 が両 コイルセ ンター に出荷 す る現

品 に関す る情 報の授 受 を 「鉄鋼EDI標 準」 に基 づいて実施すべ く検 討 され ている との こ

とであ り、 こ うした動 きを皮切 りに して、 タイの企業 間 にお いてCII標 準 をベー ス と し

たデー タ交換 の気運 が高 まるこ とを期待 したい。

3.10.2今 後の課題

今 回の実証実験 では、CII標準 をベース とするEDIを 東南 アジアを中心 に普及拡大す る

ための方策 として、通信 コス ト面 の有利 さや導 入の容易 さか ら、世界 的 に導入が進展 し

てい るイ ンターネ ッ トを活 用 したEDIに 着 目した。 その結果 、導入時 におけ る容易性 、

操作 の容易 性、低 コス ト等 が明確化 し、海外 の取引先 や中小企業 との間のデー タ交換手

段 と しての インターネ ッ トを利用 したEDIの 有用性 が実証 された。但 し、その普及 を図っ

て行 くため には、以下の ような課題へ の取組 みが必要 である と考 える。

課題 の一 つ 目と して、パ ッケージソフ トの低価格化 を指摘 したい。す なわち、 フ ィル
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転送型のEDIを 今 回の実験用 に構築 したEDIシ ステムに よ り実施 しようと した場合、機

器お よびソフ トウエ アーの購 入費 のほかに、EDIデ ー タを社 内業務 システム に取 り込 む

ための改造費用等が必要 となる ことか ら、その導入費用 をラフに見積 もる と1千 万 円程

度の初期導 入費用が かかる もの と想定 される。現地 コイルセ ンターにお ける現場従業員

の給 与水準(月 額5千 バ ー ツか ら1万 バ ー ツ)か ら判 断する と、費用対 効果の面か ら導入

が進 まない とい う事態 は十分想定 される。

各情報 をデー タの まま送信す る フィル転送型 は、受信 者側 での加工 自由度が高い こ と

か ら、伝送方式 として、 フ ィル転送型 を活用す るニ ーズは高い と考 えられ る。

以上か ら、今後普及 を図 って行 くためには、 より安価 なパ ッケージソフ トの提供が必

要で、開発 ベ ンダー各社の対応 に期待 したい。

二つ 目の課題 としては、 メガ コンペテ ィシ ョン時代の到来 に伴い、今後 、東南 アジア

に進 出 している 日系ユ ーザ ーか らSCMシ ス テム構築へ の要請 が高 まって くることか ら、

そ う した要請へ の対応 の備 え として、現地ユ ーザーへ の鉄鋼製 品の供給拠点 となってい

るコイルセ ンターの情報化へ の適応力 を高 めて行 くための基盤整備 に向けた取組 みが必

要 と思 われ る。今 回の実験 に参 加 したBCC、BECCの 両社 で は、EDIに よる業務改善 効

果 を認識 され、今後 は、社 内業務 システム との連動 を図 り、実運用 される との ことであ

り、平成9年 度か ら平成11年 度 にかけて、通商産業省、産業情報化推進 セ ンターの ご支

援、 ご指導の基 、取組 んで来 たEDIの 海外接続事業 は、現地 サ イ ドにおけ るシステム リ

テラシーを強化す るための きっか け作 りが出来た とい う点 で も非常 に意 義があ った と考

えてい る。
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第4章 電子機i器業界の国際EDI

4.1背 景 と 目的

(1)電 子機器業界 における国際化

21世 紀 に向 けて 日本の各企業の事業活動 は グローバル化、ボー ダレス化 して来ている。

特 に、 メーカー各社の 国際事業展 開は急であ り、その 中で も電子機器 メー カーは積極 的

に国際化 を進展 させて来 た。電子機器業界は、輸 出比率が高 く国際 的に企 業 間競争が激

しい とい う特 徴 を持 ってお り、そのため多 くの 日本の電子 機器 メーカーは、競争力 を維

持す るため に生産 コス トの低減 、為替 リス ク ・貿易摩擦 の回避 を目的 に、早 くか ら労働

集約 的な組立工程 を中心 に国内生 産 を縮小 し、生産拠点 を海外 に移転 して きた。

最近 では、経営資 源 を最 も効率 的 に活用で きる場所 に移転 する 目的で、生 産工程その

もの を全面 的 に海外へ移管す る ことが行 われ ている。

更 に、 開発、調達 、生産、販売 な ど企業活動の鎖 をベ ス トな状態 でつ な いで 、資材 ・

製品在庫、流通在庫 を ともに削減 、納期 も短 縮 し資金効率の向上 を目指 した 「サ プライ

チ ェー ン ・マネ ジメ ン ト(SCM)」 が多 くの企業で広 が り始 めてい る。電子 機器 業界 は

部 品調達 の規模 が非常 に大 きいため、SCMが 重 要な戦略 と して位 置づ け られてお り、最

適 なネ ッ トワー クを国際的 に形 成 して行 くことが企業 ない し業界 の死活 問題 と考 え られ

てい る。その対 応の一例 と して、多 くの企業 で 「国際部 品調達部 門IPO」 を設 置す る と

ころが増 えて きてい る。 これは本社の調達部 門 をヘ ッ ドとして主 要国 にIPOを おいて最

適 部 品調達 を行 う仕組 みである。

(2)通 常 の輸 出 とは異 なる国際取引 の形態への対応

前項 で述べ た国際化の状況の元手、部品調達 におい ては次 の ような通 常 の輸 出 とは異

なる国際取 引が数多 く発生 して いる。

① 国内の調達部 門 と海外 のIPOの 取 引

② 海外 の生 産拠点 と海外 のIPOの 取 引

③ 海外 の生 産拠 点 と国内の部 品メー カーの取引

④ 海外 の生 産拠 点 と海外 の 日系部 品メー カーの取 引

これ らは、 国際取 引ではあって も同一企業 グループ間ない しは 日系企業 間 とい う特徴

があ り、その ため国内取引 を遠距離 に した形態 と捉 える ことによ り、国内取 引 に類似 し
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た受発注 の方式が可 能である と考 え られる。電子機器業界 では国内取 引 においてはCII標

準 に よる受発注 のEDIが 進展 してお り、上記の ような国際取引 において もCII標 準 を採用

する ことは、EDIを 拡大す る上で一定 の評価がで きる もの と思 われ る。
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4.2EIAJ-EDIセ ン タ ー と し て の 取 り組 み

EIAJのEDIセ ンターは昭和63年(1988年)の 発足以来、業界標 準EDI作 成 ・維持管理 に

取 り組 み、製造業界 と して は業界標 準EDI制 定の先例 をつ けた。

一方
、国際活動 は、平成2年(1990年)春 の国連JRTに 参加 して以来 、欧米の電子機器

業界 団体 と連携 してEDIFACTの サブセ ッ ト作 りを続 けて きた。 この背 景 には、平成3年10

月1日 付 けの官報 で告 示 された連携 指針 の 「国内取引 はCII、 国際取 引 はUN/EDIFACT」

とい う基 本方針 に沿 った ものであ った。

しか し、その後の情 勢は徐 々にかつ微 妙 に変化 を示 して きた。す なわち、

① 米国がANSIX.12の 開発 を 「凍結」 か ら 「継続」へ方針変 更。

② 国際取引 には現 地法人や商社が介在 し国内取引 となるケー スが多 く、海外 メー カー

との直接取引が少 ない。

③CII標 準 の認知度が世界で高 ま り、CII標 準の海外接続の期待度 が高 まって きた。

などか ら、通産省で はJIPDECに 「EDI海 外接続研究委員会」 を設 け、平成9年 度 か らは鉄

鋼 業界 に標 準 メ ッセー ジ開発並 び に技術 的問題点の解 明 を補助 金事 業 として委託 した。本

件 は平成10年 度 に も継続 され、海外 企業 との間で実証 実験 が行 われて いる。

今 回、EIAJ-EDIセ ンターが委託 を請 けた事業 もEDI海 外接続研 究委員会 の活動 の一環 で

あ り、鉄鋼業会 に加 えて複数の業界 で標準 メ ッセージの作成 と実証実験 を行 い、CII標 準 の

海外接続 の可能性 を示 す ことを目的 と している。

EDI海 外接続研究委員 会の 目的 には、 日本 の国際標準制 定へ の積極参加 も含 まれている。

UN/EDIFACTへ の参画 も重要であるが、た とえ近隣地域かつ 日系企業 とのEDIで あって も、

日本 オ リジナルの標準 を作 成 し公 表する ことが我が国のアイデ ンテ ィテ ィを示す上 で重要

となって きた とい う事実 に基 づ くものであ る。

このような内外の事 情を勘案 し、EDIセ ンターでは今回の委託事業を受諾 した経緯がある。EIAJ-

EDIセ ンターとして国際取引 に国際化 されたCII標 準を業界標準EDIと して公認するか否かは、本

委託事業推進とは独立した事象である。すなわち、本受託事業 の成果を当業界の国際EDI標 準 と

して認 定し、EDIFACTの 電子業界版ともども普及を図るか否かは別途検討 されるべき課題である。

本委託事業 を受諾 したEDIセ ンターの基本姿勢は、業界企業 にとって メ リッ トのある標

準化推進、JIPDECな ど関係 団体 との連携 であ り、国際取引 に用 いるEDIの 選択肢が増 える

こ とはよいこ ととの判 断に基 づ くものである。
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4.3標 準 メ ッセージ開発の前提条件

(1)海 外接続EDIの 前提

海外接続EDIと は、国内のEDIシ ステムを海外へ延長 す る仕組みであ る。 国内EDIに

おける仕組 み を海外 へ延長 して適用で きる ことが望 ま しく、そ う したこ とか ら海外子会

社間や極めて関係 の深い取 引先 間のEDI接 続が前提 となる。

すで に確立 してい る仕組 み を、海外 に延長 する訳 であるか ら、既存の システム資産 を

活用 で きる とい う利 点がある。

通例 、海外 とのEDI引 を行 う場合の標準 としては、国際標準(UN/EDIFACT)を 適用

す るのが通例で あるが、本検 討で は国内標準 であ り既 に広 く普及 しているCII標 準 メ ッ

セージ を活用す る ことを前提 に検討 した。

(2)標 準 メ ッセージの検討範 囲

今 回の検討対象 とする情報 の種類 として、注文情報 の範 囲 に絞 る こととした。

海外接続EDIと しての ビジネスプロコ トルを考慮 して、注文情報以外 の情報 区分(計

画、見積、支給、納 入、請 求 ・支払)に つ いては、今後 の拡大 を見込み 、必要 とされる

情報 項 目を考慮 に入 れて検討 を行 った。

また、国 を越 えて行 う取 引 を前提 としてい るため、国内EDIで 取 り扱 われていない項

目(輸 送 に関する情報 や責任 区分お よび費用負担 な ど)を 重 点的に検討 した。

詳 細の取引条件 については、デー タ交換協定書 によって、契約 当事者 間 において詳細

な レベル までの合 意がな されてい ることを基本 と した。

(3)現 行標準 メ ッセー ジとの切 り分 け

基 本的 に、今 回の検討 によ り作 成 した海外接続用標準 メ ッセージの情報 区分 は、現行

の情 報区分 とは独立 した もの と し、新 たな情 報区分 コー ドを設けた。 また、新 た なデー

タ項 目について も、新規 に項 目NQ(00800番 台)を 採養 した。

(4)標 準 メッセージ検討 の範 囲

本WGに よるCII標 準 の海外接続EDIに 対 す る検討 範囲 は、標準 メ ッセー ジの内容の範

囲 とし、その後 の運 用 に関す る トランス レー タの提供 お よび運用や通信 手段 な どについ

ては今回の検討 の範囲外 と した。
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4.4 検討結果

検討成 果の 中か ら、注文情報 とイ ンボイス情報 を以下 に示 す。

Message

formatno,

Association

name

Su卜

association

name

lnformaOon
idenUWercode

Version

ELへJ 01 4401 2T

(1)Purchaseorder

ltemno. |temnamθ RQ Kgy CD Contentsofltem
Anribut6

(no.ofd㎏ 樹

RepeU・

Uon

00001 Datapr㏄essingno. ● No,showinginwhatorderreceiverwil】processdata.Receiver

willpr㏄essdataintheorderofthisno.,sofbllowdatarecord

creatingmethodgiveninthispublicationfbrmethodof

determiningorder.

9(5)

00002 Infbmation

identifiercode

● * Codeshowingtypeofinfbrmalion.(Orderinformation=4401) X(4)

00003 Datacreationdate Thedateonwhichthedatawascreated. 9(6)

00004 Buyercode ● ☆ * Coderepresentingthecompanyplacingpurchaseorder(6digits)
andfactory,off]ce,Vendorcode,sa|essection,etc.,usingunified
corporatecode.

X(12)

00005 Vendercode ●

1

* Coderepresentingthecompanyrcceivingpurchaseorder(6

digits)andsalesofnce,section,etc.usinguni而edcorporatecode.

X(12)

00006 Purchasesection

code

Buyersectioncoderepresentingsectionresponsiblefbrprime

costorsectionreceivingdelivery,

X(8)

00801 Purchasesection

name

Buyersectionnamerepresentingsectionresponsiblefbrprime

costorsectionreceivingdelivery、

X(35)

00802 Orderreceiving
.

sectlonname

Namerepresentingsectionreccivingpurchaseorders. X(35)

00803 Quotationd㏄ument

no.

Controlno.quotergivestoquotationd㏄umentrcceivcdby

buyerfbrpurchaseorder.

X(23)

00007 Purchaseorderno. ● ☆ Controlno.a"achedtopurchaseorderinfbrmationbybuyer.h

mustbeunique.

X(23)

00008 Productionno. Productioncontrolno.,oforderedproduct,relatingtocost

managementetc.

X(19)

00009 Correctioncode ● * Codeshowingwhetherinfbrmationisnew,ahered,orretracted. X(1)

00011 Purchaseorder

issueddate

● Dateonwhichthatpurchaseorderwasissued. 9(6)

00012 Unit ● * Codcshowingunitofquanlitymeasurement. X(3)

00281 Currencycode ● * Representscurrencytype. X(3)

00282 Unitpnce ● Per-unitpriceoftheproducし 9(11)V(5)

00014 UnitpriceindicaIor ● * Codeshowingwhelherunitpriceisconfirmedorundecided. X(1)

00015 Volurneofpurchase

order

● Volumeofthepurchaseordcr. 9(9)V(3)

00283 Purchaseorder

amount

● Unitpricemuhipliedbythepurchaseordervolume. 9(12)V(3)

00804 Delivery/爬ceMng

condition

● * UsesINCOTERMSabbreviationtorepresentdelivery/receiving

conditionsuchasFOB,FCA,orCIF,

X(3)

00805 Paymentmeanscode ● * CodeshowingPaymentmeans. X(2)

00806 Paymentcondition DescriptionrepresentingPaymentcondition. X(100)

00807 Transportationcost Descriptionrepresentingtransportation-relatedcost. X(30)

00808 Insurancecost Descriptionrepresenlinginsurance-relatedconditions. X(30)

00017 SupPliesidenti5er * Codeshowingwhetherthereareanysuppliestomanufaclurer

andhowsuchsuppliesaredelivered.

X(1)

00809 Purchasing

personne1

Abbreviationshowingpersoninchargeofpurchasing(ordering).X(20)

00810 OrderreceMng

personne1

Abbreviationshowingpersoninchargeoforderreceiving. X(20)

00019 Materials!standards/
dimensions

Representsmaterials/spccifications!dimcnsionsoftheordered

producし

X(20)

00020 Presenceof

specincation

* Codeindicatingwhethcrthereareanydiagramsorspecification

d㏄uments.

X(1)

00021 V釘sionno. Indicateshowfrequentlyspecificationanddiagramshavebeen

wrinenorchanged.Specifiesconte耐soforderedproducla|ong

w"hproductnameandproductnamecode.

X(3)

00022 Productname

(specificationsof
productname)

Popular(common)productnameinmarket. X(30)

00183 Orderedproduct
specincation

SpecincationoforderedproducL X(120)

00023 Productnamecode

R)rvendor

Productconlrolno.thathasbeencontrolledbyvendor. X(25)
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ltemno, ltemname RQ Kgy CO Contentsofltem
At旬㎏」佃

(no.o「d㎏1㎏)

R6petト

目on

00024 Productnarnecode ● Orderedproductcontrolno.thathasbeencontrolledbybuyeL X(25)
fbrbuyer

00025 Copyno.of Thecopyno.ofdrawingsandspecificationd㏄umentstha"he 9(2)
drawingsand buyergivestothevendor,

speci飼cation

d㏄uments

00026 Package Codethatshowsthetypeanddimensionsofthepackage,and X(7)

(packagingunit) howmanyproductsitcontains.

00028 Placeofdelivery ● Codeshowingplaceofdelivery. X(8)

00811 Nameofdelivery Nameshowingplaceofdeliveryorplaccofreceiving. X(25)

place・

00029 Inspectionidentifier Codeshowingmethodofinspection.(suchas:thor皿gh, X(3)
sampling,nocheck)

00030 Deliveryinstruction * Codeshowingwhetherthedeliveryinstructionin㊤mationwi11 X(1)
■

Slgn beissuedornot.

00031 Deliverydate ● Deliverydatefbrproducttobehandedtovendorbybuyer. 9(6)

00032 Specineddelivery Volumefbreachdclivery. 9(9)V(3)
volume

00034 Deliveryn。. Controlno.whichhasbeencontrolledbybuyerorvendorto X(8)
speci5deliverydatafbreachdelivery. 31

00159 Deliverykeyno. Controlno,specifyingadelivery.Thisnojschosena㏄ordingto X(23)
discussionbetweenbuyerandvendor.hmustbeindicatedinthe

accountshcelwhenastandarddeliverylabelandstandard

deliverydocumentareused.

00179 Deliverytime Showstime(HHMM)o"imezone(AMorPM)inwhich X(4)

productisdeliveredtoplaceofreceivil19.

00151 End-username Nameorcodeoforiginalbuyerorderingthroughtrading X(20)
company,intransactionsviatradingcompanies.Usedwhen

requiredbetweentradingcompanyandvendoL

00152 Postalcodeof Postalcodeofaddressofre㏄iverofdehvery(includinghyphen). X(8)
receiverofdelivery

00153 Addressofreceiver Addressofreceiverofdelivery. X(100)

ofdelivery

00154 Nameofreceive「of Nameofreceiverofdelivery. X(100)
delivery

00155 End-userproduct Intransactionsviatradingcompany,namegivenIoproduct X(30)
name orderedbyoriginalbuyerfbrtrading◎ompany.Usedwhen

requiredbetweentradingcompanyandvendor.

00156 End'userproduct Controlno。chosenfbrproductorderedbyoriginalb凹yerfOr X(25)
namecode tradingcompany,i別ransactionsviaatradingcompany.Used

whenrequiredbetwec川radingcompanyandvendor.

00157 End-userpurchase Controho.giventopurchaseorderinfbrmalionbyorigina1 X(23)
orderno. buyerfbrtradingcompany,三ntransactionsviaatrading

company.Usedwhennecessarybetweentradingcompanyand

vendor.

00158 Nameofspecified Manufacturernameofproductwhichoriginalbuyerhas X(20)
manufacturer specifiedtotradingcompany,intransactionviatrading

.

company・

00161 Bar◎ode Buyerreferenceinfbrmationrequiredtobeindicatedmthebar X(23)
in(bmationfbr codefbrmatinIhea㏄ountsheetwhenastandarddeliverylabel

buyer andstandarddelivCryd㏄umentareused.

00162 Commentsfbrbuyer BuyerrefbrenceinfbrmatioMequiredbbeindicatedinthe X(50)
a㏄ountsheetwhenas1andarddeliverylabelandstandard

dehverydoculnentareused.

00166 Indicatorofcontract Codeshowingcontrac"ype(continuouspurchaseorder, X(1)
condition temporarypurchaseorder,etc.).

000167 1ndicat。rofpurchase Codeshowingpurchaseordertype(individualpurchaseorder, X(2)
ordertype groupPurchaseorder,totalpurchaseorder,etc.).

00168 Parentpu陀hase Parentpurchaseorderno.chosenbybuyerfbrgroupPurchase X(23)
orderno. order.

00169 Indicatorofvolume * Codeshowingwhetherfinala㏄ountiscalculatedbasedon X(1)
contract CalCUIatiVeVOIUmeO「aCtUalVOIUme.

00170 Indicatorofpurchase * Showsitemchangedbypurchaseorderchangeinfbrmation. X(2) 3

orderchange

00171 Producttypecode Codeorabbreviationshowingproducttypeorunittobe X(20)

producedbyusingorderedproducls.

00172 Designchangeno. No.showingdesignchange. X(12)

00173 Drawingsand (ン〕ntrolno.ofngurelspecif]cationbuyergivestovendor. X(30)
spec面cation

d㏄umentsno.

一78一



ltgmno, lt8mname RQ Key CD Contentsofltem
An7buto

いo,ofdゆs)

R6P6ti・

肋n

00174 Requisitedocument

type

* Codeshowingdocumenttyperequired衣 〕rdelivery. X(1)

10
00175 No.ofrequisite

d㏄uments

Showstheno.ofdocumentsrequiredfbrdelivery. 9(2)

00176 Languagefbr

requisitedocument

* Codeshowinglanguagevsedfbrdocumentrequiredfbrdelivery. X(1)

00177 Indicatorofstrategic

product

* Codeshowingwhetherproductisstrategiconeornoし X(1)

00178 Provenancecode * Codeshowingprovenanceoforderedproducし X(3) 5

00180 Lump-sumdelivery

no.

Deliverycontrolno.usedwhenproductisdeliveredinlumpsum

likekitdeliveryproduct.

X(10)

00257 Indicatorfbrprices

indeliveryd㏄ument

* Codespecifyingindicationpatternofunitpriceoramounlof

moneyina㏄ountsheetwhensIandarddeliveryd㏄umentis

used.

X(1)

00812 Markingin允mation Coderepresentingfigureofcasemarkauachedonpackage.

Deteminedinadvancebythebuyerandthevendor,

X(30) 12

00813 Expo"package

condition

Descript三 〇nrepresentingconditionofexportpackage. X(50)

00814 Transponation

meanscode

* Codcshowingmeansofinternationaltransporlalion. X(2)
5

00815 Forwardername Representsnameoffbrwarder. X(20)

00816 Destinationcode Codercpresentingplacewherecorrespondingproductfinally
.arnves
.

X(10)

00817 Destinationname Nameofplacewherecorrespondingproductfinallyarrives. X(25)

00818 Destinationcountry

code

* Coderepresentingcountrywherecor爬spondingproductfinally
.
aπ1ves.

X(3)

00819 Deliveryschedule

identification

* CodeidenIifyingwhetherspecifieddelivcryscheduleisbasedon

arrivalatfinaldestinationorexportfTomoriginalcountry.

X(1)

00820 Panialdelivery

possibility

* Codeshowingwhetherpartialdeliveryispossibleornot(1/C
indicationitem).

X(1)

00821 Loadingpo眞 Nameofshipmentplacefbrgoodstransportedinteロ1ationally. X(25)

00822 Unloadingpon Nameofdesignatcdlandingplacefbrgoodstransported

intemationally.

X(25)

00823 Transshipment

possibility

* Codeshowingwhethertransshipmentispossibleornolbetween
shipmcntandlandingplaces(1/Cindicationitem).

X(1)

00824 Assuranceperiod Represcntsassuranccperiodfbrproduct. X(3)

00825 Assuranceperiod

unit

* Unitofassuranceperiodfbrp'oduct' X(1)

00826 ApPliedagreement

no.

Controlno.ofagreementappliedtotransaction. X(23) 3

00827 Orderr㏄eiving
.

requlrement

* Codeshowingwhetherorderreceivingresponseisrequired. X(1)

00828 Preferentlalduties

aPPlication

identificadon

* Codeshowingwhetherprefヒrenliaidutiesareappliedornoし X(1)
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M6ssage
formatno.

AssociaUon
name

Su㎞

association

nam6

lnformaU仙

identinerCOde
V6rsion

EレU 01 4601 2T

(2〃lnvoice

|tθrnno. |temname RQ Kgy CD Contentsofnem
Anrbut●

恒o.ofd㎏i籏}

RgpeU・

Uon

00001

.

Datapr㏄essingno・ ● No.showinginwhatorderreceiverwillpr㏄cssdata.Receiver

willpr㏄essdataintheorderofthisno.,sofbllowdatarecord

creatingmethod留veninthispublicationfbrmethodof

determiningorder.

9(5)

00002 Infbmation

ident而eroode

● * Codeshowingtypeofinfbrmation.(Orderinfbrmation=4601) X(4)

00003 Datacreationdate Thedateonwhichthedatawascreated. 9(6)

00004 Buyercode ● ☆ * Coderepresentingthecompanyplacingpurchaseorder(6digits)

andfactory,office,Vendorcode,salessection,etc・,usingunined

co叩oratecode.

X(12)

00005 Vendercode ● * Coderepresentingthecompanyreceivingpurchaseorder(6

digits)andsalesof丘ce,section,etc.usinguni6edcorporatecode・

X(12)

00006 Purchasesection

code

Buyersectioncoderepresentingsectionresponsiblefbrprime

costorsectionreceivingde|ivery.

X(8)

00801 Purchasesection

name

Buyersectionnamerepresentingsectionresponsiblefbrprime

costorsectionreceivingdelivery.

.
X(35)

00802 Orderreceiving
.

sectlonname

NamerepresentingsectionreceivingPurchaseorders・ X(35)

00803 Quotationd㏄ument

no,

Contro】no.quotergivestoquotationd㏄umentreceivedby

buyerfbrpurchaseorder.

X(23)

00007 Purchaseorderno. ● ☆ Controlno,attachedtopurchaseorderinわmationbybuyer.It

mustbeunique.

X(23)

00008 Productionno. Productioncontrolno.,oforderedproduct,relatingtocost

managementetc・

X(19)

oooo9 Correctioncode ● * Codeshowingwhetherinfbrmationisnew,anered,orretracted. X(1)

00011 Purchaseorder

issueddate

Dateonwhichthatpurchaseorderwasissued. 9(6)

00012 Unit ● * Codeshowingun"ofquantityIneasurement X(3)

00281 Currencycode ● * Representscurτencytype・ X(3)

00282 Unitprice(fbreign

CUπency)

Per-unilpriceoftheproduct(fbreigncur爬ncy). 9(11)V(5)

00014 Unitpriceindicator * Codeshowingwhetherunitpriceisconfirmedorundecided. X(1)

00015 Volumeofpurchase

order

Volumeofthepurchaseorder. 9(9)y(3)

00283 Purchaseorder
amount(Amountof

purchaseorder
acknowledgement)

(forelgncurrency)

Unilpricemullipliedbylhepurchaseordervolume.(Unilprice

m山ipliedbythevolumeoforderreceived.)

9(12)V(3)

00804 Delivery/receiving

condition

* UsesINCOTERMSabbreviationtorepresentdeliverylreceiving
.

conditionsuchasFOB,FCA,orCIF.

X(3)

00805 Paymentmeanscode * CodeshowingPaymentmeans・ X(2)

00806 Paymentcondition DescriptionrepresentingPaymentcondition・ X(100)

00807 Transportationcost

contr三bution

Descriptionrepresentingtransportation-relatedcost X(30)

00808 lnsurancecost

contribution

Descriptionrepresentinginsurance-relatedconditions. X(30)

00017 SupPliesidentiner * Codeshowingwhelherthereareanysupplicslomanufactu爬r

andhowsuchsuppliesaredelivered.

X(1)

GO809 Purchasing

personne1

Abbreviationshowingpersoninchargeofpurchasing(ordering).X(20)

00810 Orderreceiving

personne1

Abbreviationshowingpersoninchargeoforderreceiving. X(20)

00021 Versionno. Indicateshowfrequentlyspecificationanddiagramshavebeen

writtenorchanged.Specifiescontentsoforderedproductalong

withproductnameandproductnamecode.

X(3)

00022 Productname

(speci6cationsof
productname)

Popular(common)productnameinmarkeし X(30)

00023 Produclnamecode

㊤rvendor

Productcontrolno.1hathasbeencontrolledbyvendor. X(25)
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A"ritxＬte

(no.ofdigns}

Repeti・

tlon

00024 Productnamecode ● Orderedproductconlrolno.thathasbeencontrolledbybuyer. X(25)
丘)rbuyer

00026 Package Codethatshowsthetypeanddimensionsofthepackage,and X(7)

(packagingunit) howmanyproductsitcontains.

00028 Placeofdelivery Codeshowingplaceofdelivery. X(8)

00811 Nameofdelivery Nameshowingplaceofdelivery. X(25)

Place

00039 Shippingdate Dateonwhichvendorshipped. 9(6)

00045 Numberofpartia1 Numbershowinghowmanyinstallmentstherew川bealtogether. 9(3)
delivery

00053 Vouchemo. Controlno.thatvendorgivestoeachshipmenta"hetimeof X(10)
shipping.

00057 Consumptiontax * Codeshowingwhetherpriceincludestax X(1)
indicator

00058 Sign * Codedescribingthepositivcornegativesignfbrthevolumeand X(1)
theamount.Whennosignisgiven,hand|edataaspositive.

00059 Taxationcode * Showswhetherproductsistaxable,non-taxable,exemptfrom X(1)
tax,orcxcludedf㌃omtaxation,byconsumptiontaxlaw.

00287 Amountof Foreigncurrencyamountofconsumptiontaxfbrorderedproduct 9(12)V(3)
.

consumptlontax (acceptedproducり,ca】culatedaccordingtocons凹mptiontaxlaw.

(fbreigncuπency)

00288 Totalamount. Ifconsumptiontaxcodeindicatestaxincluded,thentotalamount 9(12)V(3)

Φreigncurrency) (fbreigncurrency),orjftaxisnotincluded,thentotalamountof
orderprice(fbreigncurrency)+amountofconsumμiontax

(fbreigncuπency).
1

00136 Controlno.of Controlno.appliedbyvendortocreditsalesinfく)rmation. X(23)
vendor

00137 Volumeofcredit ● Oflheproductsbeingshipped,volumeofthosethatarccounted 9(9)V(3)
sales assuhi㏄ttocreditsa|es.

00297 Creditsalesunit ● OflheproductsbeingshipPed,unitpriceoflhoselhatare 9(11)V(5)
price(fbreign countedassubjecttocreditsales(fbreigncurrency).
currency)

00139 ldentifierofcredit ● * Codeshowingwhetherunitpriceofcreditsalesisfina1. X(1)
salesunitprice

00298 Creditsalesamount ● Volumeofcreditsalesmuhipliedbyunitpriceofcreditsales 9(12)V(3)

(fbreゆcuπency) (fbreigncurrency).
00141 Dateofcreditsales ● Dateonwhichproductsbeingshippedwerecountedassubjectto 9(6)

creditsales.

00142 Fiscalmonth ● Yearandmo耐hbeingappropriatedaIfiscalterm.Yearis 9(4)
爬presentedbythelasttwodigits,andthemonthshowsfiscaI

month(notnecessarilycalendarmonth).

00031 Deliverydate Deliverydate数)rproduct. 9(6)

00032 Speci儒eddelivery Volumefbreachdelivery. 9(9)V(3)
volume

00034 Deliveryno. Controlno、whichhasbeencontrolledbybuyerorvendorto X(8)
specifydeIiverydataR〕reachde|ivery.

31

00159 Deliverykeyno. ConIrolno.specifシingadelivery.Thisno.ischosenaccordingto X(23)
discussionbetweenbuyerandvendor.Itmustbeindicatedinthe

accountsheetwhenastandarddeliverylabelandstandard

deliverydocumentareused.

00179 Deliverytime Showstime(HHMM)ortimezone(AMorPM)inwhich X(4)

productisdeliveredtoplaceofreceiving.

00151 End・usemame Nameorcodeoforiginalbuyerorderingthroughtrading X(20)
company,i耐ransactionsviatradingcompanies.Usedwhen

requi爬dbetweentradingcompanyandvendor.

00152 Postalcodeof Postalcodeofaddressofreceiverofdelivery(includinghyphen).X(8)
receiverofdelivery

00153 Addressofreceive「 Addressofreceiverofdelivery. X(100)
ofdehvery

00154 Nameofreceiverof Nameofreceiverofdelivery. X(100)
delivery

00155 End-userproduct Intransactionsviatradingcompany,namegiventoproduct X(30)
name orderedbyoriginalbuycrfbrtradingcompany,Usedwhen

requiredbetweentradingcompanyandvendor.

00156 End-userproduct Controlno・chosenfbrproductorderedbyorigina|buyerfor X(25)
namecode tradingcompany,intransactionsviaatradingcompany.Used

whenrequiredbetweenlradingcompanyandvendor. 「

00157 End-userpurchase Controlno。givenbpurchaseorderinfbrmationbyorigina1 X(23)
orderno. buyerfbrtradingcompany,inlransactionsviaatrading

company.Usedwhennecessarybetwcentradingcompanyand

vendor.
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00158 Nameofspecified

manufacturer

Manufacturernameofproductwhichoriginalbuyerhas

speci6edtotradingcompany,imransactionviatrading

company・ ・

X(20)

00161 Barcode

infbmationfbr

buyer

Buyerreferenceinfbrmationrequiredtobeindicatedinthebar

codefbrmatmthea㏄ountsheetwhenastandarddeliverylabel

andstandarddeliverydocumentareuscd.

X(23)

00162 Commentsfbrbuyer Buyerreferencein荻 〕rmationrequiredlobeindicatedinthe

accountsheetwhenastandarddeliverylabelandstandard

deliverydocumentareused.

X(50)

00163 Barcodeinbmation

fbrvendor

Vendorreferenceinわmationrequiredtobeindicatedinthe

bargodefbrmatintheaccountsheetwhenastandarddelivery

labelandstandarddeliverydocumentareused.

X(23)

00169 hdicatorofvolume

contrac1

* Codeshowingwhelher6nala㏄ountiscalculatedbasedon

CalCU梱iVeVOIUmeOraCtUalVOIUme.

X(1)

00177 1ndicatorofstrategic

product

* Codeshowingwhetherproductisstrategiconeornot. X(1)

00178 Provenancecode * Codeshowingprovcnanceoforderedproduct. X(3) 5

00182 Indicatorof
.

transactlon

Codeshowingcontentsofcreditpurchasesorcreditsales. X(1)

00812 Markinginfbmation Coderepresenting行gureofcasemarka"achedonpackage.

Detemincdinadvancebythebuyerandthevendor.

X(30) 12

00813 Exponpackage

cond"ion

Descriptionrepresentingconditionofexportpackage. X(50)

00814 Transponation

meanscode

* Codeshowingmeansofintemationaltranspo"ation. X(2)
5

00815 Forwardername Representsnameoffbrwarder. X(20)

00829 Transportationcost Representstransportati。ncost・ 9(12)V(3)

00816 Destinationcode Coderepresentingplacewherecoπespondingproductfinally
,

a「nves.

X(10)

00817 Destinationname Nameofplacewherecorrespondingproductfinallyarrives. X(25)

00818 Destinationcountry

code

* Coderepresentingcountrywherecorrespondingproductfinally
.

amves.

X(3)

00821 Loadingpon Nameofshipmentplacefbrgoodstransportedinternationally. X(25)

00822 Unloadingpon Nameofdesignatedlandingplacefbrgoodstransported

internationally。

X(25)

00823 Transshipment

possibility

* Codeshowingwhethertransshipmentispossibleornotbetween
shipmentandlandingp|aces(L!Cindicationitem).

X(1)

00826 Appliedagreement

no,

Controlno.ofagreementappliedtotransaction. X(23) 3

00828 Preferentialduties

application

identincation

* Codeshowingwhetherpreferentialdutiesareappliedornoし X(1)

00830 Invoiceno. ● Showsinvoicenumber. X(20)

00831 Invoiceissueddate ● Representsdateonwhichinvoicewasissued. 9(6)

00832 AJrivaldateatentry

place・

Representsdateonwhichcorrespondingproductarrivesat

destination.

X(6)

00833 肌 ShowsE/Lnumber. X(15)

00834 L/C ShowsL/Cnumber, X(30)

00835 .1/Cissuingbank RepresentsnameofL!Cissuingbankif】 ノCtransaction. X(60)

00836 L!Cissuingdate Showsissuingdateofl/CifI/Ctransaction. 9(6)

00837 A/R Showsairconsignmentnotenumber. X(15)

00838 B/L Showsbillofladingnumber. X(40)

00839 B/Lissuingdate Showsissuingdateofbilloflading. 9(6)

00840 HScode
.

ShowsH/Snumber. X(13)

00841 レL Showsimportlicensenumber. X(25)

00842 ETDπranspoHation
.

servlcename

Representsnameoftransportationservice・ X(30)

00843 Depa師edale Showsdeparturedateoftransportationservice, 9(6)

00844 Transitplace Showstransitplaceoftransportationservice. X(25)

00845 Taxamount Showsamountoftax. 9(12)V(3)

00846 Insurancecost Showsamountofinsurancecost.. 9(12)V(3)

00847 Totalweight Nelweightofcargo+weighlofinnerandoulcrpackingand

packingmatcrials・

9(6)V(3)

00848 Totalweightunit
章 Codeshowingunitoftotalweight.Uscunitcode.

00849 Totalvolume Volumeofcargoaddedinnerandouterpackingandpacking

materials.

9(6)V(3)

00850 Totalvolumeunit 申 Codeshowingunitoftotalvo!ume.Useunitcodc.
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00851 Itemclassincation Namerepresentingclassificationofgoods. X(20)

00852 Itemname

description句r

displayoninvoice

Describesilemnamedisplayedoninvoice. X(100)
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4.5今 後 の課 題

(1)標 準 メ ッセ ージの拡大

今 回は 「注文情報」 に限定 して標準 メ ッセ ージの検討 を行 ったが、今後 は注文情報以

外 の標準 メ ッセー ジを検 討す る必要があ る。 これ らの検 討の進め方 には次の2案 があ る。

① 注文関係 メ ッセー ジの展 開(所 要計 画、予約注文、納入指示)

② 受注者側 が送信 す るメ ッセ ージの検 討(イ ンボイス、出荷情報、注文請 け情報)

当 プロジェク トで想定 してい る取引モ デル は、単純 な受発注のモ デルであ り、各社 の

発注 システムの フローを考慮 した多段階の取引 は対 象外 とした。 む しろ、長距離 の取引

にお いては、時差、言葉の違い な どか ら発注者 と受注者 との通常 の コミュニケーシ ョン

が困難 となることか ら、注文情報 を受信 した後の、受信者側 か らの発信 メ ッセージ を検

討す る こととしたい。

これ らのメ ッセ ージの検討過程 において、注文情報 の追加項 目が必要 となった場合 は、

併せ て検討す るこ ととす る。

(2)実 証実験 の検討

今 回作成 した海外接続 用CII標 準 メ ッセージは、実 証実験 を行 って、その妥当性 を評

価す る必要が ある。今 回のメ ッセー ジ策定では 「国内取引 を遠距 離 に した場合 の取 引」

を前 提 と してお り、具体 的には 「日本 のセ ッ トメー カーが東南 アジアの部品 メー カー に

対 して発注す る場合」 または 「東南 アジアの 日系 セ ッ トメー カーが 日本 の部品 メーカー

に対 して発注す る」取 引モデル を想定 している。

従 って、本標準 メ ッセージ を用い た実証実験 も上記 モデルで行 うこ とが望 ま しい。

(3)標 準納品 システムの国際取 引へ の適用の可否

EIAJ-EDI標 準 の アプリケー シ ョンとして開発 され た標準納 品 システムは、現在 国内取

引を前提 に設計 されてい る。

標準納 品 システム を海外接 続EDIに も使用 で きるかの検討 を 「納 品書 レス化WG」 と

協力 して進め る必 要があ る。
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第5章CII標 準の国際化 に向けて

3年 間にわた るCII標 準 による アジア地区での地域EDI(国 際EDI)運 用実験 に よ り、CII標 準

が国際EDIへ の適 用 に、十分耐 え得 ることが明確化 した。

もちろん、CII標 準ベ ースの 国内 メ ッセージをその まま国際EDIへ 適用 す るわ けにはいか ない

が、少 々の改造 で適用 で きる ことも、は っき りした。結論的 には、 アジア地 区の国際EDIに は

最適 と考 えられる。以下、UN/EDIFACTで はな くて、なぜCII標 準 なのか述べ る。

5.1Cll標 準 の 国 際化 の 目的

かって、国内EDIに はCII標 準 を普及 させ、国際EDIで はUN/EDIFACTを 尊重す る とい

う方針 もあ った。 この よ うな方針 を作 ったの は、国際EDIの 様 相が よ く分 か らなか った と

い うこ とと、UN/EDIFACTの 内容 を よ く知 らなかった とい うこ とが 理 由であ る。今 か ら

10年 も前 に決 めた ことである。 その ころ、我が国 はEDIの ノウハ ウが なか ったばか りで は

な く、ISO規 格 につ いて誤解 をしていた。

その後 、我 々 はEDIに つ いてた くさんのこ とを学 び、ISO規 格 につ いて も様 々 なこ とを

学 んだ。 国際情勢 も目 まぐる しく変化 し、情報技術 に も革新が あった。例 えば、

・UN/EDIFACTは 、ヨーロ ッパ で多少普及 しただけで、国際 的には、僅 か な普及 で止

まってい る。

●

な どであ る。

これ らの 出来事 か ら、従 来の方針(国 内EDIに はCII標 準、国際EDIに はUN/EDIFACT)

を見直 す時期 に きているこ とは明 らかで ある。見直 しに当たって、 これ まで の国内での実

績 をみれば、CII標 準 を我が国の国際EDI標 準の候補か ら外す ことの方が、非合理 的であ る

・ 米 国 は 、X12-UN/EDIFACT移 行 計 画 を放 棄 した(1994年 末)

・UN/EDIFACTは 、難 し過 ぎて、中小 企 業 に は普 及 で き ない と、英 国 な どが 主 張 した

(シ ン プルEDI、 ラ イ トEDIの 研 究)。

・X12は 、 中小 企 業 へ の普 及 で難 行 して い る。

・OSIで は な く、イ ン ター ネ ッ トが 普 及 した 。そ の結 果 、OSIベ ー ス のF手 順 に代 え て 、

拡 張Z手JII頁(TCP/IP全 銀)を 開発 しな け れ ば な ら なか っ た。

サ ーバ ー/ク ラ イ ア ン ト ・シス テ ム をベ ー ス に したWeb-EDIが 普 及 し始 め た。
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こ とは明 らかである。 しか し、CII標 準 を国際EDI標 準 の候補 にす るため には、最初 にCII

標準 を国際化 してお かなければな らない。

今後 の我が 国の国際EDI標 準 の候補 を決め るために も、CII標準 も国際化す るこ とが必要

で ある。CII標 準 の国際化 については、我が国の産業界 にとって も朗報 だ と思 う。
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5.2×12、UN/EDIFACTの 問 題 点

X12やUN/EDIFACTよ る国際EDIは 、思 った程普及 していない。X12は 米 国内で広範 に

普 及 してい る と言 われてい るが、実状 は定かで はない。確 か に、X12の 業界 サ ブセ ッ トは

多 数発表 されてい るが、実際の普及率は不 明である。政府調達EDI、 ヘル スケアー(医 療)

繊 維(QR)な ど、)(12の 普及 を熱心 に続 けてい るグループが ある反面 、電子機器 、 自動 車

そ して流通業界 な どは、UN/EDIFACTの 採用あ るいはXML/EDIの 採用 な どの うわ さが先

行 してお り、実 際のEDI標 準化 の動 向が見 えない。

UN/EDIFACTの 普及状況 につ いて も、欧州で大 々的 に普及 した とい う報告 はない。流通

業 界(EAN)は 、既 にXML/EDI開 発 プ ロジェク トを発 足 させ た し、 シ ンプルEDIや ライ

トEDIを 提 案 していたUK(イ ギ リス)やCENもXML/EDIの 検 討 を実施 してい る。 なぜ、

X12、UN/EDIFACTに よるEDIの 普及が難行す るのか。 以下の ような理 由が考 え られ る。

・X12 、UN/EDIFACTと もに使 いに くい。構築費が高 い。

・ 具体 的問題点 と して、次の点がある と思 われる。

一メ ッセージが ジ ェネ リ ックデータエ レメ ン トで構成 されてお り
、分 か りに くい。

一メ ッセージが全業界 フルセ ッ トで構成 されてお り
、業界 サブセ ッ トの切 り出 し及 び

企業 サブセ ッ トの切 り出 しに手間が かかる。

一サブセ ッ トの切 り出 しの 自由度が太 き過 ぎ
、相互運用性 が ない(X12同 士 あ るいは.

UN/EDIFACT同 士)。

一処理系が複雑 で重 た く、高価 である。

一高価 なため、普 及が進 まない。普及が進 まないため、安価 にな らない。

一ユ ーザ ー ・システム との相性 が悪 い
。

その結果、実際 に、新 国際標準 を開発すべ きだ とい う意見 は多いのであ る。
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5.3ジ ェネ リッ ク ・デ ー タ エ レ メ ン トとXMUEDl

新 国際 標 準 と して 、 もっ と も期 待 され て い るのが 、XML/EDIで あ る。 このXML/EDIの

開発 方 式 と して 最 初 に提 案 さ れ た のが 、X12、UN/EDIFACTの 標 準 メ ッセ ー ジ を転 用 す る

方 式 で あ る。 この た め に は、 ジ ェ ネ リ ッ クデ ー タエ レメ ン トをXML/EDIに 導 入 す る必 要

が あ り、考 え方 に よ って は 簡 単 で あ る。 しか し、 以 下 の 点 で 、 問 題 が あ る。

・Web-EDIを 使 用 す る 時 、 ブ ラ ウザ に よ る直接 表 示 が 、 スマ ー トにで きない 。 通 常 、

単 独 の ジ ェ ネ リ ック ・デ ー タエ レメ ン トで は、 そ の デ ー タエ レメ ン トの意 味 を特 定 化

で きない 。 した が って 、 複 数 の ジ ェ ネ リ ック ・デ ー タエ レメ ン トを組 み 合 わせ て 、一

つ の デ ー タエ レメ ン トの 意 味 を特 定 化 す る。 この デ ー タエ レメ ン トは 、 スペ シ フ ィ ッ

ク ・デ ー タエ レメ ン トと等 価 に な る。

ブ ラウザ に よ る直接 表 示 で は 、複 数 の ジ ェ ネ リ ック ・デ ー タエ レメ ン ト「が 表 示 され

て しまい、 極 め で、 見 に くい もの にな る。

・ ユ ーザ ー の シ ス テ ム は 、ス ペ シ フ ィ ック ・デ ー タエ レメ ン トで構 成 され てお り、ジ ェ

ネ リ ック ・デ ー タエ レメ ン トとの相 性 が悪 い。

・ 汎 用 の ツー ルが 利 用 で き な い。 従 来 のEDIFACTト ラ ンス レー ター と同 機 能 の ツー

ル(ス ペ シプ ィ ッ ク ・デ ー タエ レメ ン トーージ ェネ リ ック ・デ ー タエ レメ ン ト変 換 シス

テ ム)が 必 要 に な り、 安 価 に構 築 で きな い 。

・ 構 築 が 難 し くな り、 一 部 の 専 門 家 以 外 対 応 で き、な い とい う、現 在 のUN/EDIFACT

と 同一 の 問題 が 発 生 す る 。

以 上 の 事 実 か ら、XML/EDIに ジ ェ ネ リ ック ・デ ー タエ レメ ン トを導 入 す るの は得 策 で は

な い とい うの が 、国 際 的 に一 致 した見 方 であ る。 一 方 で、XML/EDIは 、メ タデ ー タ をベ ー

ス とす る考 え方 が 一 般 的 で あ り、 結 果 と して 、X12やUN/EDIFACTは 、XML/EDIと 、高

い互 換 性 を もたせ るの は、 難 しい と考 え られ てい る。

尚、 メ タデ ー タ と は、 従 来 の 伝 統 的 デ ー タエ レメ ン トの意 味 定 義 及 び属 性 定 義(型 定 義

部 分)を 言 い 、 通 常 、 値 の 定 義(コ ー ドセ ッ ト)は 、 含 め な い 。

但 し、 メ タ デ ー タの 対 象 に は、 ス ペ シ フ ィ ッ ク ・デ ー タエ レメ ン トに加 え て 、 ジ ェ ネ

リ ック ・デ ー タエ レメ ン トも入 る 。UN/EDIFACTで い う複 合 デ ー タエ レメ ン トは 入 らない

(メ タデ ー タで 定 義 す るの は、 単 一 の デ ー タエ レメ ン ト)。
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5.4Cll標 準 の 定 義

こ こで 、CII標 準 の 定 義 をす る。CII標 準 の本 質 は、 スペ シ フ ィ ック ・デ ー タエ レメ ン ト

に よ り標 準 メ ッセ ー ジ を フ ラ ッ トに構 成 し、そ れ をCIIシ ン タ ックス ル ー ル で1次 元 の 物 理

的 デ ー タ配 列 にす る概 念 を、 意 味 す る。 した が って 、CIIシ ン タ ッ クス ル ー ル は、 ス ペ シ

フ ィ ック ・デ ー タエ レメ ン トで、フ ラ ッ トに構 成 された標 準 メ ッセ ー ジ を電 子 デ ー タにマ ッ

ピ ングす る ル ー ル で あ る。 この 時 、標 準 メ ッセ ー ジは、CIIシ ン タ ック ス ル ー ル で電 子 デ ー

タにマ ッ ピ ン グす る前 提 で 開発 す る 。 そ の ため 、標 準 メ ッセ ー ジ は、CIIシ ン タ ック スル ー

ルが 許 す 範 囲 の構 造 に しなけ れ ば な らな い。

そ こで 、XMLで 電 子 デ ー タ にマ ッ ピン グす る前 提 で 『ス ペ シ フ ィ ッ ク ・デ ー タエ レメ ン

トで フ ラ ッ トに構 成 され た標 準 メ ッセ ー ジ』 は純 粋 なCII標 準 で は な く、 一 般 的 に は、CII

標 準 ラ イ ク なXML/EDIに な る 。標 準 メ ッセ ー ジの構 造 がXMLの 機 能 で 決 定 され 、CIIシ

ン タ ック ス ル ー ルで は許 され な い構 造 を実 現 で き るか らで あ る。XMLは 、も と も とEDI用

の シ ン タ ック ス ル ー ル で は ない の で 、EDIの メ ッセ ー ジ に は不 要 な複 雑 な構 造 も実 現 で き

る 。 そ の よ う な複 雑 な構 造 が 実 際 に導 入 され る か ど うか は別 と して 、 複 雑 な構 造 を実 現 で

きる。

CIIシ ン タ ックス ル ー ル とXMLが 機i能的 に よ く似 て い る た め 、 この よ うなや や こ しい こ

とが 起 きる。

た だ し、も と も とCIIシ ンタ ックス ルー ル でマ ッ ピン グす る こ とを前 提 に して 開発 され た

『スペ シ フ ィ ック ・デ ー タエ レメ ン トで フ ラ ッ トに構 成 され た標 準 メ ッセ ー ジ』 をXMLで

電 子 デ ー タにマ ッ ピ ン グ した場 合 は 、CII標 準 で もあ りXML/EDIで もあ る。通 常 のEDIメ ッ

セ ー ジで あ れ ば複 雑 な構 造 は不 要 な の で、CII標 準 とXML/EDIの 標 準 メ ッセ ー ジは 、意 図

的 に違 え ない 限 り同 一 にな る。
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5.5国 際 化 の ポ イ ン ト

CII標 準 を国際化あ るいは国際標準 として定着 させ るため には、以下 の点 を考慮 する必要

がある。XML/EDIの 推進が活発 な間は、CII標 準 の国際化が有利 になるか らで ある。

・CIIベ ースの標準 メ ッセ ージ(ス ペ シフ ィック・デー タエ レメ ン トで フラッ トに構成

された標準 メ ッセ ージ)を 、国際的 に認知 させる こと。あるいは、標準 メッセー ジを

スペ シフ ィック ・デー タエ レメ ン トで フラ ッ トに構成する ことを、国際的 に認 知 させ

るこ と。

CIIシ ンタックスルールを国際 的に認知 させ るこ とがで きれ ば、それ に越 したこ とは

ないが、 このこ と自体 は、必 要条件で はない。

・ 既存 のCIIベ ース標準 メ ッセー ジ(国 内用)を 認 知 させ る こ とも同様 で、重要 なの

は標準 メ ッセージ をスペ シフ ィック ・デー タエ レメ ン トで フラ ッ トに構成す る ことで

あ る。

国際化 に際 して、既存 の標準 メ ッセージ(国 内用)に 修正が入 るのは、当然 である。

修 正度合 いが大 き くなるか どうかは、デー タエ レメ ン トの定義 に よる。

・ 本 目 的 を達 成 す るた め に は、XML/EDIの 仕 様 設 定 が 問題 に な る。 こ れ まで、

XML/EDIは 、 メタデー タをベ ースにす るのが主流であ った。

メ タデー タは、スペ シフィ ック ・デ ータエ レメ ン トと、ほぼ同一であ るが、似 て非

なる とい うケース もあ り得 るので、注意が必要であ る。

メ タデータの完全 な定義は、現在、曖昧で、完全 な定義 は永 久 に不可能であ る。そ

こで事例 を もって、定義 に代 える方式 になる。そ こで、CII標 準 ベ ースの スペ シフ ィッ

ク ・データエ レメ ン トは、 メ タデー タである と主張す るこ とが、 もっ とも重要 である。

さらにXML/EDIに ジェネ リ ックデー タエ レメ ン トを含 める こ とは得策 で ない とい

う運動 を展 開す る必要が ある。
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第6章 国際EDIの 普及に向けて

平成9年 度 か ら3年 間検討 を続 けた海外接続EDI(当 プロジェ ク ト)も 、今年度 をもって完 了

す る。

昨今 の国際情勢 を考慮 すれば、EDI(EC)の 普及(業 界 か ら見 れば活用)は 、 ます ます重要

になって くる。幸 い、我が国国 内のEDI化 は順調であ る。そ こで、今後 は国際EDIの 導 入が最

重要項 目の一つ になって くる。最後 に、その考慮点 を示 し、3年 間の検 討成果が生 きる ことを

期待す る。

6.tデ ィ レク トリー の 国 際化

我 が 国 には、世界 有数 のEDIデ ィ レク トリー(各 業界 の標準 メ ッセ ージや デー タ項 目

(メ タデー タ)を 集 めた もの)が あ る。 ただ し、国内向けであ る。 これの国際化 が重要で

あ る。

(1)実 行 中の もの

・ 標準企業 コー ドの国際化

一一国際EDIへ の展 開(UN/CEFACTへ のCII機 関 コー ドの登録)

参考:管 理機 関 コー ド

ーーライセ ンス プレー トへ の応用(NNIへ の登録 を行 い
、CII機 関 コー ドは 「LA」)

参考:ラ イセ ンス ・プ レー ト ・ナ ンバ ー

『LA』+『 標準企業 コー ド(6～12桁)』+『 企業 内でユ ニークな番号 』

全 体で35桁 以下

・CIIメ タデー タ(デ ー タエ レメ ン ト)、標準 メ ッセー ジの英訳

・CIIメ タデー タ(デ ー タエ レメ ン ト)の 国際化(XMLレ ポジ トリーへの提 案)

(2)今 後 実行 すべ きもの

・CIIメ タデー タ(CIIデ ー タ項 目)の 国際BSR登 録

〔登録先〕

一－ISO/IEC-JTC1-SC32

--ISOTC154

--EB-XMLイ ニシアテ ィブで決 まる組織
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一一 その 他

・ 業 界 ビジ ネ スモ デ ル と標 準 メ ッセ ー ジの 国 際 登 録

〔登 録先 〕

一 ーISO/IEC-JTC1-SC32

--ebXMLイ ニ シ ア テ ィブ で決 まる組 織

一一 その 他
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6.2XMUEDIを 活 用 したCll標 準 の 国 際化

(1)CII標 準 とXML/EDIの 融 合

・XML/EDIの 主 流 は 、メ タデ ー タ方 式(メ タデ ー タ方 式 とは、メ タデ ー タ を最小 構i

成 単 位 と し、 こ れ にtagを 付 け る方式 。)

・CII標 準 は、 スペ シ フ ィ ッ ク ・デ ー タエ レメ.ン トを最 小 構i成単 位 と し、 これ にtag

を付 け る方 式 。

・ 「メ タデ ー タ」 と 「ス ペ シ フ ィ ック ・デ ー タエ レ メ ン ト」 は
、 本 質 的 に 同一 で あ

る。 こ の本 質 を ベ ー ス に したXML/EDIを 推 進 す る こ とで 、CII標 準 とXML/EDIの

融 合 を 図 る。

(2)CIIベ ー スXML/EDIの 概 要

・CII標 準 のTFD(タ グ 十 レ ングス+コ ンテ ンツ)を 、XML/EDIの 「メ タデ ー タ タ

グ」+「 メ タ デ ー タ ・コ ンテ ンツ」 に、1対1に 置 き換 え る。

(CII標 準 のTFDは 、元 々 、 メ タデ ー タで あ っ た。)

・CII標 準 の タ グ番 号 の先 頭 に 「JP」 を付 加 して
、XML/EDIの 「メ タデ ー タ タ グ」

にす る。

(3)CIIベ ー スXML/EDIの 国 際性

・CII標 準 のTFD(デ ー タ項 目)は 、 昭和48年 の鉄 鋼 業 界 の デ ー タ項 目標 準 化 方 式

を取 り入 れ て 開発 した体 系 で あ る。

・ 鉄 鋼 業 界 の デ ー タ項 目標 準 化 とは、 今 日的 に言 え ば 、 メ タ デ ー タの標 準 化 で あ っ

た と考 え られ る 。

(4)XMLを 媒 介 に したCII標 準 と他 の 国際 的標 準 との融 合

・ 結 果 と して、CII標 準 が 国 際化 す る。

6.3国 際標準化 への影響 力の拡大

CII標 準 その もの を国際EDIに 導入 するこ とによって、達成 され る。
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請 求 支 払EDI第皿部





第1章 当プロジェク トの 目的

1.1平 成 元 年(1988年)前 後 のEDIと 物 流EDl

我 が国では、昭和60年(1985年)以 後、急速 にEDIが 普及 し始 めた。平成元年 には、既

に数千社 以上が、EDIを 導 入 してい た もの と思 われ る。最初 のEDIは 、発 注者 のセ ンター

の端末(受 注票 の出力端末)を 受注先 に設置す るか、受注者 のセ ンターの端 末(発 注 票の

入力端末)を 発注元 に設置す る形で構築 が進 んだ。 どち らに して も、受発注処理 を行 うシ

ステムであった。

昭和62年(1987年)か ら開始 され た、電子 機器業界(EIAJ)のEDI標 準化作業で は、将

来 の取引 の全面EDI化 を目標 に、受発注か ら決済 まで を標 準化の対 象 とした。 ただ し、昭

和63年(1988年)に 発表 され た最初のEIAJ標 準(EIAJ-1A)は 、受発注 の部分 だけであ っ

た。 その後、EIAJ標 準 は毎年 の ように改定(バ ージ ョン ・ア ップ)が 繰 り返 され、平成3

年(1991年)に は、納 品段 階の標準化 が 目前 に迫 っていた。一方、バ ブルの絶頂期 で もあ

る平成元年(ユ989年)頃 には、物流要求 に対す る供給 が追いつか ない状態 になってお り、

抜 本的対 策が求 め られていた。 この二つの動 きが、平成4年(1992年)に 、「物流業 際EDI」

とい う新 プロジェク トを発足 させ た。

物流業 際EDIは 、物流 業者 と荷主 間のEDIで あ るが、発 注者/受 注 者か ら見 る と、納 品

段 階のEDIに 位置づ けられ る。 この プロジェク トは、平成4年 か ら平成6年 まで実施 され、

我 が国初 の本格的 な荷 主 と物流業者 間の標準EDIを 確 立 した。 この プロジェク トは、現在 、

我 が国唯一の物流EDI標 準化機 関で ある 「物流EDI推 進委員会」へ引 き継 がれてお り、標

準 のバー ジ ョンア ップ と普及活動が実施 されている。



1.2受 発 注 か ら決 済 までのEDI

物流 業際EDI(物 流EDI)の 実用化 の結果、受発注 か ら納 品 までの シーム レスなEDIが

構築可 能 になった。実際 に、 この ようなEDIが 構 築 される ようになったの は、最近であ る

が 、現在 、受発注か ら納品 までの シーム レスなEDIを 計 画 してい る企 業 は、確 実 に増加 し

ている。

さて、一般 的 な物販取 引であれ ば、受発 注(見 積 り)か ら決済 までが、一つの単位 であ

る。受発注か ら納品 までのEDIを 、 もう一段階拡張 し、受発注か ら決済 までのEDIを 構築

す れば、取引の全面EDI化(電 子化)が 可 能 になる。 これ を、電子商取 引 と呼ぶ専 門家 も

いる。そのため には、決済段 階の業務処理 、す なわち、請 求 と支払 い をEDI化 すれ ば よい。

請求支払EDIの 実現で ある。 この請 求支払EDIを 実現す るため に組織 されたのが、当 プロ

ジェク トである。

当 プロジェク トの 目的は、決済段 階の主要 なビジネスプロセスである、請求及びそれ に

関連す る処理 と、支払及 びそれ に関連す る処理 をEDI化 す る手法 の確立 、その実用性 の確

認であ る。

これ らの成果 によって、産業界 に、受発 注 か ら決済 までの シーム レス なEDIが 普 及す る

こ とを願 うものである。
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第2章 請求支払EDIの 位置づ け

2.1一 般的 な決済 の態様

(1)決 済 と方式

ここで言 う決済 とは、物 品購 入あ るいはサ ー ビスの提供 に対す る対価 の支払い とす る。

具体 的 な支払 い方法 と して は、支払 い時期 について、前払 い、同時払 い(即 時払 い)、

後払 いがあ り、支 払 い手段 と して、現金(銀 行振込 お よび引落 を含 む)、 小切 手(期 限

無 し及 び付 き)、 ク レジ ッ トな どがある。我 が国の産業界 で は、月締 め一括決 済(後 払

いの一種)が 多 く採 用 されてい る。勿論 、前払 い、同時払 い も行 われている。

通 常、基本取引契 約 に基 づ く継 続取引 では、 月締 め一括 決済が採用 されてお り、銀 行

振込 、銀行引落 あるいは手形(期 限付小切手)が 使用 されて いる。 そ して、ス ポ ッ ト取

引(一 見の客)で は、前払 いか即 時払 いで現金 かクレジ ッ トとい うのが普通 であ る。注

文時 に手付 け金 と称 して決済額 の一部 を前払 い し、納 品後残 金 を払 う方法 も行 われてい

る。

(2)決 済 プロセス

概 略的 には、商品/サ ービスの提供側 で請求書 を発行 し、それ に したが って、商 品/サ ー

ビス を受 けた方が支払 い を行 うのであるが、決済プロセスは業界 によって かな り異な っ

ている。

決済 プロセス に用 いる主 な書類(帳 票)は 、請求書 と領収証 であ るが、 これ を補 う書

類(帳 票)が 発 行 され ている。発行 されてい る書類 の種類/機 能や交換 時期 は、業界 に

よって異 な ってお り、決済 プロセ スが異 なる原因になってい る。代 表例 は支払 明細 で、

売掛金 の消込 み を効率化 させ るために、発行 が一般化 している業界 があ る。 また、領収

証 は、銀行振込 や銀行引落の場合、振込依頼 の控 えや引落証 明な どで代 用 し、発行 され

ない こ とが多 い。

業界 に よって決 済 プロセスが異 なる最大 の原 因は、決済金額(請 求金 額)の 集計方法

が業界 に よって異 な ってい るか らである。直感的 には、納 品/検 収 で確定 した納品金額

を集計 した ものが決済 額 になるが(こ れを検収ベ ース とい う)、検 査 で合 格 した もの だ

けを集計 す る方式 、流通業の問屋(メ ー カー)小 売間取引で は、最終 的 に消費者 に売 れ

た物 につい て集計 す る方式(委 託販売 に近 い)な ど、業界や製 品の種類 に応 じて、様 々
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な形 態がある。

(3)支 払 い方法(手 段)

我 が国では、銀行 な どの金融機 関 を通 じて決済す るのが普通で、 ク レジ ッ トは、企業

間の決済 にはあま り用い られ ない。最近 、銀行振込が増加 してお り、 それ も電信扱 いが

増加 している。 自動引落の利用 も多 い。 しか し手形 も、 中小企業 を中心 に、広 く使 われ

ている。小切手(期 限無 し)は 、 あ ま り使 われていない。 その他、取引代金 を現金 で直

接払 う現金取引 もある。

(4)欧 米 との違い

欧米 では、一般 的に、通称 イ ンボイス方式 と呼ばれる決済方法が用 い られている。 こ

れは、納品時 にイ ンボイス を添 付 すれ ば、即時 に(物 理的 な処 理時 間の 関係 で、通常3

～4日 後)支 払いが行 われる方式 であ る。物販取 引 に用 い られている。

一方我が国では
、通常、即時払 であ るか否か を問わず 、通常 、 インボ イスは使用 され

ない。基本 となる帳票 も、前述 した ように、請求書 である。 これ を、 ここでは請 求支払

方式 と呼ぶ ことにする。
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2.2請 求支払方式

我が国 の企業 間取引 で一般 的に用 い られてい る請求支払方式 では、売手 が請求す るこ と

によって、買手が支払 うとい う原則論 になってい る。店頭販売 も含 めて即 時払 いの時で も、

請求書の発行が原則で ある。請求書 の発行が省 略 された場合 、納 品書 の存 在が必須 になる。

請求書 と納 品書が 同時 に省略 された場合、架空の取引 と見 な される ことがあ る。

物販 取引、サ ー ビス取引 な ど、取 引の種類 を問わず請求書が発行 されてい る。請求書 と

対 になる支払済 を証明す る領収証 は、銀行振込(引 落)で 決済 した場合 は、発行 されない

こ とが多 い。 もっ とも、請求書の発行 は必須では な く、納 品書 があれば省 略可能 である。

その ような取引が多 く行 われてい る業界 もあ る。

請 求支払方式 は、我が 国の取引 の特徴であ る、月締一括決済 に適 したプ ロセ スである。

月締 一括 決済で は、納 品 と決済が分離 してい る。帳票の種類 か ら見 る と、納 品時 には納 品

書 を用 い、代 金回収(支 払い)時 には、請求書 を用い るこ とで合理的 になってい る。

インボ イス方式 では、即時支払い(納 品 と支払 いが原則同時)な ので、納 品書 と請求書

を分離 す る必 要はな く、実際 に、 イ ンボ イスは、納品書 と請求書 を兼ねてい る。 そのか わ

り、サー ビスの提供 や役務 の提供 あ るいは請負作業 な どについて は、 インボ イス を発行 し

に くい。 この場合 、ペ イメン ト ・ア ドバ イスな どが用い られ る。我が国で は、役 務の提 供

や請負作業 では、納 品書の代 わ りに、完了報告 な どを用い(納 品書 を用い る場合 もあ る)、

請求書 は物取 と同 じもの を用 い る。 したがって請求支払 方式 は、取引の種類 によ らず適用

で きる。
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2.3請 求 支 払EDIの 位 置 づ け とイ メ ー ジ

当 プロジェク トは国内取 引 を対 象 としてい る。国内取 引では インボ イス方式 が皆無 であ

る とは言 わないが、大 部分 は請 求支払方式 である。そ こで、当 プロジェク トが検討 した決

済 に関す るEDIを 、請求支払方式 に適用す る と言 う意味で、 「請求支払EDI」 と名付 ける。

請求支払方式 は、前述 した ように、取 引の種類 によ らず適用で きるので、請 求支払EDI

は多 くの取引 に適用 で きる体系 であ る。ただ し、 インボイス方式 には適用 しに くいか も知

れない。請求支払EDIで は、必ず 、請求書(電 子 デー タとしては請 求情報)か それ に代 わ

る情報 を必要 とす るか らである。

さらに、現在 のEDIは 、基本取引契約 のあ る継続取引先 同士 で実施 されているが、 こう

い う関係 の取 引先 間で は月締 め一括決済が普通 なので、本 プロジェク トでは、月締 め一括

決済 を中心 に して、検 討 を行 った。

この ような前提 で考 えられた請 求支払EDIの イメージは、以下 となる。

(1)請 求支払EDIの 関係者

多 くのEDIの 検討 は、一つの取引の関係 者 は2者 として、2者 間データ交換 の分析 を進

める。南流系 のEDI(受 発 注で代 表 され る)で は、取 引の 関係 者が2者 の場 合が 多い う

えに、3者以上の関係 者が存在 して も2者 間デー タ交換の応用 として処理で きるか らであ

る。

一方
、物流EDIや 請求支 払EDIな どの業際EDIで は、関係者 が3者 以上 にな る。発注

者か ら受注 者へ 、現 金や小切手 な どを直接手渡 しで渡せ ば、2著 聞で の請 求支 払 は可能

であ るが、 この ような取引 は一般 的ではない。通常 は、銀行 な どの金融機 関を介 して行

うので 、3者 以上 の関係 者 になる。

具体 的には、発 注者 と受注者及 びそれぞれ に関係す る銀行(2行)の4者 が関係 者 にな

る。発 注者 に代 理人が いた り、受注 が商社(代 理店)経 由の場合 も多 いが、4者 関係 の

応用 として処理で きるので、本 検討で は、発注者、受注 者及び銀行(2行)の4者 関係 で

検討 した。

(2)書 類 の置換 え

請 求支払EDIの 検 討 は、現行 の書類交換 を電子 デー タの交換 に置換 えることか ら始め

る。

最初 に、決済に必須 の書類 の置換 えを考 える。対 象 となる書類 は、請求書及 び領収証
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な どであ るが、銀行経 由の場合 、領収証 を使用 しない ことが多 いので、領収 証の置換 え

は考 えない。為替振込依頼 、入金通知及 び銀行 間の為替情 報 な どは、既 に電子 デー タが

使 用 され てお り、それ をその まま活用す る。

さらに、補助 的に使用 されている書類 として支払 明細(あ るいは支払案 内)を 取 り上

げ る。 この書類が な くて も決済 は可能 であるが、業務 の効 率化 のために使用 され るこ と

が多い。 そ こで、 これ も電子 デー タ化 するか どうかにつ いては、請求支払EDIの 位 置づ

けが重要 になる。

(3)請 求支払EDIの 位 置づ け

請 求支払EDIの 位 置づ けは、単純 な決済の電子化 では ない。通常EDI化 は業務 効率化

のため に行 うが、 当プロジェク トで は効率化の重点項 目を設 定 した。

決済 処理 は、取引代金 の交i換を持 って完了す る。 ここで交 換 には、物理 的な貨幣の交

換 と合理 的 な金額 を交換 の、二つの意味があ る。交換 した金 額が合理的 か どうか は、交

換後 に主 に受注側(代 金 の受取側)で 、内部 の帳簿 と突 き合 わせて、最終 的に決定 され

る。 これ を一般 的 に売掛金の消込み とい う。

当 プロジ ェク トで は、 この売掛 金消込 みの効率化 を重点 目標 と した。 その理 由は、初

年度(平 成7年 度)の 調査 で、多 くの業界 の多 くの企業 が、売掛金消込 み の効率 化 を要

望 して いる ことが 明確 になったか らである。

(4)売 掛金消込 みの効 率化 のため に必 要な補助情報

この 目的 のため に、支払 明細 、売掛 明細及 び買掛 明細 な どが電子化 すべ き情報 として、

とりあ げた。 これ らの情報 は、決 済 に必須の情報では ないが 、売掛金消込 みの効率化 を

目的 とす る請求支払EDIで は、 メインの情報 である。

(5)請 求支払EDIの イメージ とキー

請 求支払EDIの 関係 者 は、

① 発 注者(支 払者)

② 受注 者(請 求者)

③ 発注側 銀行(A銀 行)

④ 受注側銀 行(B銀 行)

で、交換情報 と交換 者 は、

① 売掛/買 掛 情報(発 注者 ・受注 者間)

② 請求情報/支 払情報(〃)
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③ 振 込依頼情 報(発 注者 ・A銀 行 間)

④ 為替情報(A銀 行 ・B銀 行 間)

⑤ 入金通知情 報(受 注者 ・B銀 行 間)

であ る。

しか し、 これだ けでは、情報 は電子 化 して も自動処理 に発展 しない。情報の電子化 と

共に処理の 自動化 を進め るため には、そ れぞれの情報 を識別するキ ーが全体 として統一

され ていなければな らない。

このため に、為替情報 と支払情報 な どを結 びつ ける新 しい統一的 なキーを設定 した。

銀行 間の為替情報 は現金 と同一 と見 な して よい。新 しいキーによって、為替 情報 と支払

情報 な どが結 びつ けば、現金 に識別子 を付 けたの と同等 の効果が得 られ、売掛金消込 み

の効率化 に大 い に役立つ か らである。請 求支払EDIは 、 この キーを活用す るのでマ ッチ

ングキー方式 と呼ぶ。詳細 は、 第4章 で示 す。
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第3章 検 討 経 過

本 章で は、平成7年 度か らの検討概要 を述べ る。

3.1平 成7年 度 の検討 内容

3.1.1概 要

平成7年 度 は、当 プロジェ ク トの初年 度であ り、請 求支払EDIの 基 本 コ ンセ プ トの 開

発 、産業界 でのニ ーズ調査 及 び運用実験 へ向 けて、準備 を行 った。

プ ロジェク ト全体 をと りまとめるため、請求支払EDI委 員会 を新規 に設 置 し、請求支

払EDI基 本 コ ンセプ トの開発 のため に専 門委員会 を設置 した。産業界 のニーズ調査 につ

いては、関係業界 団体 に依頼 した。

平成7年 度 の成果 であ る 「請求支払EDI基 本 コンセプ ト」 は、第4章 を参照 されたい。

(1)流 通業界 のニーズ調査

わが国で もっ と もEDI導 入社数が多い のは、流通 業界 と呼ばれる分野で ある。 この

分野 は、EDIに よる取引件数が最 も多 く、 また近年の少量多頻度発注化 に よ り、請求

や支払 いに多大 の労力 を割いてい る業界 が多い と言 われる。 そ こで、請求支払EDIの

将来 に とって非常 に重 要な分 野 と考 え られることか ら、 この分野の動 向 を重点調査 す

るこ とに した。具体 的な調査 は翻流通 システム開発 セ ンターに再委託 した。調査 の結

果、請求支払EDIの ニーズの大 きい ことが明確 になった。

(2)標 準 メ ッセ ージの開発及 び運用実験準備

運用 実験 は、 と りまとめ られた基本 コンセ プ トが実用 的 に運用 可能か どうか、 目標

とす る効 果があ るか どうかを検証す るのが 目的である。 したが って原 則論で は、基本

コンセ プ トが と りまとめ られた後、それ に したが って実用 システム を構 築 して運用 実

験 を行 うとい うこ とになるが、平成7年 度の僅 か1年 間で正統 的アプ ローチ を行 うのは

困難 である。そ こで、 コ ンセプ ト等検 討専門委員会 での検討 と並行 して実験 システム

を構築 した他 、規模 を縮 小 して予備 実験 と し、 リス クの回避 を行 った。

具体 的 には、EDIの 高度化が進 んでいる電子機器業界 と鉄鋼 業界 で運用予備 実験 を

行 うこととし、 リス ク回避の ため、代 金送 金の部分 はシ ミュ レーシ ョン(ダ ミー)と

した。 これ らの作 業は、聞 日本電子機械工業会お よび㈲ 鋼材倶 楽部へ再委 託実施 した。
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請求支払EDIの コンセ プ ト検 討 と運用 実験用 のシステムの設計 が並行作業 となったが 、

結果 的に両業界 で構築 した請 求支払EDIは 、 コンセ プ ト等 検討専 門委員会が とりま と

めた基本 コンセプ トの範 囲に収 ま り、当初 の 目的 を達成す る ことが で きた。

3.1.2検 討体制

図3-1に 、平成7年 度 の研 究 開発推 進体制 全体 を示 す。

請 求支払EDI委 員会 は、当 プ ロジェ ク トを全体 を総括 す るため に、請求支払EDIに 関

わる各界 の有識者及 び専 門家 に よって構成 された委員会 で、平 成7年4月26日 に第1回 が

開催 された。

コンセ プ ト等検討 専門委 員会 は、請求支払EDIの 基本原理 をと りまとめるため に設置

され た委員会で、⑰ 流通 システ ム開発 セ ンター、幽 日本 電子機械 工業会及びθ鋼材倶 楽

部 は、 ニーズ調査 や運用予備 実験 を行 うための、外 部再委託先であ る。

通商産業省委託開発プロジェク ト

請 求 支 払EDI委 員 会

流通業界の

ニーズ調査

コンセプ ト等検討専門委員会 標準メッセージ開

発及び運用実験

委託

産業情報化推進センター＼
再委託

働流通システム/

開発 セ ンター 再'

㈹日本電子機械工業会

㈹ 鋼 材 倶 楽 部

図3-1研 究 開発推進体制全体
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コ ンセ プ ト等検討専 門委員会は、短期 的 に請求支払EDIの 具体的 な方式 を と りま とめ

るため に設置 された。検討 にあたっての前提条件は、

① 既存 の体系(金 融 業界 のデー タ交換 システムな ど)の 変更 を最小 限に抑 える。

② 一般企業 の請 求 ・支払 い処理 において、可能な限 り高い 自動化 を 目標 とす る。

③ 支払方法 は多種類 あるが 、短期 間にすべてのケー スにつ いて検討す るのは難 しい

ので、 「振 込」 による支払いのケース について、基本 コンセ プ トをま とめ る。

④ ただ し後 日、他 の支払方法へ の展 開が可能な ように考慮す る。

⑤ 基本 コンセプ トは、実証実験 や業界 ア ンケー ト調査 等 によって、検証 す る。

である。

実証 実験 は、電子機器業界 と鉄鋼業界で予備 実験 を行 うこ ととしたが、 ア ンケー ト調

査 につい ては、当委員会 で行 った。

当委 員会で は、基本 コンセプ トの目標 を具体 化す るため に、最初 に各業界 での請求支

払処理 の現状 につい て調査 を行 った。 この結果 に基づ き、売掛金消込みの 自動化率 向上

が期待 で きる基本 コ ンセプ トをま とめ た。「請求支払EDI基 本 コ ンセ プ ト」は、第4章 を

参照 されたい。
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3.2平 成8年 度 ・9年 度の検討内容

3.2.1概 要

この2年 間で、請求支払EDI基 本 コンセ プ トに基づ くシステム を実際 に構 築 し、運用

実験 を実施 して、検証評価 を行 った。

運用実験 は、電子機器業界(平 成8年 度 ・9年度)と 物流業界(平 成9年 度)で 実施 し

た。運用実験完了後、電子機器業界で は実用使用が始 まった。運用実験 の具体 的な内容

と結果 につい ては、第5章 を参照 されたい。 また、運用実験 に より明確 になった効果等

については、第6章 を参照 されたい。

以下 に、実行 した作業 内容 を簡単 にまとめ る。

(1)特 定業界 にお ける請求支払EDIの 統一 ルールの試作

請 求支 払EDIの 統一 ルー ルは、全業界 に適用 で きる ことが理想 的であ るが、平成7

年度 の調査 で、非常 に難 しい問題が ある ことが明確 になっていた。 そ こで、特 定業界

にお ける統 一ルール を試作 し、実証実験 を行 った。特 定業界 としては、電子機 器業界

(平成8年 度 ・9年度)と 物流業界(平 成9年 度)を 選定 した。

(2)標 準 メ ッセージの試作

請 求支払EDIの 実現 のため に、新 規 に標準 メ ッセージを開発 しなければな らない。

標準 メッセージは、下記 の ように大 き く2つ に分類 される。

① 銀行 と発注 者あるいは受注者 間の標準 メ ッセージ

② 発 注者 と受注者 間の標 準 メ ッセ ージ

上記① は、全 国銀行協 会連合会(全 銀協)が 既存 のフ ァームバ ンキ ング用 メ ッセー

ジ を改造 し、新 たに銀行EDIサ ービス として リリース したメ ッセージを用 いた。② に

ついては、運用実験 を行 った電子機器業界 が、当面の実験 に必 要なメ ッセー ジを開発

した。

(3)運 用実験

本格 的運用 実験 は、前 述 した ように電子機器業界 と物 流業界(平 成9年 度)で 行 っ

た。 請求支払EDIで は、必 ず銀行業界 を含 めた実験 になるが、 これ について は、平成

8年12月16日 か らサー ビス開始 された銀 行業界の新 しいEDIサ ー ビスを活用 した。

(4)検 証評価

平成8年 度 ・9年度 の運用 実験 の 目標 は技術的実現可能性の検 証であ った。 しか し、
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業務上の効果 や 自動消込 みの実現可能性の追求な ども、可 能 な範囲で実施 した。 また、

銀行振込 以外 の支払 い手段 について も、可能 な範 囲で運用 実験 に含め た。

(5)流 通業で の請求支払EDIの ニーズ把握

運用 実験 を実施す るのは、電子機器業界のみで 、技術 的実現 可能性 の検証が 目標 で

あ る。 しか し、実際 に請 求支払EDIが 普及するか どうかは、産業界の ニーズに よる。

そ こで、流通 業 につ いて、請求支払EDIの ニーズ を詳細 に把握(平 成8年 度)す る こ

とに した。

3.2.2検 討体制

本 プロジェク トを推進す るために、有識者、主要 な関係業 界の業界有識者及 び情報処

理専 門家で構成す る 「請 求支払EDI委 員 会」を、平成7年 度 に引続 き設置 して、プロジ ェ

ク ト全体 の とりま とめ を行 った。電子機 器業界での運用実験 について は、社 団法 人 日

本電子機械 工業会(EIAJ)へ 再委託実施 し(平 成8・9年 度)、 物流業界 での運用実験 に

ついては、社 団法 人 日本 ロジステ ィクス システム協 会へ再委託実施 した(平 成9年 度)。

また、流通業 での請 求支払EDIニ ーズ調査 については、財 団法人 流通 システム開発セ ン

ターへ再委 託実施 した(平 成8年 度)。

平成8年 度 の検 討体 制 を図3-2に 、平成9年 度の検討体制 を図3-3に 、それぞれ示 す。
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社団法人

社団法人

一一

通 商 産 業 省

委託

財団法人日本情報処理開発協会
産業情報化推進センター

請求支払EDI委 員会

委託 再委託

日本電子機械工業会
払EDI運 用実験)

財団法人 流通 システム開発セ ンター

(請求支払EDIニ ーズ調査)

図3-2平 成8年 度 の実施体制

通 商 産 業 省

委託

財団法人日本情報処理開発協会
産業情報化推進センター

請求支払EDI委 員会

委託 再委託

日本電子機械工業会
払EDI運 用実験)

社団法人 日本ロジスティクスシステム協会

(請求支払EDI運 用実験)

図3-3平 成9年 度の実施 体制

一108一



3.3平 成10年 度 ・11年 度 の検 討 内容

3.3.1概 要

平 成10年 度 ・11年度 は、平成8・9年 度 に実施 された運用実験 について の評価 を行 うと

ともに、平成7年 度 か らの当プ ロジェク ト(請 求支払EDI開 発 プ ロジェ ク ト)全 体 の総

括 と普及啓蒙策の検 討 を行 った。

請求支払EDIの 評価結 果 につ いては、第6章 を参 照 され たい。 また、 当 プロジェ ク ト

では実現で きなか った課題 につ いては、第7章 を参照 されたい。

平 成11年 度 を もって、請 求支払EDI開 発 プロジェク トは、完了す る。

3.3.2検 討体制

平成10年 度 ・11年度は、請求支払EDI委 員会 を継続設置す る とと もに、別途 ワーキ ン

グ ・グルー プ(WG)を 設 置 して、検討 を行 った。

当 プロジェ ク トは、平成7年 度 か ら本格的 に作業 を開始 し、多数 の業界有識 者の協力

を得 て、無事 プロジェク トを終 えるこ とがで きた。
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第4章 基本 コンセプ トの詳細

請求支払業務処理 は業界 ごとにかな りの違いがある。 とは言 うものの、それぞれの業界の業

務処理態様 に合 わせ た コンセプ トでは、基本 コンセプ トにな らない。基本 コンセプ トは、すべ

ての業界の業務処理態様 のベース になる ものであ り、そのためにはモデル化 し抽象 的 コンセプ

トになるの も止 む を得 ない とい う方針 で、開発 された。

4.1全 体 構 想

一つの取 引は
、見積 も り受発注 か ら始 ま り納 品 を経 て、決済 で終 わる とす る。実 際の取

引 では、必ず しもこの順番 どお り行 われる とは限 らないが、 こ こでは無視す る(図4-1参

照)。

請求支払EDIの 適用部分 は、決済段 階である。 よ り具体 的には、納 品検収処理完 了後 か

ら決済終了 まで とす る。厳 密 な意味で の請求支払EDIは 、受注側 が取 引代金 を受 け取 った

時点 になるが、基本 コンセ プ トで は、 その後 に実行 され る受注側 での内部処 理(す なわ ち、

売掛金消込み)に ついて も言及す る。

階段注発受

'

階段品納

'

階段済決

図4-1全 体 の流れ
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4.1.1用 語

本 章で は誤解 を避 けるため、以下 の用語 に統一 して、請 求支払 いEDIの メ カニズ ム を

説明す る。

(1)支 払 者

あ る取引 に関す る決済時 に、支払 いを行 う企業。通常、発注企業 であ るが 、発注企

業 と支払者が異 なるケース もある。但 し、基本 コンセプ トでは、支払者 と発注企業 は、

同一 とす る。

さ らに、為替振込処理 を行 う振込者 も、支払者 と同一 とする。

(2)請 求 者

あ る取引 に関す る決済時 に、支払 いを受 ける企業 。通常 、受注企業 であ るが 、受注

企 業 と請求者が異 なるケース もある。但 し、本基本 コンセプ トでは、請 求者 と受注 企

業 は同一 とす る。

さ らに、為替 の入金及 び入金通知 は、請求者 に対 して行 われる もの とす る。

(3)買 掛(買 掛金)

購 入取引(サ ー ビス取 引を含 む)に おいて、既 に納 品 されてはいるが(サ ー ビスが

行 われてい るが)、 まだ購 入代 金(サ ー ビス代金)の 決 済が行 われ てお らず 、未払 い

なってい る金額。

(4)売 掛(売 掛金)

購 入取引(サ ー ビス取 引 を含 む)に おいて、既 に納 品 しているが(サ ー ビス を行 っ

たが)、 まだ購入代 金(サ ー ビス代 金)の 決済が行 われてお らず、未 回収 になってい

る金額。

(5)決 済

購 入取引(サ ー ビス取 引 を含 む)に おいて、既 に納 品が完了(サ ー ビスが完 了)し 、

その対価 を現金 あるいは為替 な どで支払 う行為。

但 し、納 品が完了(サ ー ビスが完 了)す る前 に対価 を支払 うこと もあ る(先 払方式)

が、本基本 コ ンセプ トでは対象外 とす る。

(6)決 済 額

決済す る金額。 ある時点 の決済額 は、通常その時点の売掛金額 また は買掛 金額 にな

るが、異 なるこ ともある。
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(7)請 求

請求者が支払 者 に、決済 を要求す る行為 。支払 者 に請 求書 を送 る ことによって、そ

の意志 を伝達す る ことが多い。

(8)支 払 い

支払者が、請 求 された金額(通 常 決済額)を 支払 う行為 。本基本 コンセ プ トでは、

支 払いは為替振込 によって行 われる ことを原則 とする。

(9)消 込 み

売掛金 リス トか ら、決済が完 了 した明細 を抹消 する行為 。

ω 振 込ID

振 込為替1件1件 を一意 に識別 可能 な識 別子 。本基本 コンセ プ トで は、マ ッチ ング

キー を振込IDに 割 り当て る。

4.1.2請 求 支払EDIの 範 囲 と関係者

(1)請 求支払EDIの 範囲

請求支払EDIの 範囲 は、納 品検収処理完 了後 か ら決済 終了 まで とす る。厳密 な意味

での請求支払EDIは 、納品検収処理完 了後 のデー タ交換 か ら、その取 引 に関わ る最後

のデ ータ交換 まで となるが、基本 コンセ プ トでは、受注側が取 引代金 を受け取 った後

に実行 される受注側 での内部処 理(す なわ ち、売掛 金消込み)に ついて も言及す る。

さらに、返 品処理 は原則 的 に含 まれ ないが、返 品処理 に伴 う返金処 理(相 殺 処理、

売 掛 ・買掛金修 正処理)は 、含 まれ るこ とが多い。 これ らについて は、業態 ・業界 に

よるか な りのバ リエー シ ョンの存在 を許容す る。

(2)請 求支払EDIの 関係者

① 支払者(通 常 、発注 者)

② 請求者(通 常 、請 求者)

③ 銀行A(支 払 者側銀行)

④ 銀行B(請 求者側 銀行)

4.1.3基 本 メカニズム と狙 う効果

基 本 コ ンセ プ トで は、以下の前提 の もとにモ デル を組 み立 て、請 求支払業務処理 の効

率向上 と売掛金消 込の 自動化 を狙 う。 この前提 に合 わ ないケース については、モデル を
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拡張す る ことで対 応す る。例 えば、手 形決済 については、為替 を手形 に置 き換 え、不足

する機 能 を実現す る処理 を追加す ることで解 決する。

(1)請 求支 払EDI開 始時点

特定 の取引(単 数の場合 と複数の場合がある。複数 の場合、すべ ての取引 の発注者

と受注者 は 同一 とす る。)に関す る請求支払EDIが 開始する時点で、以下の条件が満足

されてい る もの とす る。 これ らの条件 を満足 させ る方法 は、何 で もよいが、一般 的 に

は受発注 や納品 ・物流のEDIが 実施 されて、 この段階 に至 る とす る。

① 請 求者/支 払者双方 ともに、買掛 金/売 掛金 を把握 してい る。 この買掛金 と売掛

金 が一致 してい るか どうかは、 この段 階では問わない もの とす る。

② この決済 は、全額為替振込で処理す るもの とする。

(2)受 発注/納 品 に関す るEDI

請求者/支 払 者 間の取引 は、受発 注か ら納品 までEDI化 が完了 している状 態 とす る。

この結果 、請求者/支 払 著聞では、買掛/売 掛情報 や支払情報 を交換 す るルー トが既 に

ある もの とす る。

(3)受 発注 ・納品及 び決済 の関係

1件の受発注がm件 の納入 に対応 し、さらにn件 の決済 に対応 してい る もの とす る。す

なわち、受発注 ・納品及 び決済は、1対1対1の 関係 にない もの とす る。

(4)マ ッチ ングキーの導入

実 際の支 払時 に、支払者 の支払行 為 と請 求者 の請求 内容 を結 びつ け るマ ッチ ング

キー を導 入 し、請 求者の売掛金消込 の 自動化が可能 なプロセス を実現 す る。支払手段

が銀行振込 だけであれば、マ ッチ ングキーは振込IDに なる(基 本 コ ンセプ トの場合)。

他の支払手段 も含 めて一般化すれば、マ ッチ ングキーは支払IDに なる。

この際 、請求 と支払 いは、1対1に 対 応 しない ことを前提 とし、これ を補 う情報 と し

て、支払情報 を活用 す る。

一113一



4.2請 求 支 払EDl基 本 モ デル

4.2.1決 済額確定段階 と請求支払段階

(1)決 済額確定段階

理論的 には、請求支払段階の決済額 は、 その時点 の支払者の買掛金額(請 求者 の売

掛金額 に等 しい)に 等 しい こ とが予想 される。 しか し、一括決済の場合 の締 め 日と決

済 日とのずれやその他の様 々な理由 に よ り、実際 には上記の ようにはな らない。

そ こで、請求や支払い を行 う前 に、決済額 を決め る必要があ る。決済額確定段階 は、

請求者 と支払者で、妥当 な決済額 を決定す る段階であ る。通常 この段 階で、支払方法

も決定 され るだ ろう。

(2)請 求支払段階

決済額確定段 階で決定 された決済額 と支払方法 に したが って、実際 に支払い を行 う

段階であ る。請求者は、支払 い を受 けた後消 し込み処理 を行い、一つの取引の締 め く

くりであ る回収業務 を完了 させ る。

4.2.2プ ロ セス ・フ ロー

請 求 支 払EDIは 、 決 済 額 確 定 段 階(前 段 の処 理)

成 され る。

と請求支払段階(後 段の処理)で 構

一114一



(発注者) (受注者)

見積/受 発注/納 品段階

支払者 請求支払EDI 請求者

請求額確定段階

売掛・買掛情報他買掛確定

支払計画

売掛確定

請求額確定

∈ 到

請求支払処理段階

請求情報・支払情報他
支払処理

請求処理

消込処理

∈ '

' 、

(振込ID)

振込依頼 振込入金通知
(振込ID)(振 込ID)
'

振込情報
A銀 行 B銀 行'

(振込ID)

図4-2請 求支払EDIの 情報交換 プロセスモデル

42.3決 済額確 定段階 の説明

決済額確 定段階 は、以下 の処理 を行 うために設ける。

① 請求者 の売掛金 リス トと支払者 の買掛金 リス トとを一致 させ る。

② 一致 した売掛金 リス ト及 び買掛金 リス トの中か ら、決済 す る部分 を抜 き出 し、

決済額 を決定す る。

請 求者 の売掛金 リス トと支払者 の買掛金 リス トとの一致性 を確認 す るために、売掛 金

リス トや買掛金 リス トの交換が必要 になる。売掛/買 掛 明細 の交換 として実現 してい る

例が ある。 また、多 くの場合、 この リス ト類の交換 で、上記② の決 済額 の決定 も行 って
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しまう。

但 し、取 引の内容 によって は、売掛金 リス トや買掛金 リス トの交換 を しな くて も、そ

の一致性 を十分保 証で きる場合 もある。 そ うい う時 には、 この処理 は省略 される。

具体的 な処理の方法 は、業種業態 によって異 なる。 また、 どうい う場合 にこの段 階の

処理が省略 され るか も、業種業態 によって異 なる。従 って、当基本 コンセ プ トでは、処

理の具体的方法は示 され ない。

この段階の終了時 に、支払者 と請求者が合 意 した決済額 が決定 されれば、いか なる処

理が なされて も、 また何 もされ な くて もよい。 この段 階の終了時の支払 者 と請求者が合

意 した決済額決定が、次の請求支払段 階へ進 む条件であ る。

4.2.4請 求支払 い段階の説明

決済額確定段階で決定 された決済額 を、支払者が請求者へ支払 う処理で ある。本基本

コンセプ トでは、為替振込 によって支払 うの を原則 とす る。

この段 階では、以 下の処理 が同時平行 的 に実行 される。

(1)請 求者 の処理

① 請 求

多 くの場合 、決済額が記入 された請求書 を、支払者 に送付 す ることによって行 う。

請求支払EDIで は、当然 、電子化 された請 求情報 を支払者 に送信す る。

しか し、請求情報 を発行 しない こ ともある。決済額確定段階で請求情報 と同等の

情報 を交換 していれば、必要 ないか らである。

② 支払情報 の確認

支払者 か ら支払情報が送 られて来 るので、 これ を確認す る。支払情報 は、以下 の

意味 を持 っている。

本 来であれば、決済額確 定段 階で合意 した決済額が支払 われ る筈 であ る。 しか し、

決済額確 定段 階で決済額が決定 され るの と実際の支払い は同時で はな く、無視で き

ない時 間経過があ る。例 えば、毎 月20日 締 めの支払 い を翌 月10日 に行 うとすれば、

最大20日 のず れが ある。 この間 に、決済額 は不変 で も支払額 は変更 される可 能性が

あ る。

したが って、実際 に支払 われる金額 の内訳 である支払情報 が、支払者 か ら請 求者

に送信 されるのである。
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③ 入金 の確認

支払情報 は、為 替ではない。為替 は、支払者の取引銀行 口座 に振 り込 まれる。 そ

こで、支払情報 に該当する為替が、取引銀行口座 に振 り込 まれたか どうか を確認 し

なけれ ばな らない。 このために用い るのが振込IDで ある。

振込IDは 、為替1件 ごとにユ ニーク付 番 された識別子 である。為 替が支払者 の取

引銀行 口座 に振 り込 まれれば、 その銀行 か ら入金通 知が来る。 その入金通知 では、

為 替 に付 い ていた振 込IDも 同時 に通知 される。一方、支払情報 に も振込IDが 付加

され ている。

そ こで、支払 情報 に付加 された振込IDと 同一の値の振 込IDで 識 別 され る為替が振

り込 まれれ ば、 その支払情報 に該当す る入金が確認 で きた ことにな る。

④ 消 し込み

入金が確 認 された支払情報 を用 いて、売掛金 リス トの消 し込 み を行 う。

(2>支 払 者の処理

① 請 求の確認

一般 的 には
、請求者か ら送 られて くる請求書(請 求情報)で 支払 い の確認 を行 う。

しか し前述 した ように、決済額確定段階で請求情報 と同等の情報 を交換 していて、

請求書が来 ない場合 もある。 こうい うケースで は、請求 の確認 は既 に済 んでい る と

考 える。

② 支払情報 の作 成送付

前述 した ように、決済額確定段階で決定 した決済額 と実際の支払額が一致 しない

ケ ースが あるので、 ここで実 際の支払い に基づ い た支払情報 を作 成 し、請求者 に送

信 す る。

支払情報 には、その支払情 報 に対応す る為替 に付加す る振込IDと 同一 の振込IDを

付 加 しなけれ ばな らない。

③ 為 替振込

前 述の支払 情報 に対応す る為替振込 の指示 を、支払 者の取 引銀行 に対 して行 う。

この為替 には、前述 した振 込IDを 付加 しなければ な らない。
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4.3基 本 コ ンセ プ トの 特徴 と振 込lD(マ ッチ ン グキ ー)の 運 用

4.3.1基 本 コンセプ トの特徴

この基本 コンセ プ トの最大 の特徴 は、支払情報の送信 ルー トと為替情 報の送信 ルー ト

が異 なるこ とと、決済額確定段 階 と請求支払段階(決 済段 階)を 積極 的 に分離 した こと

であ る。

決済額確定段階 を分離 した ことで、請求支払段階での支払 者 と請 求者間の思惑の違い

を事前 に解消 して違算の発生 を減少 させ るこ とがで きる。

次 に、振込ID(マ ッチ ングキー)を 用 いて送信ルー トの異 なる支払情報 と為替情報 を、

コンピュー タ ・レベ ルで連 動で きる ように した。基本 コンセ プ トで は、支払い を為替振

込 に限定 しているため、『振 込ID』 とい う用語 用いているが 、よ り一般 的 には、『支払方

法/識 別ID』 であ ろ う。振 込ID(マ ッチ ングキ ー)は 、支払者手段が為替振込 の時 の識

別子 を表 している。

支払情報 と為替情報 とを一つ の オブジ ェク トに して同一 のルー ト交換 する ようにす れ

ば、振 込IDは 不要 になるが、支払者手段 が為替振込以外 の場合 も考 える と、 『支払手段

/識 別ID』 を設 けるこ とで、以下 の ような利点が ある。

(1)既 存の体系 を生かせ る

支払方法が為 替振込 の場合 、振込IDを 設 ける ことで、既存 の設備 を最大限 に生か し

た請求支払EDI(本 コンセ プ ト)が 実現で きる。

(2)為 替振込以外 の支払方法へ の対応

支払方法が為 替振込(例 えば、手形)の 時 も、手形IDを 振込IDの 代 わ りに設けて、

手形 と手形IDの 交換 ルー トを別途設 ける ζとで、本基本 コンセプ トを応用 で きる。

(3)複 数 の支払方法への対応

支払方法が複数 の場合で も、支払情報 と支払方法 それぞれ にIDを 付 加 し、それぞれ

の交換 ルー トを独立 に設 ける ことで、本基本 コンセプ トを応用 で きる。

4.3.2振 込ID(マ ッチ ン グキ ー)の 運 用

重 要 なの は、振 込ID(マ ッチ ング キ ー)の 運 用 で あ る。 本 基 本 コ ンセ プ トで は、20桁

(20バ イ ト)固 定 の キ ー で あ る。 アル フ ァニ ュー メ リ ック(1バ イ ト文 字)で あ るが 、

数 字 の み の 運 用 が望 ま しい と考 え られ る。
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(1)発 番

マ ッチ ングキー を発番するのは、請求者か支払 者であ る。支払者が発番 す る場合 に

は、支払情報 と為 替情報 にそのマ ッチ ングキーを付 加すれ ばよい。請求者 が発 番す る

場合 には、請求 時 にマ ッチ ングキー を支払者 に連 絡 し、そのマ ッチ ングキー を支払者

が支払情報 と為替 情報 にそのマ ッチ ングキーを付加 すれば よい。 しか し、支払 者 は連

絡 されたマ ッチ ングキーを無視 して新 たにマ ッチ ングキー を発香 し支払情報 と為替情

報 に付加す る ことで も、本基本 コンセプ トは成立す る。 したが って、支払 者が発番す

るのが一般 的にな る。

請求件数 と支払 件数が1対1に 対応 してい て請求書情 報 を交換 す る場合 には、マ ッチ

ングキー を請求者 が発香 し、その番号 を支払者がマ ッチ ングキー として用 いれば、支

払 情報 の交換が不 要 になる場合 がある。

(2)マ ッチ ングキー(振 込ID)の 構成

マ ッチ ングキー(振 込ID)の 機能 を最大 限に生 かす ためには、全産業界 を通 じてユ

ニー クな番号 を用 い る必 要が ある。個 々の企業が独立 に発香 して もこの条件 を満 たす

ため には、マ ッチ ングキーを次 の ような構 成 にす るのが 、一番 簡単 であ る。

『企業 コー ド+識 別番号』 ① 企業 コー ド:全 産業界を通 じてユニークな企業識別番号

② 識別番号:企 業内でユニークな識別番号

〈 標準企業 コー ドor共 通取 引先 コー ド 〉〈 識}引 コ ー ド 〉

lllllllllll 1111111

1234567891011121314151617181920

図4-3振 込ID(マ ッ チ ン グ キ ー)の 構 成 例

『企業 コー ド』コー ドには、現在EDIに 用いてい る企 業 コー ド(標 準 企業 コー ドや ロ

ケー シ ョンコー ド)を 用い るこ とがで きる。 この ため に、企業 コー ドと して12桁 必要

で あ る。残 りの8桁 で、企業 内でユ ニー クな識別番 号 を発養す る必 要が あ るが、 これ

はそれほ ど難 しくないであ ろう。

尚、蛇足 であるが企業内でユニー クとは、マ ッチ ングキー発番企業 内でユニ ーク と

い う意味 である。請求者が発 養する場合 には請求企 業内で 、支払者が発 番す る場合 に

は支払企業 内でユ ニークであれば よい。
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全体運用の標準化 とフォーマッ トの標準化

基本 コンセ プ トは一つのモデルであ り、実際 の業務処理 に応 じて具体的 な処理手順 を開

発 し、請求支払EDIを 構築す る ことになる。基 本 コンセプ トは、あるゆ る局面 に適 用で き

る ように、細部のバ リエー シ ョンを大幅 に許容 してい る。そ こで、個 々の取引当事者 間が

それぞれ独 自に具体的 なシステム設計 を行い運用 を行 えば、複 数の取 引先 を持 つ一般的 な

企業 の処理体系 は煩雑 にな り、請求支払EDIの 効果が皆無 になるばか りか、膨 大 なシステ

ム コス トを負担 しなければな らな くなる。 したが って、基本 コ ンセ プ トに基づ く具体的 な

システム を構築す るのであれば、標準化が不可 欠であ る。

しか し、前述 した ように、業種 ・業態 あるいは企業 に よって請求支払処理 は大幅 に異 な っ

てお り、全産業界 を通 じた標 準化 は望 むべ くもない。 そこで、業界単位 の標準化 を進 め る

こ とが、請 求支払EDI実 現 の唯一の道 と考 える。実際 には、業界単位 の標準化 で も大変 な

作 業であ る。業界 として標準化す る範 囲 を定 め ることも簡単 ではない。

そ こで、従 来のEDI標 準化 の延長上で の作業 が現実 的になる。本事業 で も、運用実験 は

従来のEDI標 準化 の延長上で行 った。 この方式 であれば、標準化組織 もすで にあ り、標準

化範囲 な ども明確化 しやすい。 また、本基本 コンセ プ トの前提 条件で ある受発 注/納 品 の

EDI化 について も標準化 が進 んでい るので好都合であ る。

そこで、標準化の枠 組みは、次 の ようになる。

① 決済額確 定段 階の標準化:従 来のEDI標 準化 の延長(従 来 のEDI標 準化 組織)

② 請求支払段階

●

●

●

●

請求者/支 払者 間:従 来 のEDI標 準化の延長(従 来のEDI標 準化組織)

支払者/銀 行 間:フ ァームバ ンキ ング標準 の延長(従 来 のフ ァームバ ンキ ン

グ標準化組織)

請 求者/銀 行 間:フ ァームバ ンキ ング標準 の延長(従 来の ファームバ ンキ ン

グ標準化 組織)

銀行/銀 行 間:従 来の銀行 間システムの延長(従 来の銀行 間システム標準

化 組織)
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4.5基 本 コンセプ トの拡張応用

基本 コ ンセプ トは、為替振込 に よる支払がベ ースになってい る。 しか し現実 には、手形

/小 切手 な ども多用 され てお り、複 数の支払方法 に対応す る必要があ る。4.3.1で 述べ た よ

うに、基本 コンセプ トを拡張す る ことで、為替振込以外 の支払 方法 による支払 や複 数の支

払 方法 の混用 に よる支払 に対応す る ことが で きる。

複 数の支払方法 に対応 するためには、為替振 込 に用 いる 『振込ID』 の他 に、支払方法 そ

れぞれ に対応す るマ ッチ ングキー(例 えば、手形/小 切手番号 な ど)を 設定す る。

支 払情報 には、支払 方法 それ ぞれ につい て、金額 とIDを 明示 す る。 このIDは 、 それぞ

れ別ルー トで送 られる小切手 や手形 な どを識別す るため に用 い るものであ る。

現在 の ところ、小切手 や手形 な どを電送す るこ とはで きないので、手送 された小切手 や

手形 な どを識 別 して支払情報 とリンク させ るよ り、小切手 や手形 を受 け取 る時 に同時に支

払情報 リス トを受 け取 れる方が よい と考 えるこ ともで きるが 、為替振込 にお ける電子処理

との一貫性 を重視すれ ば、効果があ る と考 えられ る。

以上 の拡 張の ため に設 けるIDの 設計方 法は複数考 え られ る。支払方法 とIDの 複 数の デー

タ項 目を設け る方法、それぞれ専用 のIDを 定義す る方法(振 込ID、 小切手ID、 手形ID、 …)

な どで あ る。支払方法 とIDを 一体化 して定義す る方法 もあるが 、現状 で は推 奨で きない。

尚、為替振込 の場 合、銀行経由の為替情報 には支払方法 を表す デー タ項 目は入れ られ な

い ので 、為替情 報 に設定 されたIDは 振込IDで ある と解釈す る。 同様 に、手形/小 切手番号

をIDに 用 い る場合 には、手形 に記載 されている ものは手形ID、 小切手 に記載 されてい る も

の は小切手IDと 解釈す る。

具体 的な実現例 は、第5章 の電子機器 業界 の運用実験 を参照 され たい。
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第5章 請 求支払EDIト ライアル

基 本 コンセプ トに基づ いた システムが実 際 に構築 可能か どうか、及び請求支払EDIの 効果や

問題点 を具体 的 に把握す るため、運用実験 を行 った。

平成8年 度 ～9年 度 にかけて、電子機器業界 で請求者/支 払者合 わせて最大11社 に よる運用実

験 を実施 した。この ため に、将来 の標準化 を 目標 と した トライアル用電子機器業界請求支払EDI

標準(運 用及び標準 メッセー ジ)を 開発 した。 この トライアル標準 をベ ースに した電子機器業

界請求支払EDI標 準 は、1999年 版のEIAJEDI標 準 に、正 式 に採用 された。

平成9年 度 には、物流業界 で も請求者/支 払 者2社 による運用実験 を実施 した。 この運 用実験

では、物流EDI標 準 として既 に開発 され ていた標準 メ ッセージを用い た。

以下 、第5章1節 及 び2節 に、 これ ら トライアルの概要 を述べ る。

尚、電子機器 業界 では、1999年 版標準書(EIAJ-2G)に 、 同業界の請求支払 いに必 要 な標準

メ ッセ ージが収録 されている。本報告書 に も一部 の フォーマ ットが掲載 されてい るが 、EIAJの

標準書 とは異 なる部分が ある可能性が大 きいので、使用 に際 しては、必ず、EIAJの 標準書 の最

新版 を参照 して、確認 していただ きたい。

同様 に、物流業界 につい て も使用 に際 しては、必 ず、JTRN標 準書 の最新版 を参照 して、確

認 していただ きたい。
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5.1電 子機器 業界の トライアル

5.1.1請 求 支払EDI調 査研 究開発の 目的

企 業間取引 における情報交換 を行 うEDIは 、現在主 に受発注処理 を中心 と して広 く普

及 しつつ あるが、 これ を納 品お よび決済段階 まで適用 し、発注 か ら決済 までの一貫 した

EDIを 構築す る ことは、当業界の競争力強化の ため にも不 可欠で あ り、我 が国の産業界

全体か らも広 く望 まれる ことである。

本調査研究 開発 は、請求支払業務 に関す る問題点 を明 らか にす る とともに、受注者 の

売掛金管理 業務 の効率化 を目的 とした。全銀協 メ ッセージの該 当情報 に も、EDI情 報 と

してユ ーザが使 用で きる項 目が追加 され るな ど、EDIの 環境 が整 いつつあ り、昨年の ト

ライアル内容 を継続 し、業務上実現 可能か どうかの検 証 を行 う。

5.t.2実 施体制

㈲ 日本 電子機械工 業会EDIセ ンター内にワーキ ンググルー プ(以 下WGと 略 す)を 設

けて、事 業全体の運営 に関す る取 りまとめや具体的 な設計 開発作業 な どを行 い、関係 業

界 内の協 力企業の場 を借 りて運用実験 を行 う。

実施体 制 を以下 に示す。

㈹ 日本電子機械 工業会
EDIセ ンター

請求支払WG

勘日本情報処理開発協会
産業情報化推進センター

請求支払EDI委 員会

㈹ 日本 ロジステ ィクス
システム協会

図5一ユ 請 求支払EDI実 施体制
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5.1.3当WGの 取 り組み

(1)当WGの 検討す る取引の範囲

企業 の経済活動 には様 々 な業態 と段階が あ り、各 々で請求支払 の業務形 態が異 なる。

これ らを全 て網羅 して検 討す るこ とは、 スケジュール ・構成 メ ンバ ー等 を考慮 す る と

不可 能に近 いため当WGで は、電子 機器業界 の中で の取引(下 図 の太矢 印で示 した部

分)に 限定 して検討 を行 う。

灘
部

メ ー カ ー

図5-2当WGの 検討す る取引の範囲

(2)当WGの 最終 目的

受注者の請求に対 し発注者が支払うことで企業間の請求支払処理は完了するが、受

注者の内部では売掛金月締から売掛金の消込までの処理が行われている。当WGは 取

引の最終段階である請求支払 に関わる情報をEDI化 することにより、売掛金消込 に至

る一連の業務効率を向上させることを最終目的とする。
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5.1.4当WGが 取 り組 むテーマ

売掛金 の月締 め終了後、発注者か ら入手 した月間の買掛 金 明細 と売掛金 明細 との照合

を行 った後 に回収予 定 を作 成 し、発注者 か らの支払通知(支 払予定)と 確認 を行 い、請

求支払金額 を確 定す る。(下 図①)

その後 、発 注者か らの支払金額 と、確 定 した請求支払金額(回 収予定)と の照合 を経

て会計 帳簿上 の売掛金残 高 を消去する ことで処理 は完了す る。(下 図②)

平成9年 度 は、平成8年 度 の トライアル コンセ プ トを継続 し、② について トライアル回

数 を重 ねる ことを主 目的 とした。

なお、下図① にお ける買掛/売 掛 照合 を中心 とした課題 について は、 当報告書 の対象

外 と し、定例 検討 を実施す る。

発 注 者 EDI 受 注 者

①
買 掛 金 月 締

支 払 予 定

売 掛 金 月 締

買 掛/売 掛 照 合

回 収 予 定 作 成

②

① 定例検討型活動 日々照合の検討
② トライアル型活動:決 済段階のEDIト ライアル

図5-3当WGが 取 り組 む テ ーマ
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5.1.5ト ライアルの概要

当WGは 、平成7年 度の予備 実験 を皮切 りに平成8年 度 と9年 度 に運用 実験 を実施 し、

電子機器業界 にお ける請求支払EDIの 検討 を行 って きた。 これ までの活動 を振 り返 り、

本年度 の トライアルの概 要 を以下 に記 載す る。

(1)平 成7・8年 度の活動

平成7年 度 と平成8年 度 の活動の位 置付 け と主 な取 組内容 を以 下 にま とめ る。

表5-1こ れ までの活動 の位置付 け と主 な取 組内容

活動年度 活 動 の 位 置 づ け 主 な 取 組 内 容

平成7年 度 請求支払いEDI実 現 に向けての

技術的課題を、予備実験により

抽出する。

①5社 で トライアル実施

発注者:ソ ニー ・松下

受注者:ア ルプス ・東芝 ・村田

②支払IDを 付与 したメッセージの活用

支払情報

銀行指図情報'
入金情報

③買掛IDを 付与 したメッセージの活用

買掛明細情報

相殺内容通知情報

④支払方法は振込 に限定

⑤CIIト ランスレーターの使用

平成8年 度 請求支払EDIが 技術的に実現可

能であるかを実証する。

①11社 で トライアル実施

発注者:ソ ニー ・松下 ・日立 ・三菱 ・

NEC・ 富士通

受注者:ア ルプス ・東芝 ・村 田 ・TDK・

京 セラ

②銀行 ネッ トワーク(FB)の 利用

(全銀協 メ ッセージに用 意 されたEDI情 報

のエ リアに支払IDを 付 与)

③ 汎用性のある支払IDの 検討
・全ての取 引パ ター ン分類 に対 応可能

④各種支払方法への取 組
・振込、期 日支払 、一括 支払、手形支払

⑤各種支払方法 に対 応 した支払情報 の設定

注)下 記資料 も参照

平成7年 度:「業際EDIパ イロット・モデルの調査研究開発書一(電 子機器業界の請求支払

EDI)平 成8年3月 社団法人日本電子機械工業会」

平成8年 度:「EDIに 関する調査研究開発報告書一 一新段階のEDI-(電 子機器業界の請

求支払EDI)平 成9年3月 社団法人日本電子機械工業会」

(2)平 成9年 度の トライアル

平成8年 度 は運用実験 と して は回数が不足 であったため、平成9年 度 は実験 回数 を積

み重 ねるこ とを主 目的 とした。本年度 の トライアル コンセプ ト、 トライアル内容、 ト
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ライアルの組 み合 わせ等 は平成8年 度 と同一 とす るこ とを基本 と し、債 務確定型 の取

引パ ター ン(Cお よびD)を ビジネスモ デル として使用 し、債 権確定型 の取引パ ター

ン(A・B)とEに ついては実験 を実施 しなか った。又 、組 み合 わせ 間で話 し合いの上 、

新 た に検証項 目を加 える ことも認め るこ ととした。

① 主 な トライアル内容

・ 平成8年 度 の トライアル コンセプ トを継続 し、運 用実験 を行 う。

・ 業務上実現 可能であるか を検証す る。

② トライアルの グルー プ編成

WG参 加企業11社 の トライアルグルー プ編成 と利用 した金融機 関 を、表5-2に 示 す。

表5-2請 求支 払EDIト ライ アル の グ ル ー フ.編成

発 注 者 受 注 者 仕 向銀 行 被仕向銀行 支払方法 回 数* 使用ビジネスモデル

ソ ニ ー ㈱

アルプス電気㈱
さくら銀行
・五反田支店

さくら銀行
・東京営業部

一括支払 6回

月次買掛金方式㈱ 東 芝 同 上 同 上 振 込 6回

㈱ 村 田制 作 所

(平成7年度のみ)
一 } 振 込 2回

日 本 電 気 ㈱

TDK㈱
住友銀行
・東京営業部

住友銀行
・日本橋支店

振 込 ・

期 日支払
4回

月次買掛金方式

㈱村田制作所 同 上
住友銀行
・京都支店 手 形 4回

㈱ 日立製作所

アルプス電気㈱
さくら銀行
・本 店

さくら銀行
・東京営業部

振 込 ・

期 日支払
4回

月次買掛金方式

京 セ ラ ㈱
三和銀行
・本 店

京都銀行
・東京支店 振 込 4回

TDK㈱ 同 上

三和銀行
・室町支店

あさひ銀行
・日本橋支店

住友銀行
・日本橋支店

振 込

同 上

同 上

4回

㈱村 田制作所
富士銀行
・本 店

富士銀行
・京都支店 振 込 4回

富 士 通 ㈱
川 崎 工 場

TDK㈱
あさひ銀行
・本 店

あさひ銀行
・日本橋支店

振 込 ㌔

期 日支払
4回 月次買掛金方式

㈱村 田制作所
第一勧業銀行
・本 店

富士銀行
・京都支店

振 込 ・

期 日支払

松下電器産業㈱
モ ー タ 社

TDK㈱
住友銀行
・城東支店

住友銀行
・心斎橋支店 振 込 4回 日々照合を反映 し

た月次請求 ・月次

買掛金方式㈱村 田制作所 同 上
住友銀行
・京都支店 振 込 6回

三 菱 電 機 ㈱
静 岡 製 作 所

アルプス電気㈱
東京三菱銀行
・静岡支店

・本 店

さくら銀行
・東京営業部 振 込 ・

期日支払
4回 月次買掛金方式

注1)回 数*は 平成7年 度 ・平 成8年 度 ・'平成9年 度 の合計 トライ アル 回数 を表示。

2)仕 向 銀行 ・仕 向支店名 と被仕 向銀行 ・被仕 向支店名は、平成8年 度 ・平成9年 度の トライアルの内容

を併せて掲載 している。
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5.1.6ト ライアル実施後の課題 と対応

(1)課 題の内容

トライアル実施 により明確になった課題の内容を記載する。

① 支払情報伝送タイミングの検討

従来の支払情報では、支払総額の個々の手形振出内容に関する情報(手 形振出 日

等)を 同時に作成することを想定 していた。しかし、実際には振出会社のリスクを

軽減するため振出日直前に手形は作成され、支払総額の情報を伝達できる時期と手

形振出内容に関する情報を伝達できる時期 とに日数差がある。手形での回収がある

場合でも、支払総額の情報の入手が遅れることのないよう、支払情報の検討が必要

である。

② 月次買掛金方式以外の検討

月次買掛金方式以外の方式(月 次請求書方式、都度請求、支払方式等)に 対応で

きる標準メッセージの検討が必要である。

③ 複雑な支払方式の検討

同一取引先でも購入形態により支払い条件が異なり、同一月度の検収で複数の支

払月度の支払いが発生する。また、特別払い(定 形外支払)な ど、複数の検収月度

の物件 を同一日で支払う場合もある。現在の支払情報を利用する場合の振込のルー

ルでは、支払単位を分割する必要があり振込手数料が増大してしまう。複雑な支払

方式に対応することを検討する必要がある。

④ 発注(購 買)部 門 ・受注(営 業)部 門の明確化

支払が会社一括で行われる場合、支払情報は1件 しか作成 されず発注会社一本の

支払額となり発注部門毎の支払金額が入手できない。受注者が債権管理を分割して

行っている場合にも、支払情報単独では受注部門毎に回収予定情報を作成できず、

買掛明細情報及び相殺内容通知情報も使用して作成しなければならない。

このように発注者から発注部門別の支払い額を紙ベースで入手して、受注者の受

注部門単位に配布し入金確認を行っているような場合の対応を検討する必要がある。

⑤ 数値桁不足の対応

メッセージレイアウト上、数値項目が10桁 であるが、検収額が100億 を越える物

件が存在する。桁落ちが発生しないよう対応が必要である。
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⑥ 支払情報 の消費税額 の必要性

支払額 にお ける消 費税 は意味が ないのではないか。

⑦ 相殺 の考 え方

相殺 の取扱 いが支払 内容区分 になっているが 、支払方 法 に含め るべ きで はないか。

⑧ その他相殺項 目の明確化

銀行振込手数料 ・VAN使 用料等 の小 口相殺 デー タの支 払情 報への反映 とルールの

明確 化が必要であ る。

⑨ 有償 支給等 の相殺 ルールの明確化

有償 支給等 の相殺 を、買掛 計上月 に行 う企業 と、支払段 階で行 う企 業 とがあ り、

処理方 法 によって相殺 時期 が異なる。支払情報 の メ ッセージ上 で どう表現 す るか検

討 してお く必 要があ る。

⑩ 振込先 口座 の変更へ の対応

延現金(期 日支払)の 場合 の振込先 口座の変更が あ り得 る。受注企業側 の振込 先

口座が途 中で変更 された場合 、すで に支払情報 で通知 した振込 先が変 わる。 この対

応 を検 討す る必 要が ある。

⑪ 普及 について

トライアル における支払情報 には複数 の支払方法 を含 んでいるため内容 が複雑 と

な ってい る。今後、多 くの企業へ普 及 してい くため に支払方法別 の ガイ ドライ ンを

示 すマニ ュアル等 を作成 してい く必 要が ある。

(2)課 題へ の対応

前述 した課題 に対 す る改善 策 と改善後の ビジネス フロー及 びメ ッセー ジを以 下 に記

載す る。

① 支払IDに ついて

前述の 「③ 複雑 な支払 い方式の検 討」へ の対応 を図るため、支払IDの 運用 につい

て見 直 しを行 い、従来 の考 え方であ る下記a及 びbの 他 に新た にcを 追加 した。

a.支 払いIDの 基本パ ター ン

以下の体系で運用 を行 うこ とを基 本 とす る。支払IDは 、発 注者主体で支払額 を

確定 す る方式 と受注者主体で支払額 を確定す る方式 では付与体 系が異 なる。
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桁数 11・1・1・1・1・ ・1・1・11・111112 131141151161711819 20
設定

内容
統一企業 コー ド上6桁 支払元 コー ド 計上月度 日付 α β

注1)α:連 番(1～9),β:予 備

注2)統 一企業 コー ドとは、標準企業 コー ドのEIAJで の呼 び名

図5-4支 払ID

表5-3支 払ID付 与体系

項 目 桁 数
債務確定型

(発注者が支払IDを 付与)

債権確定型

(受注者が支払IDを 付与)

統一企業 コー

ド上6桁
9(6)

発 注者 の法人格 を表す

(EIAJの 企業 コー ド上6桁)

発注者 の法人格 を表す

(EIAJの 企業 コー ド上6桁)

支 払 元 コー ド 9(6)
発注者の支払組織単位を表す

(EIAJの 企業 コー ド下6桁)

発注者の支払組織単位 を表す

(EIAJの 企業 コー ド下6桁)

計 上 月 度 YYMM
発注者が債務(買 掛金)を 計上

した年月

受注者が債権(受 掛金)を 計上

した年月

日 付 DD 任 意 任 意

連 番 9(6) 任 意 任 意

予 備 X(1) 任 意 任 意

b.本 社一括支払 に使 用す る支払ID

本社一括支払す る場合 で、買掛金 明細書が工場又 は事業部別等 に発行 される よ

うなケースでは、支払IDの 支払 元 コー ド(6桁)は 本社 を表す コー ドを使用 する。

c.支 払IDの 応用パ ター ン

支払IDの 基本パ ター ンでは計 上月度 を明記 する方式 であるが、支払 方法 によっ

ては必ず しも計上 月が入 れ られる とは限 らない。 そこで、計上 月度が入れ られな

い ようなケースで は、受発者 間の合意 によ り、計上 月度以 降の項 目は任 意 に取 決

めで きる もの とす る。

② 支払情報

前述 した 「①支払情報伝 送 タイ ミングの検討」、 「② 月次買掛金方 式の検討」及 び

「③ 複雑 な支払 方式 の検 討」の3つ の課 題 の解決 のため に、運用 実験時 に1種 類 で

あ った支払情報 を4種 類 に分割 して再定義 した。
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表5-4修 正 ・新規作 成 した支払情報 メ ッセー ジ

メ ッ セ ー ジ 新規/修 正 情報 区分 コー ド

支払情報(検 収支払情報) 修 正 1106

支払情報(請 求書支払情報) 新 規 1107

支払情報(合 計支払情報) 新 規 1108'

支払情報(手 形 ・小切手明細情報) 新 規 1109

(3)課 題対応 の結果 について、以下 に、月次検収方式(月 次買掛金方式 は、月次検収 方

式 とい う名前 に変 更 した)を 例 として、支払情報 の使 用方法 をビジネスモデノレを含 め

て説 明す る。

月次検収 方式 では、発 注者 は、買掛 明細情報 を作成 し、支払金額 ・金種等 が確定 し

た後 、検収支払情 報 と合計 支払情報 を作成す る。 さらに、手形 ・小切手 が発行 され る

タイ ミングで手形 ・小切 手明細情報 を作成す る。

⑧ 支 払1D:1234560000019807

A工 場¥200

検 収(11xx)

*)計上月産別、発注元部門別に作成

支払ID:1234560000019807

合 計 振込 手形

A工 場¥200¥100¥100

合 計 支 払(11xx)

*)発 注 元部門別に作成

支払ID:1234560000019807

合計 振込 手形

¥200¥100¥100

込

支 払ID=1234560000019807

振 込¥100

支 払ID二1234560000019807

手 形 番 号:11111¥50

手 形 番 号:22222¥50

(情報の流 れは、発注者 か ら受注者。)

図5-5月 次 検 収 方式 の 支払 情 報 フ ロ ー
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月次検収方式 の ビジネス フロー を図5-6に 示す。支払情報 を検 収支払情報 と合計 明

細情報の2種 類作成 す る、手形 ・小 切手明細情報 を作成 するな どの改 善 を図 ってい る。

発注者EDIPt"'

口 ・ 処理

△処

支払明細作成

↓

↓

1手 形 ・小切手等明細作成1

!一'入 示

買掛明細情報

支払ID

TEL/F

連絡

相殺内容通知情報

。 ・ 上

1売 上月次締切処理1

『
A

支払ID

支払情報
・検収支払情報

・合計支払情報

支払ID

支払情報
・手形 ・小切手等明細情

銀行

i総合振込情報

...入出金 煎豆1盟無 情認..

支 払ID チェ・ク

国璽 売 金消込処理[墓 亘萱亘ヨ

図5-6月 次検 収方式の ビジネス フロー

5.1.7総 合評価 と今後の課題

(1)総 合評価

当WGは 、取引 の最終 段階 である請 求支払 に関 わる情報 をEDI化 す る こ とに より、
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売掛金消込業務 か ら回収予定 の作成 ・回収実務 までの一連 の売掛金管理業務 の効 率向

上 を最終 目的 と して発足 した。

平成7年 度 か ら トライアル を実施 し、 トライアル参加企業 も平成7年 度 の5社 か ら平

成8年 度以 降は11社 に広が り、その間、 トライアル参加企業 か ら積 極的 に意見 が出 さ

れ、 トライアル実施後 も課題 を整理 しその対応 について も協議 ・検討 を繰 り返 した。

売掛/買 掛 明細 照合 ・回収予定照合 ・回収実績照合及 び収入業務 とい う支払業務 ま

で、一貫 したEDIの 流れ を確 立す ることが可能 である こと、 また、発注者 か らの提 供

され る各種情報 を受注者側が活用すれ ば売掛金管理 業務 の 自動化 と業務効率 の向上が

実現で きるこ とが 、本 トライアルを実施 した ことによって検 証 され た。 この ことは、

発 注者への支払 に関す る問い合 わせ等が減少す る ことによって発注者の業務効 率の向

上 に もつ なが る。

トライアル参加企業 の多 くは何 らかの形で請求支払EDIを 継 続す る との意思表示 を

してお り電子機器業界 においては請求支払EDIを 業務上実現 す るうえでの基盤 は概 ね

確立 出来た とい える。

今後 、請求支払EDIを 導入 する企業が増加 し、各企業の財務管理 システム との連動

が可 能 になれば会計帳簿上の売掛 金残高消込 まで結 びつ いた売掛金管理業務 の完全 自

動化 まで発展 させ て行 くこ とが可能 となる。

(2)今 後 の課題

今後 も検討が必 要 と思われ る課題 について記載す る。

① 売掛/買 掛金 明細 照合 の効率化(照 合 キーの検 討)

現在 、機械照合 における照合 キーは標準化 されず個別で あ り、システム にお いて

も発注者 ご とに照合キーの定義 を行 い照合処理 を実施 しているため、 シス テムが複

雑 となっている。 また、照合 キーが分割納入等 には対応で きていない等 の問題 もあ

る。照合 キーの標準 化(納 品キー番号等)を 検 討す る必要が ある。

更 に、不照合(違 算)の 原 因を調査 ・分析 し、見積 か ら回収 までの商取 引全体 を

視野 にいれた違算 を発生 させ ない ビジネスモデル を提 案 してい くこ とも必 要であ る。

② 日々の検収 デー タ交換 の普及

「月次買掛金 方式」 の場合、違算の調査 には発注者 ・受 注者 ともに手 間が かか り、

差 異 に関す る売掛 金及び買掛金 の修正処理 も翌 月計 上 として処理 される。調査時 間

を短縮 し、速や かな違算 フォローを行い、かつ修 正処 理 を当月計上 に反映 させ るた
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め、「日々照合」 の普及 を業務面及 びコンピュー タシステムで検討 す る必 要があ り、

電子機器業界 では 「日々照合」 について も現在検討 を進 めている。

③ メ ッセージの標準化

月次買掛金 方式 ・月次請 求書方式 のいず れ にも対応 で きる よう支払情報 を再検 討

した。電子機器 業界 として広 く普及 を図るため にも標準化す る ことが最優先 と考 え

る。従 って、今 回 までの トライアル結果 を反映 した関連情報 の標準化 を今後 進めて

行 く。

④ 請求支払EDIの 普及'

請求支払EDIを 利用 して売掛 金管理業務 の合理化 を図 るため には、広 く電子機器

業界 に普及 させ る必要があ る。第一段階で はメ ッセー ジの整備 を行 い関連情報 を標

準化 し情報の整備 を行い、第二段階で は トライアル参加企業の取引先 に導 入 を呼 び

かけて電子機器業界 に広 く普 及 させ て行 く努力が必要で ある。 中小企業へ の普及 も

視野 に入れた検 討 を試み るこ とも重要 であ り、EDIを 簡単 に安 く導入で きる ツール

の普及等 も検討課題 といえる。

5.1.8メ ッセ ー ジ

請 求 支 払 業 務 で使 用 す る メ ッセ ー ジ を一 覧 に示 す 。

表5-5請 求支払業務 関係 メ ッ七一ジ一覧

メ ッ セ ー ジ 新規/修 正 情報の流れ 備 考

買掛明細情報

99年 版EIAJ

標 準規格 書

に新規追加

発注者⇒ 受注者

相殺内容通知情報 発注者⇒ 受注者

請求情報 受注者⇒ 発注者

検収支払情報(支 払情報) 発注者⇒ 受注者

請求支払情報(支 払情報) 発注者⇒ 受注者

合計支払情報(支 払情報) 発注者⇒ 受注者

手形・小切手明細情報(支 払情報) 発注者⇒ 受注者

総合振込情報 発注者⇒ 銀 行 下記注)参 照

入出金取引明細情報 銀 行⇒ 受注者 下記注)参 照

振込入金通知情報 銀 行⇒ 受注者 下記注)参 照

注)金 融機 関 とのEDIは 、全銀協 の フォーマ ッ ト仕様 を使用 とす る。
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表5-5の メ ッセ ー ジの 中か ら、サ ンプル として検収支払情 報 を以下 に示 す。 尚、 メ ッ

セージの仕様 は、99年版のEIAJ標 準規格書(③ 日本電子機械工業 会EDIセ ンター発行)を

参照 し確認 されたい。

項 目Nα 項目名 必 キー CD 項目内容 属性(桁 数)1繰 返数

00001 デ ー タ処 理No. ●
受信者での受信データの処理順序 を表す番号。受信者

は受信データをこの番号の昇順に処理するため、採番

方法は本書のデータレコー ドの作成方法に従うこと。

9(5)

00002 情報区分コード ● *
情報の種類を示すコー ド(支 払情報(検 収支払情報)
=llXX) 。

X(4)

00003 データ作成 日 データを作成 した日付。 9(6)

00004 発注者コード ● ☆ *
注文を行う企業(6桁)及 びその工場 ・事業所 ・事業

部門等(6桁)を 表すコー ドで統一企業コー ドにより

示す。

X(12)

00005 受注者コード ● *

注文を受ける企業(6桁)及 びその営業所 ・事業所 ・

部門等(6桁)を 表すコー ドで統一企業コー ドにより

示す。
X(12)

00006 発注部門コード
原価の責任部門又は納入部門を示す発注者部門コー

ド。
X(8)

00009 訂 正 コー ド ● * 情報の新規 ・変更 ・取消を示すコー ド。 X(1)

00056 備考 参考情報を入力するフリースペース。 X(30)

計上月度 ● ☆
上月度(暦 日の1ヶ 月とは
買掛計上した年および月度。年は西暦下2桁 、月は計

1らな い)を 表 す 。
9(4)00142

新 規

li蛙i[

新 規

新 規 ・

請求壬三月目
ミ

受;墜{`の発行サる請求年∫

受注者の発行する請求書番長

o 9㈲.

請求書発行番号 r「
レ6 X(20)

支払通知書.邑行日 発注者が、.受注者に支払涕

灘 §魏 魏㌶摯羅委鰹 召三ン蜴
、知書を発行{ノだ日付。 9(6)

/

交織D ◎i・ X(2⑳ 『

00281 通 貨コー ド ■ * 通貨種別を表す。 X(3)

蓼槻.・ 支i払内容区分 』 ●.
.「

、 .牟 醸鑑 警鐸 三蹟 轍 払類払合計勧興
金額の符号を示すコー ド。使用 しない時は該当データ

X(ユ),

X(1) 500058 取引符号区分 *
はプラスとして扱う。

1.槻
新規
支払内容原金額 ●

lll}

「 春支払内籔紛E対 応する金額。 9 12)

支払内ii…源 金額(外 働 ・
」

「

■

o 9 12)V(3}
li槻 巨軽 輩 ζ料 ・

i…i纏縫 暴騰 援藁雛 遠;貨)』』
発注者力～ 支払う支払合計額の内訳である支払方法種

9(12)

碧槻' 支払方法}変分 ● *.
別を示すコー『札

X(2)

11

新規 支払方法別支払金額 ● 各支払方法に対応する、支払Eに 支払 う金額。 9{12}

新規 支払方法別支払金額《外貨 ■ 各支払方法に対応する.支 払E・に支払 う金額(外

貨),。

『9(12)v(3)

新 規 . 支 払 日:' /;

各支籔芳法}ご対応する、支払方法別支払明細金額を支
幽 うIE付。・ 9⑥

新 規'
べF

振出日ジ
発注者≡が受取大 隠 注者)へ 手形 ・小切手を振 り出レ
た ヨ、及び延現金の起算日。1・

9㈲

:新規 当貸実行磯 目』

資金化が1灘 …となる日。/

支払方法が一:.き支払 ・ファクタ リングの場合、受取人 ・

(受注者)が 当座貸越契約を締結 してある提携銀行 く被

仕向鋸)叉 はファ・ダ・タリング会社から、支払期 日前に
9㈲

新規 銀行コ}ド 覇 め取弓遊 学番号を表す】

手形の場合、

金融機関共買コ一 驚 記載されている、受取人{受 注
9④.

新規 銀行名 受取入(受 注者}の 取引銀行の名称.支 払方法が受取

全国銀行協会連合会に登録した統一店番号で、受取人
f受注者)の 取引銀行の取引支店番号を表す。

手形の決済を行 う:銀行の名称.
X(15)

新規 支 店コ}ド. 9㈲

x(15)『
引新規

支 店名 、

/ 受取入,授 注者).の取引銀行の取引支店の名秘 支払
方法が受取手形の場合、手形の決済を行う銀行支店の
懐 紙

、新 規 』:

新 規 ・

新 規

預金種 目' 受取人(受 益iう の預金種 目を表す。 9(1)・

口座 番 号 『 受取w漫 滋i:) の口座番号を表す。" 9(10)・

口座 名 ・ 受取人(受 注者)・の名称ポX(40)

〈 デ ー タコー ド説 明 〉

1… 前 月繰越額

● 2… 買掛金計上額
新規 支払内容区分 3… 支 給品調整額

4… 次月繰越額

● 5… 支払合計額

*)支 払 内容区分別項 目は発生分のみ作成。
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5.2物 流 業 界 の トラ イ アル

平成9年 度 に実施 された物流業界 トライアルの概 要 を以下 に述べ る。

5.2.1背 景 と目的

企 業 間取 引 な どにかかわ る情 報 交換 をコ ンピュー タ ・ネ ッ トワー クに よ り行 うEDI

(ElectronicDataInterchange:電 子 デー タ交換)は 、現 在、主 として受発注処 理 に適用

されているが、これ を、納 品 ・決済の段 階 まで拡大 し、発注 か ら決済 まで一貫 したEDI

を構築 する ことが、今後の課題 として重要であ る。

しか し、 これを実現す るために必 要な決済分 野のEDIは 、製造 ・運輸 ・流通 ・金融 な

ど、異 なる業種 ・業態の企業 間 を結 ぶEDI(以 下、「請求支払EDI」 とい う)で あるため、

これ を円滑化す るには、相互 にデー タ交換 をするための標準技術 や新 しい運用 ルールな

どが不可欠である。

そ こで、決済分野 を対象 に、請 求支払EDIと い う限定的 な局面 におけ る課 題 につい て、

運用上の問題 を中心 に分析 し、解 決策 を検討 す るとともに、長期 的視野 にた った請求支

払EDIの 構築方法 を とりまとめ るため、以下 の ような検 討 を行 った。

① 物流業界での請求支払EDI基 本 コンセ プ トの検証

決済時 に課題 となってい る売掛金消込 の 自動化が可能 な仕組(平 成7年 度 に策定

された もの)に ついて、物 流業界 において検証す る。 このため、荷 主 ・物流事業者

間の銀行経由決済 について、EDI化 の可能性や効果 な どを実証実験 して分析す る。

② 結果 の とりま とめ と今後の課題 の抽 出

上記 の結果 を とりま とめ、今後 の課題 な どについて検討す る。

5.2.2調 査 分析体制

関係 業界 の有識者 で構成 される専門委 員会 を設置 して、基本 的 な方針 、進め方、評価

方法 な ど、全体 の運営 に関す る検 討 を行 った。 また、必 要 に応 じて、実務 担当者 に よる

ワーキ ンググループ(WG)を 設置 し、具 体的 な実施 にあた っては、物 流EDIに 詳 しい

研究員 を専任 として割 り当て、作 業 を行 った。

調査分析 は、1997年12月8日 か ら1998年3月20日 にかけて実施 し、この間、専 門委 員

会 を開催す るほか、数次 にわた る運用実験 を行 い、その成果 を と りまとめた。
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5.2.3東 芝物 流 と 日本通運 との運用実験概要

(1)実 験 の 目的

荷 主(東 芝物流)と 運送会社(日 本通運)問 で物流EDIを 適用 し、下記の実験項 目

を検 証す る。

① 本委員会で確立 した 「請求支払EDIの 基本概念(請 求支払EDIモ デ ル)」 を踏 まえ

て実証実験 を行 い、その有効性 を問 う。

1@物 流EDI標 準 メ ッセージ(JTRN2A暫 定版)を 使用 し、且 つそ の有 効性 を検証 す

る。特 に、新 た に開発 した請 求支払 に係 わるメ ッセー ジの検 証 に重点 を置 く。

③ 金融EDI(フ ァームバ ンキ ング 「マ ッチ ングキー方式」)と の連動 システ ム も併 せ

て実験且 つ検証 し、その効 果や問題点 を洗 い出す。

④ 物流EDIか ら請求支払EDIま で の一連 の流れ を運用 実験 し、実務面 の評価 をす る。

特 に、買掛金 や売掛 金等 の後方事務処理 に与 える正確性 や効率性 を検証 す る。

(2)実 験 の対象

・荷送 人事業所:東 芝物 流㈱柳 町輸送 セ ンター

・運送業者事 業所:日 本 通運㈱溝 ノロ支店

・取扱商 品:OAサ プライ用 品、 ファクシ ミリ、 コピー機 な ど

・配送地 区:関 東 地区

・配送 モー ド:宅 配便(ペ リカン便)、 自動 車便(ア ロー便)

・デー タ件 数:平 均180件 ～200件/日(運 送依頼情報分)

・決済方法:現 金、約束手形

(3)使 用 メ ッセー ジ1(物 流EDI標 準 メ ッセー ジ)

・ビジネス プロ トコル:JTRN第2版(2A暫 定版)(CIIベ ース)

・EDIメ ッセー ジ ① 運送依頼情 報

②運賃請求明細情報

③運送完了報告情報

④運賃支払情報

⑤運賃支払明細情報

(4)使 用 メ ッセージ2(FBデ ー タ)

・フ ァームバ ンキ ング:① 総合振込 データ

1回/日(17時 以 降)

1回/日(翌 午前 中)

1回/日(13時 以 降)

翌 月初 め

翌 月初め

翌月末

②振込入金通知 明細 デー タ 翌月末
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(5)振 込ID(20桁)の 構 成

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

標準企業コー ド

(東芝物流)

事業所コー ド

(東芝物流)

発 生 年 月

(YYYYMM)
連 番

図5-7振 込IDの 構 成

(6)運 用 実験 シス テ ム概 要

図5-8に 運 用 実 験 シ ス テ ム構 成 を示 す 。

(7)ネ ッ トワ ー ク構 成

図5-9に ネ ッ トワ ー ク構 成 を示 す 。

(8)ビ ジ ネ ス フ ロー

図5-10に 日次 処 理 の ビジ ネ ス フロ ー を、図5-11に 縞 目処 理 の ビジ ネ ス フロ ー を 、そ

れ ぞ れ 示 す 。
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一140一



東芝物流㈱

纏 賠『弓

※1:対象作業宕椚

①勤 口分室

②幸関頼働

③目障 働

斑蝶 計システム1

料 金 集 計 処 理

作業音岡(※1)

醐1送 シスデム1

運送依頼情報作成

運 賃 明 細 受 信

違 算 チ ェ ッ ク

騰 『1料金システム|

連菌i鵬 報

運副購 報

日経 ㈱

作業自門(※1)

目勿流EDlシ ステム1

運 送 依 頼 受 信

運 賃 明 細 送 信

・2)

経暖 『弓

※1:対象作業音階

⑪ リ加課

②醐 事業所

③妻i撞彗業所

ご

※2ir酷ev

⑪ 膨便(元払の

②肝 便 玩払の

※3:他料金

①返送・乾送料

②繊 巧料

③繊 斗

④事務i締 料

一

⑥彌 般etc

図5-10日 次処 理 の ビ ジ ネス フ ロー
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東芝物1㈱ E体通運㈱

鰹 『『 作業部ヨ弓 作i賠椚 締[門

一[全社集計システム1 一日櫟 晴務システム]一

醗 磨摩務システム仁

料 金 集 計 処 理 売 掛 金 管 理

↓

↓棚 、恒

一[締喫理システム]一
請 求 書 発 行

検=覧1械 ＼/
〉

請求書受取 く

酬 覧

、
1

ど
請求錨雛 定・変更

{

運設 備

ぴ込ID)

く

二陣頗i送システム]↓

支握櫃確定

一骸流EDIシ ステム]一

、 入金通題 言

運賃支払 ・明鵬 言 運賃支払明細

駈込ID)

'

運賃支払 ・明細 受1言

＼

/＼/ ＼

支払通知

、

〉

:

支}鑓知

蜘

→ 鍋
劔

Ψ

一昨鵜 磨寮務システム1一

// ＼

繊 依頼

髄込ID付9

入金予定と照合 入金通過 言く .

↓

売卦金消込

、

総飾 込 砺込ID)

'

↓

売掛金回収データ送信 フ鍾 知データと照合〉

振一 垢組版込ID)

俄さくら銀行 (搬浜鋤テう

図5-11縞 目処 理 の ビジ ネ ス フ ロ ー

一142一



5.2.4運 用実験結果

処理 内容 と件数 を、表5-6に 、売掛金消込のEDI化 前 と後 の時 間比較 を表5-7に 、それ

れそれ示す。

表5-6実 験結果1(処 理内容 と件 数)

11月 分 12月 分

運賃 請求情報(件 数) 3,646件 3,659件

ペ リ カ ン 便 3,509件 3,508件

ア ロ ー 便 137件 151件

運賃 請求情報(金 額)

ペ リ カ ン 便

ア ロ ー 便

運賃 支払明細(件 数) 3,624件 3,633件

運賃支 払明細(金 額)

支

払

振 込 金 額

振 込 件 数 1件 1件

約 束 手 形

送 金 手 数 料 735円 735円

振 込ID 10462305051019971101 10462305051019971201

表5-7実 験結果2(売 掛金消込 の時 間比較)

＼ 概 要 11月 分 12月 分

EDI使 用 時

運賃支払明細 と売掛金情報 を自動マ

ッチングし、確認する。

(差異分は自動検出)

約30分 約30分

EDI未 使 用

売掛金1件 毎 に勘定整理票 の金額 を

手入力 し消込 みを行 う。

(シ ミュ レーシ ョン算 出)

約6時 間 約6時 間
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5.2.5実 験 にお ける問題点 と解決策

【課題1】 売掛金管理方法 の問題

現行 の経理 シス テムで は、ペ リカ ン便及び アロー便の売掛 は、原 票1件 明細単位 で

は な く、一 日分集計 で管理 してい る(注 ①)。 従 って、運 賃支払 明細情報 の原票 明細

項 目によるマ ッチ ング処理がで きない。

⇒ 原票単位 に売掛金 管理 をす る(経 理 システムへ の受 け渡 しデー タの変更)。

【課題2】 手書 き原票の取 り扱 い

現行の業務 では、1日 に1件 前後 の手書 き原票(ペ リカン便 またはアロー便)が 発生

しているが、東 芝物流側 の運賃 支払 明細 情報 に反映 されない。

⇒EDIに よる運送依頼分 と手書 き原票分 を別管理 し、手書 き分 を実験対 象か ら外 す。

【課題3】 複数決済方法の取 り扱 い(振 込 や約束手形 な ど)

確定支払総額 に対 して振込 か手形 か を按 分 している。従 って、運賃 支払明細情報 を

作 成す るときには、原票 明細 ごとに支払 方法が確定 で きない。

⇒ 各原 票明細 ご との支払方法 を区別せ ず に、売掛金消 し込 み段 階で、振込 金額 と手

形払い金額 の総額で消 し込 む。

【課題4】 振込手数料の取 り扱 い

現行の業務 では、振込手数料 は 日通側 の負担 となっている。従 って、売掛金合計 額

と振 込金額 および手形支払額 の総額 と一致 しない(振 込手数料分 の差 額が発生)。

⇒ 日通側売掛消 し込み段 階で、振込手 数料 を加 える。

【課題5】 振込IDの 取 り扱い

東芝物流側 では、運賃支払情 報 はEDIシ ステムで作成 し、総合振込 デー タは経理 シ

ステムで作成 してい るが、 システム相互 に振込IDを 授受 する ことがで きない(注 ②)。

従 って、振 込IDに よる運賃支 払情報(EDI情 報)と 総合振込 デ ー タ(FB情 報)と の

連動 がで きない。

⇒ 振込ID(20桁)に 採番 規約 を設 け、運用面で 同期 を図 った(注 ③)。

【課題6】 違算発生 した ときの訂正入力 ミスの取 り扱 い

運 賃請 求明細情報 を送信 したあ と、東 芝物流側 の金額 チ ェックで違算が発 生 した場

合 、手入力で金額 を訂正す る。 その際、訂 正 ミスで運賃支払 明細情 報の支払 金額 に過

不足 が発生す る。

⇒ 訂正入力後チ ェ ック リス トを出力 し、 目検 にて再確認 を行 う(注 ④)。
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【課題7】 運賃 支払情報の支払 金額 と実振込金額 の差異発 生

【課題6】 の影響 によ り、支払金額 に過不足が発生 した場 合、請 求金額 と振込 金額 は

一致 す るが(注 ⑤)
、運賃支払情報 とは一致 しない。

⇒ 日通側の売掛金消込み処理で は、運賃支払 明細情報 と一致 する売掛 金のみ を自動

消込み を行 い、過不足分 はエ ラー表示 を して手作業 に よる消込 み を行 う。

【課題8】 銀行振込 と手形 の回収 時期 の相違

銀行振 込 は請求 月の翌 月末、約束手形の受 け渡 し日は請求 月の翌 月中旬(支 払通 知

受取 り後)と 回収 時期が異 なる。 しか し、【課題3】 に よ り運賃支払 明細情 報の支払 方

法が 区別つか ないため に、 回収時 に当該の売掛金 が特定 で きない。

⇒ 銀行振 込 と約束手形 を同時 に回収する。

(注①)処 理端末のハ ー ドディス ク容量や業務処理 の簡素化 を考慮 した設計 のため。

(注②)経 理 シス テムが東芝 グルー プ仕様 のパ ッケージソフ トのために変更 が困難。

(注③)「5.2.3(5)振 込IDの 構成」 を参照。

(注④)運 賃 請求明細確認情報 を使 う方法 もあるが、運用が煩雑 になる懸念 か ら採用 し

なか った。

(注⑤)過 不足 が生 じて も、経理上 は 日通発行の請求書 を もとに金額 を計 上 している。

5.2.6期 待 できる効果

(1)振 込ID(振 込側採番)通 知方法の確立

【従 来の方法】

企業 間相 互 に請求情 報や 支払情報 のEDI交 換 を行 って も、実際 に振 込 デ ー タを

使 ったマ ッチ ング方法が なかったため に、 自動 マ ッチ ングや売掛金 の 自動消 し込み

が不 可能であ った。

【EDIの 場合 】

請 求支払EDIに よ り、銀行 か らの振込 デー タを用いて振 込ID(マ ッチ ングキー)

を持 ち回 るこ とに より、上記の問題 を解 決する ことが で きる。

(2)売 掛金消込 み作 業 の短縮化お よび確 度の向上

【従来 の消込 み作 業】

請求先 か らの支払 は、全 売掛金 を合計 した額 で行 われるために、入 金額 が具体 的

に どの売掛金 に該当す るかは、担 当者 の経験 と判 断に負 う場合が多 い。
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特 に、支払額 が支払側の条件 によって、銀行振込 と手形 に別 れる場合 は なお さら

であ る。

多 くの場合 、事前 に支払通知書 で支払 内容 の明細 を通知す る等、実務上 、担 当者

の判断材料 と しているが、支払通知 明細 に明細番号(例 えば、運送送 り状 の原票番

号)を 記載 していないため に、売掛金引 き抜 きの ときカル タ取 り状態 にな る。

【EDIの 場合 】

毎 月発 生する約4,000件 の売掛 金債 権 に対 して、振 込IDを 付加 した運賃 支払明細

情 報でマ ッチ ング処理 を行 うため に、売掛 金 と支払額が一致 しない場 合で も、原票

単位 に不 一致 の売掛金が即時 に把握 で きる。

5.2.7今 後の課題

(1)経 理 システム との連携

現時点 において、物流EDIは 主 に現地作業 用 システムに搭載 されてお り、 その作業

用 システムの多 くが何 らかの形 で経理 システム とデータ連 携 を行 ってい る。

しか し、物流EDIは 、荷主企業 と物 流業者相互の物流 シス テム間の デー タ連携 をと

り、ローカルシステム内部 にはあ ま り影響 を与 えないの に対 して、請求支払EDIで は

作業用 システムか ら経理 システム、そ して銀行 を経 由 しなければな らず 、ロー カル シ

ステムに与 える影響が大 きくなる(シ ステムの抜本 的改善 の必 要性)。

特 に経理 システムは、企業 または企業 グループ内で共通で あ った り、汎用パ ッケー

ジ ・ソフ トを導入 しているな ど、 システム変更 に対 する負荷 が大 きい。 また、特定 の

顧 客 に限定 して枝葉 システム を開発 す るこ とさえ も難 しい。

(2)買 掛 金管理 システムへ のフ ィー ドバ ック

現行 の支払 について、多 くの場 合、買掛金 を合算 した金額 に対 して、各支払条件 に

応 じて支払額や支払 方法 を決 定 してい る。 また、 そこで決定 され た各支払方法 に関す

る情報 は、 もとの買掛 金 には反映 されない。

そのために、振 込や手形払 いの対象 となる売掛金 ・買掛金 を把握 で きない場 合が多

い ○

(3)物 流EDI情 報 か らの限界

実 際には、取引相手先 か ら振 り込 まれ る金額は、EDI対 象料 金の ほか に施設使用料 、

梱 包料 、返転送料等 の他扱 い の料金 を含 んで いる。従 って、EDIの 支払 明細情報 と入
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金通 知情報 とを自動的 に消 し込 んで も、手作業が残 って しま う。

(4)物 流EDI標 準 の普及拡大が前提

物流業界 は、J手 順 、全銀手順 、物流VAN、 または独 自のオ ンライン伝送 によって、

個別EDIを 推進 して きた。 しか し、それは大企業 な ど体 力のあ る企 業 に限 ったこ とで

あ って、給与計算 や経理 システムな どパ ッケージ ソフ トによる情 報化が進 んで いる も

のの、EDI化 を実践 している中小企業 は多 くないのが実情 であ る。

既 に広義のEDIを 構築 して きた大企業 に とって も、情報化投資 が難 しい 中小企業 に

とって も、今即座 に物流EDI標 準 を導入 してい くことは困難 であろ う。請 求支払EDI

の普及促 進 には、物流EDIが 荷主企業 ～物流業者 間で広 く使 われ るこ とが前提 とな る。

従 って、中長期 にわた り根強 く普及促進 を してい く推進 母体 の確立 が急務 であ り、

且 つ、行 政の全 面 的なバ ックア ップが必要 な ことはい うまで もない。

(5)荷 主や大手物 流業者の取 り組み姿勢

日本は欧米と異なり、産業界全体は企業グループや系列会社の色彩が濃いといわれ

る。情報化 につい て も、親 会社の情報 イ ンフラや情 報 システムをその ま ま導 入 してい

るケースがほ とん どであ る。請求支払EDIの 仕組 みは、 どちらか とい うと発 注者(買

掛金側)よ りも受注 者(売 掛金側)の 方 にメリッ トがあ り、 システム導入 と同時 に両

者の導入効果 ばか りを追求 していては頓挫 しかねない。つ ま り、 グルー プ全体、 そ し

て産業界全体 に拡大 しつつ、相乗効果が見込 まれるわけであ る。

その意味か ら も、大手企業が先導的役 割 を担 い、 よ り積極 的 に取 り組 むこ とを強 く

要望 したい。
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5.2.8メ ッセ ー ジ

表5-8に 「JTRN」 開発 メ ッセ ー ジ 一覧 表 を示 す 。 メ ッセ ー ジ の詳 細 は 、JTRN規 格 書

2B－ 物 流EDI推 進 委 員 会 編 一 を参 照 され た い 。

表5-8「JTRN」 開発 メ ツ七 一 ジ一 覧 表

メ ッセ ー ジ名 情 報区分 コー ド

トラ ック運送業務 に係 わる

EDIメ ッセー ジ

1.運 送計画情報

2.運 送依頼情報

3.集 荷情報

4.運 送状況情報

5.運 送完了報告

6.受 領情報

7.運 賃請 求情報

8.運 賃請 求明細情報

9.運 賃請 求明細確認情報

10.運 賃支払情 報

ll.運 賃 支払明細情報

「3011』

『3001』

『3101』

『3111』

『3121』

『3131』

『3811』

『3801』

『3841』

「3821』

『3831』

倉庫業務 に係 わる

EDIメ ッセ ージ

1.出 荷 依頼情報

2.出 庫報告情報

3.在 庫引 当通知情報

4.機 番報告情報

5.入 庫予定情報

6.入 庫報告情報

7.流 通加工依頼情報

8.流 通加工 報告情報

9.在 庫報告情 報

10.在 庫差 異報告情報

11.在 庫調 整報告情報

12.在 庫調 整報告承認情報

13.倉 庫料金請求情報

14.倉 庫料金請求明細情報

15.倉 庫料金請求 明細確認情報

16.倉 庫料金支払情報

17.倉 庫料金支払 明細情報

18.品 名 マス ター情 報

19.荷 届先 マス ター情報

『4001』

『4021』

『4031』

『4041』

「4101』

『4121』

『4201』

『4221』

『4301』

『4311』

「4321』

『4331』

『4801』

『4811』

『4821』

『4831』

『4841』

『4901』

『4911』

注)平 成11年3月 現在
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第6章 請求支払EDIの 効果等

6.1総 合 評 価

平成7年 か ら5年 にわた り実施 された基礎検討 、システム構築及 び運用 実験 は、初期 の 目

的 を十分 に達 成 した と考 え られ る。

この事業 によって実用 の域 に達 した請求支払EDIは 、適用場 面 を限定す れば、十分 に効

果 のある ものであ る と結論 す る。

もっ とも、完全 な請求支払EDIが 開発 で きた ことで はない。 まだ、一般化 は十分成 され

ていないため、今の コ ンセ プ トで は導入が難 しい業界が あるこ とや、 中小企 業 に一般 的 に

導入す るのは難 しい とい う問題 もあ るだろ う。

これ をベース にさ らに効果 的で導入が簡単 な請求支払EDIへ 、発展 させ てい く必 要があ

る。

6.2業 務上 の効果

平成8年 度から実施 された運用実」験では、下記の効果が実証された。

① 電子機器業界の トライアル

●

●

■

○

●

支払情報交換の有用性

商流(受 発注 と納品処理)と 金流(為 替振込)の 連動(連 携)

支払ID(マ ッチングキー)に よる照合で回収金額の明確化

売掛金自動消込み実現に必要な基盤の一つが確立

その他、財務管理の高度化に寄与する可能性のあるシステム構築に必要な基盤

の整備が進 んだ こと。

② 物流業界 の トライアル

・ 振込ID(支 払者発番)通 知方法 の確 立(振 込ID及 び支払情 報交 換 ル ー トの確

立)

・ 売掛金消込 み作 業の短縮化(6時 間の手作業が 、30分 に短縮)及 び確 度 の向上

ここで注意 しなければ ならない のは、以上の効果は、受発注EDIそ して物 流EDIに つ い

て、十分 に経験 を積 んだユ ーザーで実施 された運用実験成果 である とい うこ とであ る。
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現在 の請 求支払EDIの コンセ プ トで は、請求支払EDI単 独 では、その効 果 を十分 に発揮

する ような体系 にはなっていない。請求支払EDIへ の準備段階 とも言 えるEDIが 充実 して

い るのが条件 になって いる。

6.3明 確 化 した事 項

運用実験 では、以下 の事項が明確 になった。

(1)経 理 システム再構築

請求支払EDIを 前提 にして経理 システム を再構築 すれば、 さらに効果 的 な財務管理 を、

実現 で きる。

(2)日 々其日・合

(売掛/買 掛の)日 々照合が、違算防止 に有効であ る。

(3)見 積 関係 の システム化/EDI化

見積 関係 の システム化/EDI化 が、違算防止 に有効で ある。

(4)受 注 ・発注両面 のEDI化

企業 によって、受 注側のEDI化 が進 んでい る場合 と、発注側 のEDI化 が進 んでい る場

合があ る。例 えば、受注側 を中心 にEDI化 が進 んでい る場合 には、発注側 のEDI化 を積

極的 に推進 し、受注側 ・発注側 ともにバ ランス よ くEDI化 す る ことが、請 求支払EDIを

効果的 にす る。

(5)買 掛金管理 システ ムの改善

(6)現 行EDI(物 流EDI標 準)の 改善

(7)ペ ーパ ー レス化

いわゆるペーパ ー レス化 の推進が 、請求支払EDI導 入 を促 進 させ る有力 な動機 となる。
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6.4そ の 他 の 問題 点

平成7年 度 か らの検討 に よって、以下 の問題 点が明 らかになった。

① 業界 ご とのメ ッセージの整備(EIAJは 、1999年 に2G版 、物流業界 は1999年 に2B版

を確 立。 その他 に も作成済の業界があ る。)

② 支払情報伝送 の タイ ミング(個 々のケー スで決 めなけれ ばな らない。)

③ 複 雑 な業務運用へ の対応

④ 違算 を発 生 させ ないモ デルの確立 と、普及

⑤EDI(物 流EDI)そ の ものの普及

⑥ 請 求支払EDIの 普及

⑦ 関係者 の取組姿勢

① は、現行 のEDI技 術 をベ ースにす る限 り、避 けられない問題 であ る。業界 ご とに整備

す る必要が あるの は、現行 のEDI技 術が ビジネス プロセスの違 いを吸収 で きないためであ

るが、 これ以上有効 な方法 は確立 してお らず、当面、関係各業界 の努力 を期待 す る ところ

で ある。

② か ら④ の項 目については、業界単位 で も標 準化が難 しい とい う問題が あ り、電子機器

業界 などで は業界標準化 を目標 に した検 討が鋭 意続け られてい るが、解決 までか な り時 間

が掛 か る と予 想 される。

⑤ か ら⑦ は、互い に関連のあ る課題であ る。

以上 の課題 は、長期 的 には、解 決 される必要が ある。当面は、先進的企業が 、① か ら④

が 障害 とな らない部 分 に請求支払EDIを 導入 す るな どの工夫 を行 な うこ とで 、請 求支払

EDIの 積極 的な普及 を図 り、⑤ か ら⑦ の課題 を克服すべ きであ ろう。
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第7章 請求支払EDIと 標準化

当プロジェク トは、請 求支払EDIの 標準 的 な仕組み を検討 したプロジェク トで あった。その

成果が、請求支払EDI基 本 コンセ プ トの確立で あ り、実用化 するこ とがで きた。 この コンセ プ

トは、請求支払EDIビ ジネスプロセスの標準 モデルであ るので、当プ ロジェ ク トは請 求支払EDI

を標準化 した とい うこと も出来る。

しか し、一般 的 にEDI標 準化 と言 えば、フォーマ ッ ト類の標 準化 を意味 してい る。当 プロジェ

ク トは短期 間の実用化 を目的 に、 ビジネス プロセスの標準化 のみ を検討 し、 フ ォーマ ッ ト類 に

ついては、既存 の体系 をその まま活用 した。請求支払EDIと しての フォーマ ッ ト類の標 準化 に

ついては、不完全で あるこ とを認め ざるを得 ない。

そ こで、当プロジェク トを終結す るに当 たって、 フォーマ ッ ト類の標準化 につ いて、望 まし

い方向 を述べ る。

7.1請 求 支 払EDIの グ ロ ーバ ル化

請求支払EDI基 本 コンセ プ トは、国内取 引 を対 象 と して設計 した。実用普及 は、当面、

国内取引 を対象 に進 むが、今後長期 にわたって、国際取引 には活用 され ない と断言す るこ

とはで きない。 国内取引 をその まま延長 した ような国際取引が あ り、 その決済 に請求支払

EDI基 本 コンセプ トが活用 される可能性が ある と考 えた方 が、現実 的である。

貿易金融EDIと して総称 され る国際取 引のための請求支払EDIも 検討 されてお り、当 プ

ロジェク トの請求支払EDI基 本 コ ンセプ トが、大 々的 に国際取 引 に活用 され る と予測す る

必要 はないが、逆 に、恣意的 に国内 に閉 じ込め る必要 もないだ ろ う。 ニーズが あ り、適用

可能 とい うことであれ ば、請求支払EDI基 本 コンセ プ トが国際取引 に も活用 される とい う

こ とである。

当 プロジェク トの請求支払EDI基 本 コンセプ トを国際取 引に適用 する と、何 が問題 にな

るであ ろ うか。金融側 及 び産業界側 それぞれ問題があ る と思 うが、企業 コー ドに絞 って考

察 する と、以下の よ うになる。

企業 コー ドは、マ ッチ ングキー を構成す る重要要素 である。 この企業 コー ドが国際化 し

ているか どうかが、 問題 である。標準企業 コー ドを例 にする と、以下 の ようにな る。

標準企業 コー ドは、UN/EDIFACTの 企業 コー ド管理機 関国際識別子 を持 ってい るので、
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この識別子 を電話番号 の国際局番 の ように先頭 に付加す る ことで、 国際企業 コー ドとして

使 用で きる。問題 は、UN/EDIFACTの 企業 コー ド管理機 関国際識別子 を日本以外 の国が使

用す るか どうかであ る。現在(2000年3月)、 この識別子 の採用 をコ ミッ トした国 は一 国 も

な く、業界 で もない。例 えば、UN/EDIFACTを 採用 して いる欧州 で も、省略す るのが普通

であ る。 したが って、UN/EDIFACTの 企業 コー ド管理機 関国際識 別子 を使 うとい うことだ

けで は、 この問題 は解決 しない。

別の企 業 コー ド管理機関 国際識別子 もある。「ISO15459」 で定 め る企業 コー ド管理機 関国

際識 別子 であ る。標準企業 コー ドは、 こち らの方の識別子 も持 ってい るが、実際のEDIで

は どち らを使 うのか、やや こ しい問題 になる可 能性があ る。 さ らに、ISOの 国 コー ドを使

うとい う案 もあ り、解 決は難 しそ うであ る。

この ような局番追加 方式の国際化 は合理的ではあ るが、企業 コー ドの桁 数が長 くなる欠

点 もある。ただで さえ窮屈 なマ ッチ ングキー(最 大20桁)が 、 さらに窮屈 になる。

これ らは、請求支払EDI関 係企業の システム設計 を複雑化す る。
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7.2デ ィ レク トリー の標 準化

コー ドセ ッ ト、 デ ー タエ レメ ン ト(メ タ デー タ)及 び標 準 メ ッセ ー ジ をEDIデ ィ レ ク ト

リー とい う。通 常 、EDI標 準 化 とは 、これ らの要 素 の標 準 化 を意 味 して い る。 標 準 メ ッセ ー

ジ は、 適 用 す る シ ン タ ッ クス ・ル ー ル にデ ィペ ン ドす る の で 、 デ ィ レ ク トリー の標 準 化 と

シ ン タ ッ クス ・ル ー ル標 準 化 は 、密 接 に 関係 して い る。 そ こで 、 こ こで は シ ン タ ッ クス

ル ール も含 め て 、標 準 化 に つ い て考 察 す る。

7.2.1コ ー ドセ ッ トの標準化

コー ドセ ッ トの うち、企業 コー ドの問題点 は、前説 で述べ た。 こ こでは、企業 コー ド

以外 の コー ドセ ッ トの標準化 について分析す る。

主 なコー ドセ ッ トとして、「支払 内容区分」、「支払方 法」 及 び 「消費税 区分」 な どが

ある。現状 では、業界毎 の標準 コー ドになっている。 これ らは、全業界共通 にで きそ う

な コー ドで あるが、例 えば 「消 費税 区分」で も、業界 ご とに微妙 に異 なってい る。 「支

払内容 区分」 や 「支払方法」 な どは、定義 している業界が ほ とん どないので、今後 共通

化 され る可能性 もあるが 、あ ま り期待 で きない。何 らかの、共通化 の土俵が必 要であ る。

とは言 って も、 自業界 内の標準化 には熱心 な標準化推進者 も、他業界 に関わる ことにな

る と急速 に熱意が失 われ る とい う現象 があ り、業界 を越 えた標準 化は、極 めて難 しい。

7.2.2デ ータエ レメン ト(メ タデー タ)

現状 では、業界毎 の標準化が推進 されているが、今後 と も業界 毎の標準化 がベ ースに

なることは明 白である。 そ こで重要なのは、業界毎 に標準化 された デー タエ レメン トを

業界間で突 き合 わせ 、対応表 を作 ることであ る。デー タエ レメン トの対 応 は、そ のエ レ

メ ン トが持 つ意味 によって決定 され る。 この対 応表か ら、重複定義 されてい るデー タエ

レメ ン トは一つ にま とめ、 日本 のEDIで 使用 されてい る全 デー タエ レメ ン トの リス トを

作 る。 この リス トが、BSRのBSUリ ス ト(以 下 、BSUリ ス ト)で あ る。 この作 業 に よっ

て、我が国国内のBSUリ ス トが開発 されれば、次 に、国際 間で、各 国が開発 したBSUリ

ス トと突 き合わせ を行 い、国際標準 データエ レメ ン トに発展す る。

国際 レベルでは、すで に、標 準化 グループか らこの作業実施 の呼 びかけが行 われ、具

体 的作業が何 度か実行 され た。 しか し、 これ まで大 きなる成果 をあげる に至 ってい ない。
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ここで も、 自業界 内の標準 化 には熱心 な標準化推進者 も他業界 に関わる こ と、 ま して 国

際 レベルの作 業で は、急速 に熱意が失われ るとい う現 象 に遭遇 し、WGメ ンバ ーが集 ま

らないのであ る。

そ こで、UN/EDIFACTの デ ィレク トリーを解析 してBSUリ ス トを開発 す るプロジェク

トが1996年 に実施 され たが、頓挫 して しまった。意外 に も、このプロジ ェク トをつぶ し

たの は、UN/WP4(UN/EDIFACTの 開発 機関)で あった。UN/EDIFACTの デ ィレク ト

リーの解析 を進 めた結 果、BSUリ ス トが で きたので はな く、UN/EDIFACTデ ィレク ト

リーの問題 点 リス トがで きたか らであ る。 ・』.

我が国で も、この時 日本 国内版BSUリ ス ト開発 に取 り組 んだ。 しか し、自業界 内の標

準 化 には熱心 な標 準化推進者 も、他業界 に関わるこ とになる と急速 に熱 意が失 われる と

い う現 象 には勝 てず、 中断 した ま まになっている。 この作業で は、 デー タエ レメン トの

持 つ意味の解析 が必 要 になる。そのため、そのデー タエ レメ ン トを最初 に開発 した業 界

の協力 が必 要不 可欠であ る。業界 とは独立 の情報処理 専 門家や有識者 は、 そのデー タエ

レメ ン トの持 つ意味 を知 るよ しもないか らである。

それで も、BSUリ ス ト開発 は重 要である。例 えば、総合振 込情報 の 「顧客 コー ド1」

と 「顧客 コー ド2」 は、産業界の何 らかのデー タエ レメ ン トと関係 があ りそう であるが、

はっ き りしていない。 もっ とも、企業 コー ドに結 びつ いて も桁数が合 わ ないので、現状

で はあ ま り役 に立 たない。

最近、XMLのEDIへ の応用 が活発化す るにつれ、BSUリ ス トの開発 は ます ます重要性

を増 してい る。XML/EDIで は、デー タエ レメ ン ト単位 にタグが付 け られ、その タグがデ ー

タエ レメン トの意味 を表す。 そこで、合理的 にタグを付 けて標準化す るため には、標 準

化 されたデー タエ レメ ン トリス ト、す なわち標準BSUリ ス ト、が必要 にな るか らであ る。

7.2.3標 準 メ ッセ ー ジ と シ ン タ ッ ク スル ー ル

現 存 す るEDIの 大 部 分 は 、バ ッチ型 デ ー タ交換 を前 提 に して い る 。 バ ッチ型 デ ー タ交

換 で は標 準 メ ッセ ー ジが必 要不 可 欠 で あ り、EDI標 準 化 で もっ と も重 要 な の が 、標 準 メ ッ

セ ー ジで あ る。

標 準 メ ッセ ー ジ は 、書 類 シス テ ム の伝 票 ・帳 票 に相 当 し、 シス テ ム 的 に は直 接 の交 換

対 象 に な っ て い る。 した が って 、 シ ン タ ック ス ルー ル と密 接 な 関係 が あ る。 デ ー タエ レ

メ ン トは、 どち らか と言 え ば 、 シ ン タ ック ス ルー ル ・フ リー で あ り、 シ ン タ ック ス ル ー
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ル とは 直接 関係 しな い。

(1)シ ン タ ッ クス ル ー ル/標 準 メ ッセ ー ジ とデ ー タエ レメ ン ト(メ タデ ー タ)

シ ン タ ッ クス ル ー ル/標 準 メ ッセ ー ジ の基 本 構 成 要 素 は、 デ ー タエ レメ ン トで あ る。

これ をデ ー タエ レメ ン ト1と 名 付 け る。 一 方 、現 代 の企 業 情 報 シ ス テ ム の最 重 要 基 本

構 成 要 素 の 一 つ が 、 や は り、 デ ー タエ レメ ン トで あ る。 こ れ を、 デ ー タエ レメ ン ト2

と名付 け る。BSUリ ス トは 、 この デ ー タエ レ メ ン ト2を 標 準 化 した もの で あ る。 両 方

と もデ ー タエ レメ ン トで 、 や や こ しい の で あ るが 、 こ の2つ は 別物 で あ る。 これ が 別

物 で あ る と解 釈 で きない と、永 久 に、CIIシ ン タ ックス ル ー ル とEDIFACTシ ン タ ック

ス ル ー ル の違 い は 、分 か らな い こ と にな る。

とこ ろが 我 が 国 で は、 こ の2つ は 同 じ もの とい う解 釈 が 一 般 化 して い る。 原 因 は 、

現存 す る固 定 フ ォーマ ッ トとCIIシ ン タ ック スル ール にあ る。この2つ の フ ォー マ ッ ト

で は、EDIユ ーザ ー デ ー タ に 関 す る 限 り、デ ー タエ レメ ン ト1と2を 同 じ物 に して い る

か らで あ る。 こ こで 、 同 じと は、 デ ー タ型(datatype)を 無 視 して、 属 性(attribute)

が 同 じ とい う意味 で あ る 。

(2)CIIシ ン タ ックス ルv・一声ル とEDIFACTシ ン タ ック ス ル ー ル の違 い

この両 者 の 違 い は 、EDIユ ー ザ ー デ ー タに 関す る デ ー タエ レメ ン ト1と2を 、同 じ物

に して い る か、 違 う物 に して い るか で あ る。EDIFACTで は、 デ ー タエ レメ ン ト1と2

を厳 密 に区別 し、 すべ て の デ ー タエ レメ ン ト1を ジ ェ ネ リ ッ ク ・デ ー タエ レ メ ン トと

して い る。 通 常 の 企 業情 報 シ ス テ ム(デ ー タエ レメ ン ト2)は 、 ス ペ シ フ ィ ッ ク ・デ ー

タエ レメ ン トなの で 、 両 者 は異 な る。

そ こで 、EDIFACTの 標 準 メ ッセ ー ジ は 、 ジ ェ ネ リ ック ・デ ー タエ レメ ン トで 表 現

され て お り、 こ の ジ ェ ネ リ ッ ク ・デ ー タエ レメ ン トは、 分 類 学 上 で い うス ーパ ー ク ラ

ス に属 す る意 味 を持 つ デ ー タエ レメ ン トと して定 義 され て い る 。 さ ら に、 ジ ェ ネ リ ッ

ク ・デ ー タエ レメ ン トの意 味 を特 定 化 す るた め 、独 特 の構 造 を持 って い る。 一 方 、CII

シ ン タ ックス ル ー ル で は 、EDIユ ー ザ ーの デー タ に関 して は 、 デ ー タエ レメ ン ト1と2

は 同 じで あ る。CII標 準 の標 準 メ ッセ ー ジ は、 スペ シ フ ィ ック ・デ ー タエ レメ ン トで 表

現 され て お り、 意 味 を特 定 化 す る構 造 が 不 要 なた め 、 フ ラ ッ ト構 造 で あ る。 同 じ標 準

メ ッセ ー ジ開発 に よる標 準 化 で も、 両 者 の 持 つ 意 味 は大 幅 に異 な る。

(3)請 求 支 払EDIに お け る標 準 メ ッセ ー ジ

当 プ ロ ジ ェ ク トで は、 既 存 の体 系 を そ の ま ま用 い た た め、 統 一 的 な標 準 メ ッセ ー ジ
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の標 準 化 は実 施 しなか った 。 そ れ ぞ れ の業 界 の裁 量 に任 され た 。 しか し、 よ り効 果 的

な請 求 支 払EDIを 追 求 す る な らば 、 標準 メ ッセ ー ジの統 一 的標 準 化 が 必 要 に な る。

こ の 時 、 デ ー タエ レメ ン ト1を ス ペ シ フ ィ ッ ク ・デ ー タエ レ メ ン トにす る か 、別 の

体 系 の デ ー タエ レメ ン トにす るか を決定 す る こ とが重 要 で あ る 。 最 初 に決 定 すべ きは 、

デ ー タエ レメ ン ト1の 表現 方 法 で あ り、シ ン タ ックス ル ー ルの 選 択 で は ない 。シ ン タ ッ

ク ス ル ー ル は、 デ ー タエ レ メ ン ト1の 表現 方 法 に応 じて 、何 を適 用 す るか 決 定 しな け

れ ば な らな い 。 そ の 関係 は、 以 下 とな る。

① スペ シ フ ィ ック ・デ ー タエ レメ ン トを用 い る場 合

・ 固定 フ ォー マ ッ ト 個 定長 の ス ペ シ フ ィッ ク ・デ ー タエ レメ ン トに限 る)

●CIIシ ン タ ックス ルー ル

・XML(XML/EDI)

②UN/EDIFACT流 ジ ェネ リ ッ ク ・デ ー タエ レメ ン トを用 い る場 合

●EDIFACT

③ オ ブ ジ ェ ク ト指 向流 ジェ ネ リ ック ・デ ー タエ レメ ン トを用 い る場 合

・ 未 知 の シ ン タ ッ クス ル ー ル

重 要 な 選択 要 素 は、 デ ー タエ レメ ン ト1に スペ シ フ ィ ック ・デ ー タエ レメ ン トを用

い るか 否 か に な る が 、今 日一 般 的 に言 われ る こ とは、 以 下 で あ る 。

① ジ ェ ネ リ ッ ク ・デ ー タエ レメ ン トは、 企 業 内 シ ス テ ムの デ ー タエ レメ ン トと属 性

(attribute)が 異 な る た め 、EDIに 際 し、複 雑 な デ ー タ変 換 が 必 要 に な る。 一 方 、

ス ペ シ フ ィ ッ ク ・デ ー タエ レメ ン トは、 企 業 内 シ ス テ ムの デ ー タエ レメ ン トと属 性

(attribute)が 同 じた め 、EDIに 際 し、 簡単 なデ ー タ型(datatype)の 変 換 だ けで 済

む 。

② ス ペ シ フ ィ ック ・デ ー タエ レメ ン トは 、種 類 が 多 く、 標 準 の管 理 が 大 変 で あ る。

種 類 が 多 い の で 、 標 準 化 も大 変 で あ る。

③ そ れ ぞ れ の 企 業 情 報 シ ス テ ム内 の デー タ構 造 は、 ま ち ま ち で あ る。 そ こ で、 デ ー

タエ レ メ ン ト1(EDI交 換 デ ー タ)が 、 スペ シ フ ィ ッ ク ・デ ー タエ レメ ン トで フ ラ ッ

トな構 造 で あ れ ば 、 い か な る デ ー タ構 造 に対 応 させ る の も比 較 的 簡 単 で あ り、EDI

イ ン タ フ ェ ー ス が 簡 易 化 す る。 逆 に、 デ ー タエ レメ ン ト1が オ ブ ジ ェ ク ト指 向 に基

づ く特 定 の構 造 を持 つ 場 合 に は、 デー タ構 造 変換(一 般 的 に面 倒)が 必 要 に な り不

便 で あ る 。
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関 係 委 員 会 名 簿



L



委 員 長

幹

幹

委

事

事

員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

事 務 局

〃

〃

平成11年 度

博

允

一

郎

之

治

人

夫

誠

直

弘

史

猛

一

力

博

明

蔵

勲

眞

治

彦

可

伸

徹

満

健

政

芳

久

直

一

隆

弘

修

秀

良

和

澤

田

枝

井

井

東

山

田

藤

又

根

山

井

野

野

橋

原

村

田

川

木

泉

田

北

太

藤

石

石

伊

内

窪

佐

菅

関

武

比

星

松

三

宮

山

八

宮

三

若

ISO/TC154国 内委 員 会 名 簿

長野大学 名誉教授

東京都立短期大学

株式会社 日立情報ネットワーク

社団法人 日本ロジスティクスシステム協会

日立SC株 式会社

財団法人 日本貿易関係手続簡易化協会

日本電気 株式会社

東京電力 株式会社

財団法人 流通システム開発センタ=

財団法人 日本情報処理開発協会

NBS研 究所

鉄道情報 システム 株式会社

情報処理コンサルタント

財団法人 建設業振興基金 建設産業情報化推進センター

株式会社 近鉄エクスプレス

株式会社 古河インフォメーションテクノロジー

株式会社 日本鋼管

財団法人 日本規格協会

通商産業省 工業技術院 標準部 情報規格課

財団法人 日本情報処理開発協会 産業情報化推進センター

〃 〃 〃

〃 〃 〃

(順不 同、 あい う順)
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委 員 長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

通 産 省

事 務 局

〃

〃

平成11年 度

路

洋

均

誠

夫

史

郎

弘

秋

夫

一

治

清

之

一

清

俊

男

悟

夫

郎

浩

之

眞

治

彦

太

一

正

邦

俊

一

浩

幸

重

信

洋

荘

弘

隆

雅

光

英

憲

智

秀

良

和

谷

藤

井

谷

目
ハ

山

田

上

田

部

田

田

浅

所

野

口

本

野

藤

貫

岡

中

井

川

木

泉

神

内

石

布

磯

武

宮

村

梅

種

丑

高

湯

田

星

宮

山

星

加

大

村

田

今

宮

三

若

デ ータタグ委員会 名簿

株式会社 フジクラ

社団法人 日本電線工業会

財団法人 住宅産業情報サービス

株式会社 日立情報システムズ

社団法人 日本物流団体連合会

鉄道情報システム株式会社

新日本製鉄 株式会社

社団法人 鋼材倶楽部

日本経済新聞社

社団法人 日本電子機械工業会

社団法人 日本電機工業会

電気事業連合会

社団法人 日本自動車工業会

社団法人 日本ガス協会

財団法人 建設業振興基金

JSR株 式会社

中小企業総合事業団

株式会社

株式会社 電 通

日本電気 株式会社

社団法人 日本アルミニウム協会

社 団法 人 日本 ドゥ・イ ッ ト・ユ アセ ル フ協 会

エ ヌ ・テ イ ・テ ィ ・ロジ ス コ

(電 線)

(住 宅 産 業)

(〃)

(物 流)

(〃)

(鉄 鋼)

(〃)

(新 聞 広 告)

(電 子 機 器)

(重 電)

(電 力)

(自 動 車)

(ガ ス)

(建 設)

(石 油 化 学)

(繊 維)

(ホームセンター)

(通 信 資 材)

(一 般 広 告)

(小型コンピュータ)

(アルミニウム)

通商産業省機械情報産業局電子政策課

財団法人 日本情報処理開発協会 産業情報化推進センター

財団法人 日本情報処理開発協会 産業情報化推進センター

〃 〃 〃
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査

員

主

委

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

ク

〃

〃

〃

事 務 局

〃

平成11年 度 シンタックスルール検討委員会

允

晴

啓

篤

二

也

夫

助

央

子

治

美

之

司

弘

員

行

治

彦

可

秀

善

圭

啓

俊

洋

隆

良

賢

正

弘

裕

泰

利

芳

良

和

田

部

野

田

森

川

林

藤

崎

中

村

村

中

野

澤

口

野

木

泉

和

太

阿

大

鍵

石

北

小

斎

島

田

田

中

野

藤

三

山

平

三

若

名簿

東京都立短期大学

株式会社 日立情報システムズ

ECソ リューションズ 株式会社

三菱電機情報ネットワーク 株式会社

株式会社 東 芝

株式会社 アクスル

株式会社 アルゴテクノス21

日本ユニシス 株式会社

日本電気 株式会社

株式会社 日立製作所

日本電気ソフトウェア 株式会社

株式会社SRA

日本アイ ・ピー ・エム 株式会社

蝶理情報システム 株式会社

日本航空 株式会社

株式会社 富士通システムソリューションズ

通商産業省 工業技術院 標準部 情報規格課

財団法人 日本情報処理開発協会 産業情報化推進センター

〃 〃 〃

(順不同、あ い う順)
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査

員

主

委

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

事 務 局

〃

藤

上

内

大

大

笠

岸

佐

背

高

武

広

星

保

矢

平

三

若

平成11年 度Cll-EDIサ ー ビス委 員会 名 簿

枝 伸 株式会社 日立情報ネットワーク

野 圭 輔 三井化学 株式会社

山 政 人 日本電気 株式会社

谷 裕 紀 日本アイ ・ピー ・エム 株式会社

沼 保 夫 日本ユニシス 株式会社

井 利 富士通 株式会社

勝 己NTTデ ータ通信 株式会社

藤 誠 財団法人 流通システム開発センター

又 久 直 財団法人 日本情報処理開発協会

田 荘 治 電気事業連合会

山 史 鉄道情報システム 株式会社

瀬 昌 志 社団法人 鋼材倶楽部

野 隆 財団法人 建設業振興基金

田 宏 株式会社 東 芝

野 隆 久 花王インフォネットワーク 株式会社

野 芳 行 通商産業省 工業技術院 標準部 情報規格課

木 良 治 財団法人 日本情報処理開発協会 産業情報化推進センター

泉 和 彦 〃 〃 〃

(順不同、あい う順)
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委 員 長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

ク

〃

〃

事 務 局

平成11年 度EDI海 外接続研究委員会

小

伊

上

丑

大

大

笠

鈴

田

田

種

内

藤

星

三

吉

吉

橋

藤

野

田

野

沼

井

木

代

中

部

藤

枝

野

原

田

村

弘

善

圭

洋

善

保

利

博

裕

広

信

喜

伸

隆

裕

裕

政

政

文

輔

啓

夫

善

三

之

夫

市

二

孝

幸

通商産業省 機械情報産業局

財団法人 日本情報処理開発協会

名簿

新日本製鐵 株式会社

三菱商事 株式会社

三井化学 株式会社

社団法人 日本電機工業会

ECソ リューションズ 株式会社

日本ユニシス 株式会社

富士通 株式会社

社団法人 鋼材倶楽部

株式会社NTTデ ータ

電気事業連合会

社団法人 日本電子機械工業会

社団法人 日本自動車工業会

株式会社 日立情報ネットワーク

財団法人 建設業振興基金

住友金属工業 株式会社

三井物産 株式会社

日本電気ソフトウェア 株式会社

産業情報化推進センター

(順不同、あい う順)
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委 員 長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

事 務 局

田

稲

川

車

小

佐

佐

塩

清

高

田

田

永

中

藤

星

本

増

三

宮

村

山

平成11年 度 請求支払EDI委 員会

代

束

本

田

橋

藤

藤

沢

宮

橋

中

中

井

島

井

野

田

田

橋

本

上

本

裕

原

洋

浩

弘

眞

敬

隆

恒

三

真

慶

隆

八

英

幸

雅

樹

己

之

政

誠

和

潔

樹

勤

夫

洋

志

三

郎

曲豆

博

治

弘

俊

通商産業省 機械情報産業局

財団法人 日本情報処理開発協会

名簿

株式会社NTTデ ータ

社団法人 日本 ロジステイクスシステム協会

株式会社 東海銀行

株式会社 横浜銀行

新日本製鐵 株式会社

財団法人 流通システム開発センター

電気化学工業 株式会社

社団法人 日本自動車工業会

株式会社 千葉銀行

旭化成工業 株式会社

株式会社 村田製作所財務部

社団法人 日本電機工業会

社団法人 全国地方銀行協会

財団法人 金融情報システムセンター

社団法人 日本電子工業振興協会

財団法人 建設業振興基金

日本通運 株式会社

全国銀行協会

古河インフォメーションテクノロジー株式会社

電気事業連合会

社団法人鋼材倶楽部 日本鉄鋼輸出組合

中小企業総合事業団

産業情報化推進センター

(順不同、あい う順)
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附 属 資 料

CII標 準ベ ースXML/EDIマ ッピング規則





1

2

3

4

5

6

7

8

9

適用範囲

引用規格

目 次

使用文字コー ド

構成要素の定義

論理 レコー ド

デー タ要素 の種 類 と属性 ・長 さの表記法

デー タ要素 の詳細

メ ッセージグループヘ ッダの構造

メ ッセージの構造

10.バ イ ナ リデ ー タの扱 い
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附属資料CII標 準ベ ースXML/EDIマ ッピ ング規則

1.適 用 範 囲

こ の規 則 は 、CIIシ ン タ ックス ル ー ル に基 づ い て 開発 され た、EDI標 準 メ ッセ ー ジ を、 イ ン

タ ー ネ ッ トEDI(Web、E-mail等)で も活 用 す る ため、XML(ExtensibleMarkupLanguage)

にマ ッ ピ ン グす る場 合 にの み 適 用 す る。

2.引 用 規 格

JISX7012-11999

JISX7012-21999

JISX7012-3:1999

TRXOOO8:1998

行政/産 業情報交換用構文規則(CIIシ ンタックスルー ル)

第1部:構 成要素

行政/産 業情報交換用構文規則(CIIシ ンタ ックスルール)

第2部:メ ッセージ グループの構造

行政/産 業情報交換用構文規則(CIIシ ンタックス ルール)

第3部:短 縮形 メ ッセ ージグループの構造

拡張可能 なマーク付 け言語(XML)

3.文 字集 合及び文字 コー ド

使 用 で き る文 字 集 合 は 、JISX7012-1,-2,-3(CIIシ ン タ ッ ク ス ル ー ル3.00)と 同 一 とす

る。 文 字 符 号 化 は この 規 格 で は規 定 しない 。 文 字 符号 化 は この規 格 を適 用 す る シ ス テ ム環 境

に従 う もの とす る。

な お、シ ス テ ム環 境 に よ って は8ビ ッ トの カ タ カナ は使 用 で き ない 。8ビ ッ トの カ タ カナ を

使 用 した い場 合 は 、 シ フ トJISを 使 用 しなけ れ ば な らない 。

JISX7012-1,-2,-3(CIIシ ン タ ッ クス ル ー ル3.00)の 規 定 と同様 に、文 字 コ ー ドと して シ フ

トJISを 使 用 す る場 合 を除 き、同 一 デ ー タ要 素 内 で の16ビ ッ ト文 字 と8ビ ッ ト文 字 の混 用 は し

て は な らな い。 デ ー タ要 素 内 で コ ー ドエ ク ス テ ン シ ョンテ クニ ッ クは使 用 して は な らな い。
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4.構 成 要 素 の 定 義

CII標 準 ベ ー スXML/EDIの 構 成 要 素 の 定 義 は、特 に規 定 しな い 限 り、JISX7012-1,-2,-3

(CIIシ ン タ ッ クス ル ー ル3.00)に 従 う。

5.論 理 レ コ ー ド

5.1論 理 レコー ドの種 類 及 びXML/EDIへ の マ ッ ピ ング

JISX7012-1,-2,-3(CIIシ ン タ ック ス ル ー ル3.00)で 規 定 され て い る論 理 レコ ー ドの

種類 と、XML/EDIで のマ ッ ピ ン グは次 の通 りで あ る。

表1論 理 レコ ー ドの種 類 及 びXML/EDIへ の マ ッピ ング

論 理 レ コ ー ド の 種 類 略記号 XML/EDIへ の
マ ッピングの有無

同報ヘ ッダ BCH 無

メ ッセ ー ジ グ ル ー プ ・ヘ ッダ MGH 有

業務 メ ッセージ TRM 有

受信確認 メ ッセージ AKM 有

エ ラー情報 メ ッセージ ERM 無

セ キ ュ リテ ィ ・ヘ ッ ダ ・メ ッセ ー ジ SHM 無

サ ブ ・セ キ ュ リ テ ィ ・ヘ ッ ダ ・メ ッセ ー ジ SSH 無

セ キ ュ リ テ ィ ・トレー ラ ・メ ッセ ー ジ STM 無

バ イ ナ リー ・デ ー タ ・ヘ ッ ダ BDH 無

バ イ ナ リー ・ユ ニ ッ ト BU 無

バ イ ナ リ ー ・デ ー タ ・ ト レ ー ラ BDT 無

メ ッセ ー ジ グル ー プ ・トレー ラ MGT 無
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5.2電 文の階層構造

CII標 準ベ ースXML/EDI電 文の階層構造 を次 に示す。

交換単位1

XML宣 言 XML電 文開始タグ メ ッセー ジグル ープ XML電 文終了タグ

メ ッセ ージグルー プヘ ッダ メ ッセ ー ジ メ ッセ ー ジ ■ ・ ● ● ・ メ ッセ ー ジ

メ ッセ ー ジ

開始 タグ

デ ー タ

要素

■ ● ● マルチ

明細

● ● ● デー タ

要素

メ ッセー ジ

終了 タグ

マル チ明細

開始 タグ

繰 返 し

要素

● ● ● ● 繰返 し

要素

・ ● ● ・ 繰返し

要素

マルチ明細

終了タグ

繰返 し要 素

開始タグ

データ要素 ● ● ■ ● データ要素又は

マルチ明細

繰返 し要素

終了タグ

1データ要素開始 タグ1 データ要素値 1データ要素終了タグ1

図1CII標 準 ベ ースXML/EDIの 階 層 構 造
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5.3電 文の構成要素及 び そのXMLタ グ

CII標 準ベースXML/EDI電 文の構成要素及びそのXMLタ グを次 に示す。

表2CII標 準ベ ースXML/EDIの 構 成要素 とXMLタ グ

構 成 要 素 XMLタ グ の 値

固定長データ要素 記号名にJPを 付 けたもの

可変長データ要素 タグ番号 にJPを 付 け た もの

マルチ明細 JPM×(× はマルチ明細番号)

繰返 し要素 JPM×R(× はマルチ明細番号)

業務 メ ッセー ジ JPTRM

受信確 認 メッセー ジ JPAKM

メ ッセ ー ジ グル ー プヘ ッダ JPMGH

交換単位 ドキ ュメン トタイプ名称

6.デ ータ要素の種 類 と属性

6.1固 定 長 デ ー タ エ レメ ン ト

固 定長 デ ー タエ レメ ン トのXMLタ グは記 号 名 にJPを 付 け る。

伝 送 上 の フ ォーマ ッ トは 、可 変 長 デ ー タ要 素 と同 じ形 を取 る。 しか し、CII標 準 ベ ース

XML/EDIで は 、メ ッセ ー ジ グ ル ー プヘ ッダ を構 成 す る デ ー タ要 素 な ど、固 定 長 デ ー タ要

素 の デー タ長 は 、JISX7012-1,-2,-3(CIIシ ン タ ック スル ー ル3.00)で 定 め られ た 固定 長

デ ー タ要 素 の デ ー タ長 と同 じ長 さで な けれ ば な ら ない 。

6.2可 変長デ ータ要素

CII標 準の デー タ要素値 をXML/EDIに マ ッピングす る際 の規則 を次 に示す。ただ し、使

用する文字 コー ドは、XML処 理 系 に合 わせて選択 しなければ な らない。

(1)8bit文 字列(X属 性)

X属 性 のデー タ要素 はその ままマ ッピングす る。 ただ し、 デー タ要素値 の中 に改行

及び タブを含 んではな らない。

また、XMLの 文法で予約 された文字が デー タ要素値 内 に出現す る場合、これ らの文

字 は、XMLの 文法 で規 定 され た実体参照 に置 き換 えなけれ ばな らない。予約文字 の う
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ち、〈及び&の2文 字 は、必ず実体参照 で記述 しなければ ならない。〉`及 び"の3文

字 の実体 参照は任 意使用であ る。 なお、CII標 準ベースXML/EDIで は、デー タ要素値

内 にCDATAセ ク シ ョンを記述 してはならない。

表3XML予 約文字 と実体参照

文字1実 体参照

< &lt;

〉 &gt;

& &amp;

`

&apos;

``

&quot;

例 え ば、X+Y〈Zと 言 う デー タ要素 値 は、X+Y&lt;Zに 変 換 しな け れ ば な ら ない 。

(2)8bit単 位 ビ ッ ト列(B属 性)

XMLは 文 法 上 文 字 コー ド以 外 の デ ー タを含 む こ とが で きない ため 、B属 性 デ ー タ要

素 は、4ビ ッ ト毎 に16進 数 を表 す 文 字 に変 換 して マ ッ ピ ン グす る。 従 っ て 、nバ イ ト

のB属 性 デ ー タ要 素 は 、2nバ イ トの16進 文 字 列 にマ、ッピ ン グ され る。

ll・lll・1・ll

＼! /

lBl51

図2B属 性 デー タ要素値 の変換

16進 文字列 は0～9及 びA～Fの 文字 を使 用する(a～fは 使 用禁止)。

も'っとも右側 にあ る00以 外 の ビ ッ ト列 よ りも右側 にあ る00を 省 略す る こ とが 出来

る。例 えば002F4COOOOOOは002F4Cと 省略 して良い。

(3)16bit文 字列(K属 性)

K属 性 デー タ要素 はその ままマ ッピングす る。

備考:使 用す る文字 コー ドは、XML処 理系 に合 わせて選択 しなけれ ばな らないため、

変換 を必 要 とす る場 合があ る。
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(4)数 値 デー タ要素(9属 性)

9属 性 データ要素 はその ま まマ ッピングす る。

備 考:例 えば、9(12)V(3)の ように小数点 を含 む9属 性 デー タ要素 は、ブラウザ で表

示 する場合 には、ス タイル シー ト内にスク リプ トを記 述する等 の対処 を行 い、

小 数点 を挿入す るか、又 は整数部及 び小数部 の識別が で きる ように工夫 しな

ければな らない。

(5)数 値 デー タ要素(N属 性)

N属 性 データ要素 はその ままマ ッピングす る。

(6)年 月日(Y属 性)

XML/EDIで はY(8)の み使用 可 と し、Y(6)の 使用 を原則 と して禁止す る。

7.デ ー タ要 素 の 詳 細

7.1デ ー タ要素 の構造

CII標 準 ベースXML/EDIで は、 固定長 データ要素 、可変長 デー タ要素のいず れ も、次

の構造でデー タ要素 を送受す る。

デー タ要素 開始 タグ データ要素値 データ要素終了タグ

図3デ ー タ要素の構造

7.2デ ー タ要 素 の タ グ

7.2.1可 変 長 デ ー タ要 素 の タ グ

業 務 メ ッセ ー ジ 内で使 用 す る可 変 長 デ ー タ要 素 の タグ は 、CII標 準 の メ ッセ ー ジ仕 様

で 定 義 され た デ ー タ要 素 の デ ー タ タ グ番 号 の前 に 、 「JP」 を付 け た もの とす る。

例:デ ー タ タ グ番 号=00001の 「デ ー タ処 理No.」 で は、 開始 タ グは<JpOOOO1>、 終

了 タ グは</JPOOOO1>で あ る。

デ ー タ タ グ番 号 は 、0～99999の 範 囲 で は 、5桁 で 、100000～524287の 範 囲 は6桁 で

表 現 す る。 デ ー タ タ グ番 号 が 、5桁 に満 た ない場 合 には 、左 側 に ゼ ロ を補 い5桁 とす る。

誤 っ た タグの 例:〈JP12>,<JPM123>

正 しい タグの 例:<JpOOO12>,<JpOOI23>
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7.2.2固 定 長 デ ー タ要 素 の タ グ

メ ッセ ー ジ グ ル ー プヘ ッ ダ を構 成 す る デー タ要 素 等 、JISX7012-1,-2,-3(CIIシ ン

タ ック ス ル ー ル3.00)で 定義 され た 固定 長 デ ー タ要素 の タ グ は、 デー タ要 素 の記 号 名

(デ ー タ タ グ番 号 に相 当 す る)の 前 に 「JP」 を付 け た もの とす る 。

例:記 号 名=CO9「 受 信 者 コ ー ド」 で は 、 開始 タ グ は<JpCO9>、 終 了 タ グは 〈/JpC

O9>で あ る 。

8.メ ッセ ー ジ グル ー プヘ ッダの構 造

メ ッセ ー ジ グ ル ー プヘ ッ ダは 、 メ ッセ ー ジ グル ー プヘ ッ ダ開始 タ グ 〈JPMGH>で 始 ま り、

次 に示 す デ ー タ要 素 を含 み 、 メ ッセ ー ジ グル ー プヘ ッダ終 了 タグ</JPMGH>で 終 わ る。

メ ッセー ジグルー プ

ヘ ッダ開始 タグ
デー タ要素 ■ ・ ■. デ ータ要素

メ ッセージグループ

ヘ ッダ終了 タグ

図4メ ッセ ー ジ グ ル ー プヘ ッダの 構 造

CII標 準ベ ースXML/EDIの メ ッセー ジグループヘ ッダは、表4に 示 したデー タ項 目か ら成 る。

メ ッセー ジグルー プヘ ッダ内 のデー タ要素 の出現順序は表4に 示 した順序 に従 わなければな

らない。
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表4メ ッセ ー ジ グル ー プ ヘ ッ ダの デ ー タ要 素

XMLの タグ デ ー タ 要 素 名 必須/任 意

JPCO3 運用モー ド 必須

JPCO4 発信EDIサ ー ビス事業者 コー ド 任意

JPCO5 発 信 セ ン ター コ ー ド 任意

JPCO6 発 信者 コー ド 必須

JPCO7 受信EDIサ ー ビス事業者 コー ド 任意

JPCO8 受 信 セ ン ター コ ー ド 任意

JPCO9 受信者 コー ド 必須

JPC10 BPID機 関 コー ド 必須

JPCI1 BPID副 機関 コー ド 必須

JPC12 BPID版 必須

JPC14 情報 区分 コー ド 必須

JPCI7 様式種別 任意

JPC18 交換参照番号 任意

JPC19 作成日付時刻 必須

JPC21 構文規則識別版数 必須

JPC23 格納モー ド 任意

JPC24 1バ イ ト文字集合 任意

JPC25 2バ イ ト文字集合 任意

JPC29 短縮表示 任意

JPC30 発 信EDIサ ー ビス事業者 コー ド管理機 関 コー ド 任意

JPC31 発信セ ンター コー ド管理機 関 コー ド 任意

JPC32 発信者 コー ド管理機関 コー ド 任意

JPC33 受信EDIサ ー ビス事業者 コー ド管理機 関 コー ド 任意

JPC34 受信セ ンター コー ド管理機 関 コー ド 任意

JPC35 受信者 コー ド管理機関 コー ド 任意

注)表 中で、必須 とされてい るデー タ要素 に、値 を設定 しない場合 は、空 の開始 タグ

及 び終了 タグだけを交換す る。

備考:そ れぞれ のデー タ項 目の定義 、デ ー タ型及 び長 さはJISX7012-1,-2,-3(CII

シ ンタックスルール3.00)に よる。
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9.メ ッ セ ー ジ の 構 造

9.1メ ッセ ー ジ

メ ッセ ー ジ は 、6.1に 規 定 した 構 造 の デ ー タ要 素 の集 合 で あ る。JISX7012-1 ,-2,-3

(CIIシ ン タ ック ス ル ー ル3.00)の メ ッセ ー ジヘ ッ ダは メ ッセ ー ジ 開始 タ グ にTFD終 端

子 は メ ッセ ー ジ終 了 タ グ にマ ッ ピ ングす る。

メ ッセージ

開始 タグ

デー タ要素 又は

マルチ明細
・ ・.■

デ ータ要素又は

マ ルチ明細

メッセー ジ

終了 タグ

図5メ ッセ ー ジの 構 造

9.1.1通 常 の メ ッセ ー ジ グル ー プ内 の メ ッセ ー ジ

メ ッセ ー ジ は 、 メ ッセ ー ジ 開始 タグ 〈JPTRMSEQ="×"〉(× は シ ー ケ ンス 番 号 、

最 大5桁)で 始 ま り、一 つ 以 上 の デ ー タ要 素 及 び/又 は マ ル チ 明細 を含 み 、メ ッセ ー ジ

終 了 タ グ</JPTRM>で 終 わ る。

シー ケ ン ス番 号SEQは 、 同 一 メ ッセ ー ジ グル ー プ 内 の メ ッセ ー ジの順 番 を表 す5桁

の番 号 。 メ ッセ ー ジ グル ー プヘ ッダ直 後 の メ ッセ ー ジ に1を 付 香 し、 以後 、 昇 順 に付

養 す る。

9.1.2短 縮 形 メ ッセ ー ジ グル ー プ内 の メ ッセ ー ジ

メ ッセ ー ジ は 、メ ッセ ー ジ 開始 タグ 〈JPTRMSEQ="1"〉 で 始 ま り、一 つ 以 上 の デ ー

タ要 素 及 び/又 は マ ル チ 明細 を含 み、 メ ッセ ー ジ終 了 タグ</JPTRM>で 終 わ る。

9.2マ ル チ明 細

9.2.1マ ル チ 明 細 の 構 造

マ ル チ 明 細 はマ ル チ 明細 開始 タグ 〈JPM× 〉(× は明 細 番 号)で 始 ま り、一 つ 以 上 の

く り返 し要 素 を含 み 、 マ ル チ 明細 終 了 タグ 〈/JPM× 〉(× は明 細番 号)で 終 わ る。

CII標 準 ベ ー スXML/EDIの 繰 り返 しは、JISX7012-1,-2,-3(CIIシ ン タ ック ス ル ー

ル3.00)と 同様 「明細 番 号 付 き」 の 繰 り返 しの み とす る。
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マルチ明細

開始タグ
繰返 し要素 繰返 し要素 繰返 し要素

マルチ明細

終了 タグ

図6マ ルチ明細の構造

9.2.2繰 返 し要素の構造

繰返 し要素は、繰返 し要素 開始 タグ 〈JPM×R>(× は明細番号)で 始 ま り、一つ以

上の デー タ要素及 び/又 はマルチ明細 を含 み、繰返 し要素終了 タグ</JPM×R>(× は

明細番号)で 終 わる。

繰返 し要素

開始タグ

データ要素又は

マルチ明細

データ要素又は

マルチ明細
繰返 し要素

終了タグ

図7繰 返 し要素の構造

9.2.3繰 返 し要素の省 略

繰返 し要素 を省 略す る場合 、何番 目の繰返 し要素が省 略 され たか を明示 しな くて も

良い場合 と、明示 したい場合 とが ある。

省 略 された繰返 し要素 を明示 しな くて もよい場合 には、省略す る繰返 し要素 は、開

始 タグ 〈JPM×R>及 び終了 タグ</JPM×R>も 省 略す る。 この場 合、省略 された繰返

し要素の後 に続 く繰返 し要素が 、省 略 された繰返 し要素 の位置 に繰 り上が る。

省 略 した繰返 し要素が、何 番 目の繰返 し要素で あるかを明示 したい場合 には・省 略

した繰返 し要素 の位 置 に、空 の繰 返 し要素<JpM×R></JpM×R>又 は 〈JpM×R/〉

を残 さなければな らない。 ただ し、その繰返 し要素 の後 ろの繰返 し要素 もすべ て省 略

す る場合 には、空 の繰返 し要素 は残 して はならない。

例 えば、最大繰返 し回数が8回 のマルチ明細(明 細番 号は`1')に おいて、3番 目、

5番 目、7番 目及 び8番 目の繰返 し要素 を省略 し、かつ省略 した ことを明示 す る場合 に

は以下の ようになる。

<JPM1>

〈JPMIR>デ ー タ要素 … デ ー一合タ要素</JPMIR>

〈JPMIR>デ ー タ要素 … デ ー タ要素 〈/JPMIR>

<JPMIR></JPMIR>

<JPMIR>デ ー タ要 素 … デー タ要素</JPMIR>
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<JPMIR></JPMIR>

<JPMIR>デ ー タ要 素 … デ ー タ要素</JPMIR>

〈/JPM1>

9.2.4明 細 番 号

CII標 準 ベ ー スXML/EDIに お け るマ ル チ 明 細 番 号 は、JISX7012-1,-2,-3(CIIシ

ン タ ックス ル ー ル3.00)に 規 定 され た 、Aタ イ プマ ルチ 明 細 、 及 びDタ イ プマ ル チ 明

細 に対 応 して 、 表5の よ う に付 番 す る。

Aタ イ プマ ル チ 明細 の マ ルチ 明 細 番号 は1桁 で な け れ ば な らな い。

Dタ イ プ マ ル チ 明 細 の マ ル チ 明細 番 号 は左 側 の ゼ ロ をサ プ レス しなけ れ ば な らな い 。

す な わ ち<Jp10>は 正 しい が 、<JpOOOIO>は 誤 りで あ る。

表5マ ルチ明細の明細番号

マ ルチ明細の タイプ 明細番号の範囲
CII標 準ベースXML/EDIに

おける明細番号

Aタ イプマルチ明細

`1'(16進 の31) ～

一̀'(16進 の7E)

`1' ～`9'及 び

`A'
～`Z'

Dタ イプマ ルチ 明細 10～65535

`10' ～`65535'

(左 側 の ゼ ロ はサ プ レス す る)

Aタ イ プ マ ル チ 明 細 にマ ッ ピ ングす るマ ル チ 明細 の タ グは 、<JPM1>～<JPM9>及 び

<JPMA>～ 〈JPMZ>と な る。

Dタ イ プマ ル チ 明 細 にマ ッピ ン グす るマ ルチ 明 細 の タグ は 〈JpM10>～<JpM65535>

とな る 。

9.3メ ッセ ー ジ内 の デ ー タ要 素 の 出現 順 序

JISX7012-1,-2,-3(CIIシ ン タ ック ス ル ー ル3.00)と 同 様 に、CII標 準 ベ ー スXML

/EDIの メ ッセ ー ジ 内 又 はマ ル チ 明細 内 の デ ー タ要 素 及 び マ ル チ 明 細 の 出 現 順 序 に は制

限 が な く、 自由 に出 現 順 序 を入 れ替 え て も良 い 。

備 考:DTDを 使 用 す る場 合 に限 り、CII標 準 ベ ー スXML/EDIの メ ッセ ー ジ内 で の デ ー

タ要 素 及 び マ ル チ 明細 の 出現 順 序 は、DTDで 記 述 した川頁序 の とお りで な けれ ば

な らな い。
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10.バ イナ リデ ー タの扱 い

設計 画像等 のバ イナ リデー タは、CII標 準ベ ー スXML/EDIで は規 定 しない。代替 として

XMLの エ ンテ ィテ ィ宣言 によるファイル参照で表現す るこ ととす る。

また、通信手段 と してWWWを 使用 する場合 にはリンクの機 能で、電子 メール を使 用す る

場 合 には添付 ファイルで交換す るこ とも可 とする。

11.特 殊 デ ー タの 構 造

11.1受 信確認 メ ッセージ

受信確認 メ ッセージは、受信 者が解釈可能 な業務処理 メ ッセ ージを受信 で きたか否 か

を送信者 に通知す るメ ッセ ージで ある。

受信確認 メ ッセージは、受信確認 メ ッセー ジ開始 タグ 〈JPAKMSEQ="×"〉(× は シー

ケンス番号、最大5桁)で 始 ま り、下記 に示 す データ要素 を含 み、受信確 認 メ ッセー ジ

終了 タグ</JPAKM>で 終 わる。

受信確 認 メッセー ジ

開始 タグ
デー タ要素 ■ ● ●. デー タ要素

受信 確認 メッセ ージ

終了 タグ

図8受 信確認 メ ッセージの構造
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CII標 準ベ ースXML/EDIに おける受信 確認メ ッセージ には、次 のデー タ要素 を含 む。

表6受 信確 認 メ ッセージの デー タ要素

タ グ デ ー タ要 素 名 内 容

JPE51

受信 したメ ッセージ

グル ープ内の データ

要素の内容 を送 り返

す。

JPCO3 運用モ ニ ド

JPCO4 発信EDIサ ー ビス事業者 コー ド*1

JPCO5 発 信 セ ン ター コー ド*1

JPCO6 発信 者 コー ド

JPCO7 受信EDIサ ー ビス事業者 コー ド*1

JPCO8 受信 セ ン ター コー ド*1

JPCO9 受信 者 コー ド

JPC10 BPID機 関 コー ド

JPC11 BPID副 機 関 コー ド

JPCユ2 BPID版

JPC14 情報 区分 コー ド

JPC17 様式種別*1

JPC18 交換参照番号*1

JPC19 作成 日付時刻

JPE55 エ ラ ー フラ グ1 一

JPE56 エ ラ ー フラ グ2*2 一

JPE57 エ ラ ー フ ラ グ3*2 一

JPE58 エ ラ ー フ ラ グ4*2 一

JPE59 エ ラ ー フ ラ グ5*2 一

JPE60 作成 日付時刻 一

*1任 意 使 用 。 受 信 メ ッセ ー ジ グル ー プヘ ッダ に使 用 さ れ て い た場 合 の み 、使 用 可 。

*2任 意 使 用 。

備 考:デ ー タ要 素 の 定 義 、 デ ー タ型 及 び長 さ は、JISX7012-1,-2,-3(CIIシ ン タ ッ

ク ス ル ー ル3.00)に よ る。

11.2エ ラ ー 情 報 メ ッ セ ー ジ

エ ラ ー 情 報 メ ッセ ー ジ は 、CII標 準 ベ ー スXML/EDIに は マ ッ ピ ン グ し な い 。

11.3同 報 ヘ ッダ ー

同 報 ヘ ッ ダー は 、CII標 準 ベ ー スXML/EDIに はマ ッ ピ ング しな い。
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12.メ ッ セ ー ジ グ ル ー プ の 構 造

メ ッセ ー ジ グ ル ー プ は 、 一 つ の メ ッセ ー ジ グ ル ー プヘ ッダ及 び0個 以 上 の メ ッセ ー ジか ら

な る。 メ ッセ ー ジ グル ー プ トレー ラ は用 い な い 。

メ ッセ ー ジ グル ー プ内 の メ ッセ ー ジが 、 ゼ ロ個 の 場合 は ゼ ロ件 運 用 電 文 、 メ ッセ ー ジが 一

つ の場 合 は短縮 形 メ ッセ ー ジ グル ー プ、 メ ッセ ー ジが 二 つ 以 上 の場 合 が通 常 の メ ッセ ー ジ グ

ル ー プ に相 当 す る。

メ ッ七 一 ジ グル ー プ ヘ ッ ダ メ ッセ ー ジ メ ッセ ー ジ メ ッ七 一 ジ

図9通 常 の メ ッセー ジグル ープの構造

メ ッセ ー ジ グ ル ー プヘ ッダ メ ッセ ー ジ

図10短 縮形 メ ッセ ージ グループ構造

メ ッセ ー ジ グ ル ー プヘ ッダ

図11ゼ ロ件運用電 文の構造

なお、通常 の メ ッセー ジグループであるか短縮 形 メ ッセージ グループであ るか を明示 した

い場合 には、 メ ッセー ジグループヘ ッダ内の短縮 表示JPC29に 表6に 示す値 を設 定す る。

表7メ ッセー ジグルー プの種別及 び短縮表示の値

メッセー ジグループの種別 短縮表示JPC29の デー タ要素値

通常 の メッセージグルー プ S

短縮形 メッセージグルー プ 1

ゼ ロ件運用電文 は、メ ッセージグループ内 の情報 区分 コー ド<JPC14>の デー タ要素値 とし

て9101を 設定 しなけれ ばならない。
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13.交 換単位 の構 造

CII標 準 ベ ー スXML/EDIの 交 換 単 位 は 、XML宣 言 で始 ま り、 そ の後 ろ にXML電 文 開 始 タ

グ、1つ の メ ッセ ー ジ グル ー プ 及 びXML電 文 終 了 タグか らな る。XML電 文 の タ グ は 、 当 該

XML電 文 の ドキ ュ メ ン トタ イプ名 称 を用 い る。

業 務 メ ッセ ー ジの ドキ ュ メ ン トタイ プ名 称 は 、CII－ の 後 ろ にBPID(8桁)、 情 報 区 分 コ ー

ドを付 け 、 さ ら に、 マ ッ ピン グ規 則 の バ ー ジ ョン を付 けた もの とす る 。

受 信 確 認 メ ッセ ー ジ の ドキ ュ メ ン トタ イプ名 称 は、CII-AKMに マ ッ ピ ン グ規 則 の バ ー ジ ョ

ンを付 け た もの とす る 。

なお 、 こ の マ ッ ピ ン グ規 則 の バ ー ジ ョンは、-V10で あ る。

XML宣 言 XML電 文開始タグ メ ソ七 一 ジ グ ル ー プ XML電 文終了 タグ

図12交 換 単 位 の構 造

な お 、CII標 準 ベ ー スXML/EDIの 交 換 単位 は整 形 式(Well-formed)のXML文 書 とす る。
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附属書1(参 考) XML電 文の例

〈?xmlversion="1.0"encoding="Shift _JIS"?〉,

〈?xml-stylesheethref="HWSWXSL4.xsl"type="text/xsl"?〉

<CII-HWSWOOIAOIIO-VIO>

〈!一一小 型 コ ン ピ ュ ー タ業 界EDI取 引 標 準001A版 商 品 情 報 一一〉

<JPMGH>

<JpCO3>0</JpCO3>

<JPCO4>〈/JPCO4>

<JPCO5>〈/JPCO5>

<JPCO6>〈/JPCO6>

<JPCO7></JPCO7>

〈JPCO8></JPCO8>

<JPCO9></JPCO9>

<JpC10>HWSW</JpC10>

<JpC11>00</JpC11>

〈JpC12>lA〈/JpC12>

〈JpC14>0110</JpC14>

<JpC18>00001</JpC18>

〈JpC19>990602135843</JpC19>

<JpC21>CII300</JpC21>

〈JpC29>1</JpC29>

〈JPC30>〈/JPC30>

〈JPC31></JPC31>

<JPC32></JPC32>

〈JPC33>〈/JPC33>

<JPC34></JPC34>

<JPC35></JPC35>

</JPMGH>

〈JPTRMSEQ="1"〉
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〈Jp27001>00001〈/Jp27001>

<Jp27002>0110</Jp27002>

<Jp27003>19990602</Jp27003>

<JP27!87>171539</JP27187>

<JP27004>506022000001</JP27004>

〈JP27005>506022000002</JP27005>

<Jp27008>1</Jp27008>

<Jp27082>1〈/Jp27082>

<JP27035>4900000000000</JP27035>

〈Jp27040>パ ソ コ ン</Jp27040>

<Jp27083>パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ</Jp27083>

〈Jp27084>ハ 。一ソナルコンビ。ユータ〈/Jp27084>

<Jp27036>JIPDEC-CII-00001-abc-4567</Jp27036>

<Jp27091>0〈/Jp27091>

<Jp27092>1</Jp27092>

<Jp27103>2〈/Jp27103>

〈JPM5>

<JPM5R>

<Jp27104>50250〈/Jp27104>

<Jp27105>40500</Jp27105>

<Jp27106>65125</Jp27106>

〈/JPM5R>

<JPM5R>

〈Jp27104>39765</Jp27104>

〈Jp27105>82233</Jp27105>

〈Jp27106>45015〈/Jp27106>

</JPM5R>

〈/JPM5>

〈Jp27109>CM〈/Jp27109>

<Jp27113>1</Jp27113>
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〈Jp27114>1</Jp27114>

<Jp27134>0</Jp27134>

<Jp27135>0</Jp27135>

<Jp27044>298000025</Jp27044>

<Jp27138>1〈/Jp27138>

<Jp27017>こ の メ ッセ ー ジ の 内 容 は 架 空 の も の で す 。</Jp27017>

</JPTRM>

〈/CII-HWSWOOIAO110-V10>
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附属 書2(参 考)Cll標 準 ベ ー スXML/EDI運 用 の モデ ル

従来型EDl

実施企業

ン
フ ラ ッ ト

フ アイ ル

業務処理 システム

呂
CIIト ラ ンス レー タ

CII電 文

通信システム

通信システム

XML電 文
CII/XML

コ ン バ ー ター

イ ン ネ ッ ト

VAN

I

サー ビス

従来型EDI利 用の取引先

XML/EDI利 用 の 取 引 先

・ブ ラウザ/ス タイルシー ト/メ ールハ ン ドラ

・XMLプ ロセ ッサ

・XML用EDIト ランス レー タ

・業務パ ッケー ジ/簡 易言語/表 計算etc

・伝票 印刷 ソフ トウエア
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従来型EDl実 施企業

/

// /
=

/巨
=

/

⑳

フ ラ ッ トフ ァイ ル

業務処理 システム

CII用EDI

トラ ンス レー タ

CII/XML変 換 サー ビス

ゲー トウェイサー ビス

VAN

C

サー ビス

従来型EDI利 用の取引先

XML/EDI・ 利 用 の 取 引 先

・ブテウザ/ス タイ ルシー ト/メ ールハ ン ドラ

・XMLプ ロセ ッサ

・XML用EDIト ランス レータ

・業務パ ッケージ/簡 易言語/表 計算etc

・伝票 印刷 ソフ トウエア
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